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１．はじめに 

 

1.1 本手引きの目的 

平成 25 年度から 29 年度まで実施した「次世代施設園芸導入加速化支援事業」により全国 10 箇所に次
世代施設園芸拠点が完成し、ICT を活用した高度な環境制御による生産性向上と地域エネルギーを活用
した化石燃料依存度の低減を図るなど、我が国の大規模施設園芸のモデルとなる取組が実践されている。 
今後、次世代施設園芸をはじめとする大規模施設園芸や植物工場など、我が国の施設園芸を牽引する取
組を各地に展開していくため、次世代施設園芸拠点等で得られたノウハウを整理し、特に次世代施設園芸
等に取り組もうとする事業者（生産者）の皆さまの参考となるよう、本書を作成した。 
本書は、平成 29 年度に作成した「次世代施設園芸・植物工場 導入・改善の手引き」をもとに、新た
な情報や事例を加え、体裁も新たにし構成した。 

 
 

1.2 本手引きの構成 

本手引きにおいては、大規模施設園芸・植物工場の導入や運営に当たり留意・検討すべき事項を把握で
きるよう、以下の構成とした。 

2.導入編 ：用地選定取得、インフラ、施設設備仕様検討 
3.運用編 ：大規模施設での運営管理 
4.事例編 ：次世代施設園芸拠点の事例 
5.資料編 

 
 

1.3 本手引きの対象 

◇大規模施設園芸（雇用型で一定規模以上（1ha以上を目安））、植物工場の経営に取り組もうとする事業
者（生産者）および現場の管理者の皆さま。 

◇大規模施設園芸・植物工場の導入や運営に対して指導・助言を行う行政・普及指導機関の皆さま。 
◇大規模施設園芸・植物工場の経営に関心のある、すべての皆さま。 
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２．導入編 

 
大規模施設園芸や植物工場の導入に当たり、事前に調査や確認すべき事項は広範囲に存在する。2.1 導
入フローに示すような、「法人の立ち上げ」から「施工管理・竣工」までの一連の事項が考えられる。本
編の構成は、下記の各章からなり、2.1 導入フローの項目のうち一部について、2.2～2.4 章で詳述する。 

2.1 導入フロー 
2.2 経営計画の策定 
2.3 用地・環境・規制等の事前調査 
2.4 農地の確保・利用 
2.5 施設設備要求仕様の検討 

 
 

2.1 導入フロー 

図１に、大規模施設園芸、植物工場の導入に当たり、その手順（左側）と調査、確認等をすべき事項
（右側）を示す。 
 

 
図１ 大規模施設園芸・植物工場の導入フロー 

  

複数者への見積もり依頼と比較検討を行うこと、新技術や新商品などの
提案を受け入れること、入札での競争条件を確保することなどに留意す
る。

用地・環境・規制等の事前調査

農地の確保・利用

資金計画、補助金の相談

施設設備要求仕様検討

見積もり、設計依頼

入札仕様検討

入札・発注

施工管理・竣工

実際に施設設備の設計を依頼する際に、発注者側が要求すべき性能や仕
様等を事前に整理（発注側関係者の合意形成にも有効である）する。
ただし、詳細な設計仕様や図面では無いことに注意。

用地を決定する前の各種事前調査。

特に農地を確保・利用する場合の調整、申請事項。

経営計画を実現するための初期投資資金、運転資金の確保。取得可能な
補助金の調査や、自治体への申請相談、事業申請の実施。自己資金と借
入金の区分、および金融機関への融資相談と申請。返済計画の策定。

法人の立上げ

経営計画の策定

新たな法人（農業所有適格法人等）を立ち上げる場合の役員構成や資本
金構成、定款等の制定や法人登記など。また経営計画策定の基盤となる、
企業理念やビジョンなどの策定。

企業理念等にもとづき実現すべき経営目標、さらにそれを実施するため
の中期経営計画など。また販売品目や販売先など、経営の根幹となる商
品の特性、差別化要因、価格帯、および販売先別の販売価格や販売数量
などの具体的な計画。
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2.1.1法人の立上げ 
新たな法人（農業所有適格法人等）を立ち上げる場合の役員構成や資本金構成、定款等の制定や法人
登記など。また経営計画策定の基盤となる、企業理念やビジョンなどの策定。 
 
2.1.2経営計画の策定 
企業理念等にもとづき実現すべき経営目標、さらにそれを実施するための中期経営計画など。また販
売品目や販売先など、経営の根幹となる商品の特性、差別化要因、価格帯、および販売先別の販売価格
や販売数量などの具体的な計画。「2.2 経営計画の策定」に記載。 
 
2.1.3用地・環境・規制等の事前調査 
用地を決定する前の各種事前調査。詳細は「2.3 用地・環境・規制等の事前調査」に記載。 

 
2.1.4農地の確保・利用 
特に農地を確保・利用する場合の調整、申請事項。詳細は「2.4 農地の確保・利用」に記載。 

 
2.1.5資金計画、補助金の相談 
経営計画を実現するための初期投資資金、運転資金の確保。取得可能な補助金の調査や、自治体への
申請相談、事業申請の実施。自己資金と借入金の区分、および金融機関への融資相談と申請。返済計画
の策定。 
 
2.1.6施設設備要求仕様検討 
実際に施設設備の設計を依頼する際に、発注者側が要求すべき性能や仕様等を事前に整理（発注側関
係者の合意形成にも有効である）する。 
ただし、詳細な設計仕様や図面では無いことに注意。詳細は「2.5 施設設備要求仕様検討」に記載。 

 
2.1.7見積もり、設計依頼～入札仕様検討～入札発注 
複数者への見積もり依頼と比較検討を行うこと、新技術や新商品などの提案を受け入れること、入札
での競争条件を確保することなどに留意する。 
 
2.1.8施工管理・竣工 
 
 

2.2 経営計画の策定 

◇企業理念やビジョンなどに基づく、企業としての経営目標（中期経営計画など）の策定。 
◇商品施策（販売品目や販売先、商品形態など、経営の根幹となる商品の特性、差別化要因、価格帯）
の策定。 
◇販売計画（販売ルート、販売価格や販売数量などの具体化）の策定。 
◇生産計画（販売計画に応じた栽培条件(2.4.1)や営農計画等）の策定。 
◇資金調達計画（出資金、補助金、融資等による資金調達と返済の具体化）の策定。 
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◇収支計画（売上と生産費、販売管理費等の分析と P/L での具体化）の策定。特に生産費については比
率の大きい減価償却費（施設が過大なスペックとなっていないか）、労務費（従業員が必要十分か）、
光熱動力費を、事前に精度高く見積もることが重要。 
◇雇用計画（組織体制の具体化と雇用ルート確保および募集）の策定。 
◇人材育成計画（生産計画を実現するための先進法人等における研修計画）の策定。先行投資となる
が、立上げを円滑に行うために重要である。 

 
 

2.3 用地・環境・規制等の事前調査 

◇施設立地に適した用地、気象や環境であるか、また法令・条例等による規制についてもあわせて総合
的に事前調査する。 

◇目的に合わない用地を取得した場合、後々の栽培や出荷で問題が発生する要因となる。 
◇他のリスク要因（災害発生、アクセス不良、人手不足等）についても、事前に検討する必要がある。 
 
2.3.1 気象条件 
◇栽培等に影響する事項（日射・気温） 

項目 備考 
1 月別日照時間 ｈ 

季節的な日射多寡 
2 月別日射量 W/㎡ 
3 月別平均気温 ℃ 

年間と季節的な寒暖 4 月別平均最高気温 ℃ 
5 月別平均最低気温 ℃ 
6 月別夜間最高気温 ℃ 熱帯夜等の夜間高温 

 
◇施設設備設計に影響する事項（気温・風・降雨・降雪） 

項目 備考 
1 月別最高気温 ℃ ピーク時高温 
2 月別最低気温 ℃ ピーク時低温 
3 最大風速 m/s  
4 月別降水量 mm 

ピーク時降雨 
5 月別最大降水量 mm 
6 月別積雪量 mm 

ピーク時降雪 
7 月別最大積雪量 mm 

※暖房負荷計算、温室構造計算等に利用の場合、再現率の点から過去何年まで遡って調査するか、検討
が必要となる。 

 
◇気象データの入手について 
・無償の気象データとして、気象庁ホームページにアメダスデータが公開中。 
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 http://www.jma.go.jp/jp/amedas/ 
・NEDO ホームページに日射量に関するデータベースが公開中。 
 http://www.nedo.go.jp/library/nissharyou.html 
・有償の気象データは、気象情報サービス各社より提供されている。 
・現地のピンポイントデータの入手には、事前に気象観測を行うことも考慮すべきである。 
◇メッシュ農業気象データについて 
・農研機構では、1980年から現在の 1年先までの日別農業気象データを全国について 1 km のメッシュ
で自由に取り出して利用できるメッシュ農業気象データシステムを開発。 
・2016 年からは、気象庁による予報業務許可のもとで「メッシュ農業気象データ」を特定向け気象予
報として一定の条件で農研機構の外部にも提供中。 
・メッシュ農業気象データ利用マニュアル(2017年版) 

http://www.naro.affrc.go.jp/publicity_report/pub2016_or_later/laboratory/niaes/manual/077135.html 
 
2.3.1 気象条件 
◇クリモグラフによる検討例 
・月別の平均気温、日射量をグラフにプロットし、気象特性を把握、複数個所の比較等に用いる。 
 

 
Ilias Tsafaras, Ep Heuvelink, Silke Hemming ,「ワーゲニンゲン大学による次世代拠点の環境
分析 (2016)」 

 
図１ クリモグラフの例 
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2.3.2 地域特性要因 
◇その地域・場所だけの特殊な事項（気象・災害等） 

項目 備考 
1 洪水、土砂災害 

過去の発生状況や災害等 

2 台風 
3 季節風 
4 突風、ダウンバースト 
5 竜巻 
6 落雷 
7 降雹 
8 季節別の風向※ 換気への影響 
9 砂塵、降灰等 

被覆資材付着について確認※ 10 花粉 
11 藻の付着 
12 硫黄等火山性物質の飛来 金属腐食について確認 
13 地震発生、活断層の存在  
14 津波被害  
15 その他の自然災害  

※8:風向と換気窓開閉による温室内湿度への影響に要注意。 
※9,10,11:被覆資材付着物による光線透過率低下は、生産阻害要因。 
 
2.3.3 用地 
◇施設建設予定地に関する事項 

項目 備考 
1 公図 法務局、WEB による入手 
2 面積 ㎡ 測量による 
3 施設利用面積 ㎡ 温室建物の設置可能部分 
4 駐車場面積 ㎡ 駐車予定台数との調整 
5 地形  
6 方位  
7 勾配、高低差※ 排水性の確認 
8 日陰 日の出、日の入方向 
9 土質（柱状図）※ 基礎工事等への影響 

10 地耐力調査※ t/㎡ 基礎工事等への影響※ 

11 排水性 
勾配や浸透性、肥料分地下浸透可否、周
辺水田等からの逆流入 

12 土中砂利※ 工事後表層露出の可能性 
13 残存肥料分（土壌分析） 土耕栽培時の影響 
14 防風林、山 風対策の必要性 
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15 年間地代 円/10a  
16 実施済み事業 基盤整備事業等の実施状況 
17 土地の前歴※ 沼地、河川敷等 

※7:周囲より低い用地の場合、盛土等での排水性確保が重要。周囲より高い用地の場合は、周辺への排
水に注意が必要。 
※9,10:土質調査、地耐力調査は、地質調査会社等に依頼して行うが、当該地での調査履歴についても地
権者等に要確認（重複排除のため）。 
※12:河川敷跡地等で可能性あり。 
※18:小字等の地名による前歴について要調査。 
 
2.3.4 周辺環境 
◇予定地近隣に関する事項 

項目 備考 
1 地権者 あいさつ、説明 
2 施設・事業所等 同上 
3 住民 同上 
4 境界 境界部土地の利用可否 
5 環境 景観、環境条例等 
6 道路 接続道路等 

※周辺へのあいさつ、説明については自治会、土地改良区等を通じ実施。 
※地域の条例、規制等は、行政部局（環境等）に確認。 
※接続道路等は、行政部局（建設土木、農政等）に確認。 
 
◇給排水に関する事項 

項目 備考 
1 水源（井水、上水、用水）※ 受益権者と利用状況、取水規制等 

2 水質（井水、上水、用水）※ 
水質検査(EC、pH、重炭酸、Fe、Mn等)、病原菌
検査（青枯病菌等）、濁りや異物 

3 河川、排水路 廃水先の水質汚濁規制等 
4 水利権者※ 廃水先の漁協等への影響（温廃水等の場合） 

※1,2:水源の供給能力に限界がある場合、既存の受益権者や利用者への配慮、新規水源の確保を要検
討。 
※4:関係先の水利組合、漁協、行政部局（建設土木、河川、農政、環境等）等との調整。 
 
◇周辺施設等に関する事項 

項目 備考 
1 送電線※  
2 太陽光発電施設 日影発生、遮光剤ドリフト等 
3 農地・温室・畜舎 農薬・遮光剤ドリフト等 
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4 温泉ランド、発電施設等※ バイオマス燃料等の地域資源利用での競合 
※1:電柱設置と架電は、電力容量確定後に電力会社と相談。 
※4:周辺施設の建設計画等も要調査。 
 
2.3.4 周辺環境 
◇周辺アクセスに関する事項 

項目 備考 
1 接続道路 道路幅、勾配、路面、接続可否等 
2 周辺幹線道路 物流条件 
3 交通量※ 時間帯、曜日別等 
4 最寄高速 IC 物流条件 
5 直売所、道の駅 出荷先、競合先 
6 ガス配送元※ 物流条件（LPG、液化炭酸ガス等） 

※3:直売所等の運営基礎データとして。 
※6:ガス配送元へのアクセスによる運賃差、価格差に要注意。 
 
◇雇用に関する事項 

項目 備考 
1 周辺人口分布※ 年代別男女別構成、居住地域等 
2 周辺賃金※ コンビニ、スーパー、ファーストフード等 
3 周辺事業所、大型施設※ 雇用条件、雇用状況（競合先として） 

4 託児所等 乳幼児の受け入れ態勢整備 
※1:独立行政法人福祉医療機構「地図で見る統計」を使った小地域人口分布分析」等の利用、データ解
析。周辺人口と従業員募集範囲は、従業員確保に大きく影響。 

※2:最適賃金レベルと、コンビニ・スーパー等の賃金レベル、ファーストフード等の賃金レベルを要検
討。 

※3:今後の施設計画も要調査。 
※4:自前での託児所の設置や、有資格者を配置する場合もある。 
 
◇その他の事項 

項目 備考 

1 排気ガス 
周辺への情報提供（燃焼ガス排気、クーリングタワ
ー蒸気排気等） 

 
 

2.4 農地確保・利用 

◇農地の確保や利用についての具体的な検討の際には、地権者、自治体、農業委員会、土地改良区等と
の相談が必要となる。自治体によっては関係する部局が農政、経済産業、建設土木、河川環境等、多
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岐にわたるため、要注意。 
◇工業地域や山林等の農地以外の利用については、当該の関係部局と、要相談。 
 
（参考文献） 

・全国農業会議所「農業委員会研修テキストシリーズ② 農地法」、2017 年  

・全国農業会議所「農業委員会研修テキストシリーズ③ 農地関連法制度-基盤法、中間管理法、農振法、土地改良法

等」、2016 年 

 
2.4.1 事前準備 
◇個人、法人の認定、登記 

項目 備考 
1 認定農業者※ 農業経営改善計画等の市町村への申請による認定 

2 認定新規就農者※ 
青年等就農計画等の申請の市町村への申請による認
定 

3 農地所有適格法人（旧農業生産法人）※ 設立、登記 
※1,2:農業委員会による農用地利用集積の支援対象として、農地所有者のあっせん、農地中間管理機構
の活用などが可能。（日本公庫融資条件にも影響あり）。 

※3:農地法第 2 条 3 項に要件（法人形態、事業内容、議決権、役員等）が規定。これ以外の法人は、解
除条件付きで借りる場合のみ、農地利用が可能。 

※以上の相談先：自治体農政課、農業委員会等。 
 
◇地権者のあっせん、事前の交渉 

項目 備考 

1 農地利用のあっせん※ 
農業委員会への申出とあっせん、農地中間管理機構
との連携によるあっせん 

2 地権者※ リストアップと所在確認、貸借、購入等の交渉 
3 地域関係者 農地転用同意等の交渉 

※1:相談先：自治体農政課、農業委員会、土地改良区等の機関、または農地確保・利用に詳しい行政書
士等。 
※2:不在地主、登記状況を要確認。 
※2:農地転用の場合の税負担増を、事前に要確認。 
 
 
2.4.1 事前準備 
◇農地利用と農地転用 

項目 備考 

1 農地利用の可否、農地転用の可否※ 
コンクリート打設部分、集荷場部分、事務所、トイ
レ、駐車場等 

2 地権者※ 農地転用同意等の交渉 
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3 地域関係者 農地転用同意等の交渉 
4 事前申請※ 農地転用の事前調整等 

※1:相談先：自治体農政課、農業委員会、土地改良区、水利組合等の機関。 
※2:農地転用の場合の税負担増を、事前に要確認。 
※4:農業委員会を通じた転用の事前調整手続き。 
 
2.4.2 農地確保（貸借・購入）許可申請 
◇農業委員会への申請 

項目 備考 
1 申請の相談 申請書、添付書類等 

2 農地法第 3 条、基本要件 2 項 
個人、農地所有適格法人の要件(◇個人申請での基
本要件、◇農地所有適格法人申請での基本要件参
照) 

3 同条、解除条件付き貸借要件 3 項 
上記以外の個人、法人の要件(◇解除条件付き貸借
の要件参照) 

4 申請、審議※、許可証交付 申請からの標準処理期間：4週間 
※4:農業委員会での審議の開催時期は、要確認（開催まで日数を要する場合など）。 
 
◇個人申請での基本要件（農地法 3 条 2項） 

項目 備考 

1 1 号 全部効率利用要件 
全ての農地を効率的に耕作すること（機械、労働
力、技術が十分であること） 

2 4 号 農作業常時従事要件 原則、農作業従事日数が年間 150 日以上 
3 5 号 下限面積要件 農地面積が都府県 50a以上、北海道 2ha 以上 

4 7 号 地域との調和要件 
農地の集団化、農作業の効率化、その他農地の効率
的かつ総合的利用に支障を生じないこと（審議前現
地調査あり） 

 
 
2.4.2 農地確保（貸借・購入）許可申請 
◇農地所有適格法人申請での基本要件（農地法 3条 2項） 

項目 備考 

1 1 号 全部効率利用要件 
全ての農地を効率的に耕作すること（機械、労働
力、技術が十分であること） 

2 2 号 農地所有適格法人要件 
農地法第 2 条 3項に要件（法人形態、事業内容、議
決権、役員等）が規定 

3 5 号 下限面積要件 農地面積が都府県 50a以上、北海道 2ha 以上 

4 7 号 地域との調和要件 
農地の集団化、農作業の効率化、その他農地の効率
的かつ総合的利用に支障を生じないこと（審議前現



 

11 
 

地調査あり） 
 
◇解除条件付き貸借の要件（農地法 3条 3 項） 

項目 備考 

1 
1 号 貸借契約書に解除条件が付されて
いること 

農地を適正に利用していない場合の貸借契約解除等 

2 
2 号 地域の他の農業者と適切に役割分
担し、継続的・安定的に農業経営が行
われること 

農業の維持活動への参加、共同利用施設取り決めの
順守、機械や労力の確保と経営継続の見込み等 

3 

3 号 業務を執行する役員又は権限及び
責任を有する使用人の 1人以上が、法
人が行う耕作の事業に常時従事するこ
と 

農作業、営農計画の作成、マーケッティング等の事
業に責任を持って対応可能 

 
 
2.4.3 農地転用許可申請 
◇農業委員会への申請 

項目 備考 
1 申請の相談 農業用施設、事務所、トイレ、駐車場等への転用 
2 農地法第 4 条要件による転用規制 農地権利移動を伴わない転用要件 
3 農地法第 5 条要件による転用規制 農地権利移動を伴う転用要件 
4 農振法における農業振興地域 都道府県知事指定 

5 上記での農用地区域による転用規制 
農用地利用計画(市町村)での指定用途(農業用施設
用地等)あり 

6 農用地利用計画の変更による転用許可 
上記指定用途変更のための農用地区域からの当該農
地の除外 

7 
申請※、農業委員会の都道府県知事への
意見書送付 

申請からの標準処理期間：3～4週間 

8 
都道府県知事等による許可等の処分又
は協議書の送付 

申請および意見書の受理からの標準処理時間：1～2
週間 

※7:農業委員会での審議の開催時期は、要確認（開催まで日数を要する場合など）。許可申請書の他、事
業計画書、土地利用図、土地改良区意見書等の多くの提出書類が必要となる。 

 
 

2.5 造成・インフラ整備 

◇土地造成工事にあたってや、開発行為についての確認事項。 
◇インフラ整備にあたっての確認事項（給排水、消防、道路等）。 
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2.5.1 土地改良工事（盛土・切土） 
◇相談・設計・申請事項 

項目 備考 
1 改良工事の相談 農業委員会、土地改良区、水利組合等 
2 改良工事内容 田→畑、畑→畑等 
3 改良工事設計 測量、設計、見積 
4 道路接続の相談 自治体道路課等 
5 改良工事方法 盛土、切土 
6 埋立土等 種類、採種場所 
7 改良工事見積  
8 農地改良届出 農業委員会 

 
2.5.2 開発行為 
◇相談・設計・申請事項 

項目 備考 
1 当該部局 都市計画、建設土木部局等 
2 開発行為の条件確認※ 地目、面積、道路新設、切土盛土、過去事例等 
3 開発行為に必要な設計 各種技術水準に対する審査 
4 開発行為申請内容※  
5 開発行為申請※  

※2:都市計画法、条例で定められる。 
※4:自治体の現地調査や事前相談、審査等の手続がある。 
※5:申請後の審査会、検査手続がある。 
 
2.5.3 水源 
◇確認事項 

項目 備考 
1 上水道敷設 既受益者、利用状況、水質等の確認(2.3.4◇給排水

に関する事項参照) 2 農業用水利用 

3 井戸掘削 
既受益者、利用状況、水質等の確認(2.3.4◇給排水
に関する事項参照) 
取水条例、水源保護条例等の確認 

4 雨水利用 降雨、降雪量の確認(2.3.1 気象条件参照) 
 
2.5.4 雨水排水放流 
◇確認・合意事項 

項目 備考 
1 排水量見積  
2 既設排水路 既受益者、利用状況の確認(2.3.4◇給排水に関する
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3 流域河川 事項参照) 
4 水利権者 
5 調整池 最大排水量にもとづく設計 
6 排水設計 排水設備、排水接続等 

7 関係者合意 
土地改良区、既設水路利用者、流域、漁協等への影
響確認、利用合意(2.3.4◇給排水に関する事項参照) 

 
2.5.5 雑排水放流 
◇確認・合意事項 

項目 備考 
1 排水量見積  
2 排水肥料濃度見積 N,P,K 等 
3 法規制 水質汚濁防止法、河川・環境条例等 
4 希釈、成分除去設計 規制への対応 
5 排水設計※ 排水設備、排水接続、排水量計量設備等 

6 関係者合意※ 
土地改良区、既設水路利用者、流域、漁協等への影
響確認、利用合意(2.3.4◇給排水に関する事項参照) 

※5:下水放流の場合、排水量計量により料金計算に反映。 
※6:養液栽培設備、培養液成分等の説明に留意。 
 
2.5.6 その他 
◇確認事項 

項目 備考 
1 防火用水 消防署への相談、申請 
2 燃料タンク設備 管理責任者設置等、消防署への相談、申請 
3 燃油配管設備 埋設可否等、消防署への相談、申請 
4 道路接続 建設、道路部局への相談、申請 
5 マンホール横断 上下水道部局への相談、申請 
6 建築許可 建設部局への相談、申請 

7 有資格者の配置 
事業所や設備の規模、ガスや燃油等の貯蔵量に応じ
た有資格者（衛生管理者、エネルギー管理士、危険
物取扱者等） 

 
 

2.6 施設設備要求仕様 

◇施設設備を設計するにあたり、発注者側が要求する機能や性能を明示する必要がある。要求仕様とし
て項目別に整理して、基本設計に活かす。 
◇要求仕様は、発注者側が実現したい機能や性能を示すもので、 機器の詳細な仕様や型式等を規定す
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るものでは無い（あまり細かく定めると、設計側の自由度を損なう）。 
◇要求仕様の策定によって、発注者側の関係者の合意形成にも役立つ。また複数先との設計や見積時の
資料ともなる。 
◇要求仕様の策定は、施設設備を低コストで導入し、導入後のコストも削減するためにも、重要とな
る。 
◇本項の構成 
2.6.1 温室 規格、寸法、面積、骨材、基礎等 
2.6.2 栽培条件 作物、栽培方法、レイアウト等 
2.6.3 被覆資材 外張資材、内張資材 
2.6.4 環境制御機器 CO2、細霧、暖冷房、計測制御等 
2.6.5 栽培装置 養液栽培、原水、栽培ベッド等 
2.6.6 防除装置 防除方式等 
2.6.7 作業・搬送装置 作業者数、作業台車数等 
2.6.8 選果装置 選果方式等 

 
2.6.1 温室 
◇規格 

項目 備考 
1 単棟/連棟  

2 形状種別 
両屋根型、丸屋根型、ダッチライト型、スリークオ
ーター型、日光温室等 
HB※:p25～28 

3 骨材種別  
鉄骨ハウス、鉄骨補強パイプハウス等 
HB※:p28～31 

※2,3:（参考文献）日本施設園芸協会「施設園芸・植物工場ハンドブック｣ , 2016年（以降、HB） 
 
◇寸法 

項目 備考 
1 間口 mm 条間（ベッド間隔）と間口当たりベッド数を考慮 
2 (軒高）※ mm  
3 (棟高) ※ mm  
4 (中柱スパン）※ mm  
5 奥行 mm  

※（ ）内の内容は、メーカーや専門家と要相談。 
 
◇面積・区画 

項目 備考 
1 温室面積 ㎡ 栽培に必要な概算面積 
2 区画数 分割が必要な栽培区画数、給液区画数等 
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3 棟数 温室面積や間口から算出 
 
◇骨材・基礎 

項目 備考 
1 (骨材種別) ※ 軽量鉄骨、H 鋼、丸パイプ等 HB:p25 
2 (骨材サイズ) ※ mm 

構造計算により調整 
3 (骨材厚さ) ※ mm 
4 (骨材メッキ) ※ 亜鉛、ドブヅケ等 
5 骨材塗装 無し、白色等 

6 (基礎種別) ※ 
プレコンクリート基礎、仮設ベースコンクリート基
礎、スパイラル基礎、布基礎等 HB:p47 

※（ ）内の内容は、メーカーや専門家と要相談。 
 
◇天窓換気 

項目 備考 

1 換気方式 
両天窓、片天窓、千鳥配置天窓、谷換気式等 
HB:p193 

2 天窓開口部面積比率※ % 天窓開口部面積÷床面積 HB:p196 
3 (天窓換気窓幅) mm  
4 天窓開閉角度 ° 水平(0°)～上向き(-数°) 

5 天窓開閉機構 
ラック・アンド・ピニオン方式、ベル・クランクレ
バー方式等 HB:p194 

6 天窓ネット※ 
用途（防虫、防鳥、訪花昆虫用等）、目合い 
HB:p78～81,200 

7 メンテナンス 
日常点検実施、補修部材在庫、軽微なトラブルの自
己保守体制、保守費用の事前見積もり 

※2:側窓開口部面積比率と合わせ、換気性能に影響を及ぼす指標。 
※6:換気に及ぼす影響を考慮（目合いの細かさとのトレードオフ）。 
 
◇側窓換気 

項目 備考 
1 側窓換気有無  
2 妻面換気有無  
3 側窓開口部面積比率※ % 側窓開口部面積÷側面積 
4 換気方式 自動/手動/半自動、巻き上げ式、跳ね上げ式、引き

違い式等 HB:p193 
5 換気段数 1 段／2段 
6 (換気窓幅) mm  
7 自動換気有無  
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8 側窓ネット※ 
有無、用途（防虫、防鳥等）、目合い 
HB:p78～81,200 

9 メンテナンス 
日常点検実施、補修部材在庫、軽微なトラブルの自
己保守体制、保守費用の事前見積もり 

※3:天窓開口部面積比率と合わせ、換気性能に影響を及ぼす指標。 
※8:換気に及ぼす影響を考慮。 
 
◇温室構造設計 

項目 備考 
1 施設種類と構造設計基準 園芸用施設安全構造基準、 HB:p38 
2 (構造体荷重) kgf/㎡ HB:p40 
3 (被覆資材荷重) kgf/㎡ HB:p40 
4 (作物荷重)※ kgf/㎡ HB:p39 
5 (内部装備荷重) kgf/㎡ HB:p40 
6 (積雪荷重) kgf/㎡ HB:p40 
7 (風圧力) kgf 屋根面・壁面に作用する風圧力 HB:p41～42 
8 (地震力) kgf HB:p42 

※4:収穫段数や収量により変動。 
 
◇光線透過率 

項目 備考 
1 外張資材光線透過率 HB:p66 

2 
(温室構造部材（合掌、母屋等）による
影)※ 

HB:p24 

3 (屋根面垂木幅・間隔)※ mm HB:p24 
4 屋根面遮光剤塗布有無 HB:p39 
5 (光線透過率実測値)※ %  

※2,3:温室強度と光線透過率の両立を考慮。 
※5:植物体生長点付近等の日射量と外部日射量を季節別に実測。 
（参考文献）関山哲雄「太陽光型植物工場内の日射状態の計測と表示法」、施設と園芸(2017 年冬号) 

 
◇換気回数 

項目 備考 

1 (換気回数) 回/h 
施設完成後に、CO2濃度の経時計測等により把握
（隙間換気が多いと、値上昇） 
省エネや温度ムラの改善のための指標 

（参考文献）大山克己「ハウスの換気性能の把握（換気回数の測定）」、2016 年、施設園芸・植物工場事業者への栽培支

援・経営支援事例集:P14 
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◇温室（栽培室）への導線 
項目 備考 

1 事務所からの導線 
図面での導線確認 2 更衣室からの導線 

3 栽培室入口の位置 
4 エアシャワーの有無  

 
◇作業導線 

項目 備考 

1 主要路幅 mm 
コンテナ等の仮置き場所、車両すれ違い幅等を考
慮。位置は図面で検討 

2 車両動線 栽培区画～選果区画～保管出荷区画でのフォークリ
フト、作業台車の導線、置場を図面検討 
車両導線と作業者導線の交差を考慮 
資材置場と車両、作業者の移動距離を考慮 

3 作業者動線 
4 資材定置置場 
5 資材仮置場 

 
2.6.2 栽培条件 
◇作物 

項目 備考 

1 作物 

果菜(トマト、イチゴ、キュウリ、ナス、ピーマ
ン、パプリカ等)、葉菜(ホウレンソウ、レタス、ミ
ズナ、ネギ、ハーブ類等)、切り花、鉢花、果樹、
薬用植物等 

2 品種  
 
◇栽培方法 

項目 備考 

1 作型 
長期 1 作型、年 2 作型、短期周年作型、越冬作型、
夏越作型等 

2 栽培方法 
ハイワイヤー栽培、つるおろし栽培、摘心栽培、低
段密植栽培等 

3 廃液処理方法 かけ流し方式、循環方式 
 
◇培地 

項目 備考 
1 ポット（キューブ） 種類(土壌、RW、ヤシガラ等)、規格、培地量(ml/

株)等 2 マット（スラブ） 
 
◇栽培レイアウト 
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項目 備考 
1 定植時栽植密度※ 株/㎡  
2 最大栽植密度※ 株/㎡ 増枝後の最大密度 
3 株間 mm  
4 条間 mm  
5 条数 栽培ベッド当たり条数 
6 栽培ベッド長 mm  
7 栽培ベッド幅 mm  
8 栽培ベッド高（最大） mm 定植や収穫、管理等の作業性を考慮し、極端な高さ

を避ける 9 栽培ベッド高（最小） mm 
10 栽培ベッド勾配 % 排水性、用地の均平性を考慮 

※1,2:通路面積は除外。 
 
◇誘引方法 

項目 備考 
1 誘引高※ mm  
2 誘引線種類 エスター線、ワイヤー、ひも等 
3 誘引資材 ひも、巻取りひも、金属棒等 

※1:GLよりの距離。 
 
2.6.3 被覆資材 
◇外張資材 

項目 備考 
1 光線透過性 光合成を考慮 HB:p58,66 

2 紫外線透過性 
ミツバチ、クロマルハナバチ受粉、果実着色等を考
慮 HB:p58,62,66 

3 近赤外線透過性 遮熱用 HB:p58,64 
4 (散光性) (ヘイズ値) HB:p58,66 
5 保温性 HB:p58,66 

6 耐久性、対候性、防塵性 
紫外線耐性、汚れ等。長期展張用(10 年以上)、中
期展張用(3～5 年)等 HB:p58,63,66 

7 対衝撃性 降雹耐性等 HB:p67 
8 防曇性、流滴性 HB:p58,66 

9 材質 
ガラス、硬質フィルム、硬質板、軟質フィルム 
HB:p59～67 

10 厚さ μm  
11 層数 複層による保温性向上(空気膜二層、複層資材等） 

12 メンテナンス 
日常点検実施、補修部材在庫、軽微なトラブルの自
己保守体制 
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◇内張資材 
項目 備考 

1 保温性 長波放射の透過性、吸収性、反射性 HB:p68 
2 層数 複層による保温性向上、空気膜二層 HB:p69～70 
3 収束性 巻取りのしやすさ。厚み、べたつき等 HB:p69 
4 防曇性、流滴性 ぼた落ち抑制 HB:p69 
5 光線透過性 遮光率(間隙率、目合い)、色 HB:p69～71 
6 紫外線透過性 ミツバチ受粉、着色を考慮 HB:p69 
7 近赤外線透過性 遮熱用 HB:p69 
8 吸水、透水性 PVA 等 HB:p70,173 
9 伸縮性 乾燥時と吸水時の変化,経年変化 HB:p70 

10 散光性  
11 耐久性、対候性、防塵性 擦れ、裂け、汚れ、紫外線耐性等 

12 材質 
PE,PVC,PO,PVA,不織布、割符、寒冷紗等 
HB:p68 

13 厚さ μm  
14 開閉方法(天部) 水平張り、傾斜張り、谷引き、妻引き等 
15 開閉方法(側部) 開閉段数(1～2 段)、固定張り、巻き上げ(自動、手

動)等 
16 裾部処理(側部) 捨て張り有無、余裕幅等 

17 メンテナンス 
日常点検実施、補修部材在庫、軽微なトラブルの自
己保守体制、保守費用要事前見積もり 

 
2.6.4 環境制御機器 
◇CO2発生装置 

項目 備考 
1 供給方法 灯油燃焼、LPG 燃焼、液化 CO2 HB:p184～185 

2 濃度制御方法 
タイマー、CO2濃度制御、日射比例制御、湿度との
組み合わせ制御等 HB:p185～188 

3 施用方法 ゼロ濃度差施用、高濃度施用等 HB:p186～187 
4 (供給能力) g/㎡/h 液化 CO2気化器能力、燃焼式発生器能力 

5 供給方法 
ダクト送風、チューブ送風、暖房機吸気利用、循環
扇攪拌等 

6 燃焼時貯熱有無  
7 (ガスタンク容量) kg 容量により安全基準あり 
8 メンテナンス 日常点検実施 (保守費用は要事前見積もり) 

 
◇細霧発生装置 

項目 備考 
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1 用途 冷房、加湿、多目的（薬散兼用) HB:p141～142 
2 ノズル設置方法 ヘッダー式、循環扇設置式 
3 噴霧方式 1 流体方式、2 流体方式 HB:p140 
4 粒径 μm HB:p140～141 

5 噴霧圧 Mpa 
低圧式(1.5～3Mpa：多目的利用）、高圧式(5～
10Mpa：冷房加湿専用） HB:p141～142 

6 供給能力 g/㎡/h  
7 原水使用量 ㎥/d  

8 制御方法 
湿度、温度、タイマー、換気装置連動、カーテン装
置連動等 

9 水質 汚れ、詰まり、スケール対策等の確認 
10 メンテナンス 日常点検実施 (保守費用は要事前見積もり) 

11 細霧冷房運転支援ソフト 
温室緒元、温室外環境等の入力により、必要噴霧量
や換気率を算定 HB:p143～144 

 
◇暖房全般 

項目 備考 

1 方式 
温風、温湯、ヒートポンプ、木質ペレット、電熱、
ヒートパイプ暖房等 HB:p126～127 

2 用途 
室内暖房、培地加温、局所加温(果実、クラウン、
生長点等)、融雪暖房等 

3 エネルギー源 
重油、灯油、LPG、電気、木質バイオマス(ペレッ
ト、チップ等) 

4 暖房設定温度 ℃ 栽培上必要な温度 

5 最低温度 ℃ 
数年に一度発生する最寒時の外気温 HB:p123～
124 

6 除湿暖房 天窓換気と暖房の併用による除湿 
7 (最大暖房負荷) ℃ 4,5,6を勘案し試算 HB:p124 
8 (期間暖房負荷) ℃ 日暖房負荷の積算値 HB:p124 

9 燃料消費量 
燃料、暖房方式(温風、温湯)に応じた推定 
HB:p126 

10 メンテナンス 日常点検実施 (保守費用は要事前見積もり) 
 
◇温風暖房 

項目 備考 

1 (暖房機設置容量) W 
最大暖房負荷、配風方式による補正係数、安全係数
より算出 HB:p126～128 

2 (暖房機台数、配置) 
上記と温度分布を考慮し決定 (偏った配置は温度ム
ラの原因) 
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3 (配風ダクトレイアウト) 主ダクト、枝ダクトの配置、ダクト径、穴位置等の
検討 (暖房稼働後に温度分布計測による調整が必
要) HB:p128 

4 (カーテン配置) 内張カーテン妻部の隙間を排除し、気密性の向上と
暖房機吸排気のショートサイクルを防止 

5 (燃焼空気取入口設置) 不完全燃焼の防止 HB:p128～129 
6 オイルタンク容量 ℓ 市町村火災予防条例の制約 HB:p128～130 
7 (オイルタンク配置) 防油堤設置、配管距離の短縮化 HB:p128～130 

 
◇温湯暖房 

項目 備考 

1 (暖房機設置容量) W 
暖房負荷、配管方式による補正係数、温室外配管か
らの熱損失、安全係数（起動時負荷等を考慮）より
算出 HB:p129 

2 (暖房機台数、配置) 
暖房機能力とコスト、ボイラー室位置等を考慮し決
定 

3 (温湯パイプ) ペアパイプ、エロフィンパイプ等 HB:p129～130 

4 (配管位置) 
頭上配管、周囲積み上げ配管、畝間配管、群落内配
管等 HB:p130～131 

5 (配管方式) 
暖房直列方式、ダイレクトリターン方式、リバース
リターン方式等 HB:p130～131 

6 (配管レイアウト) mm 
往還主管、放熱管の管径、積み上げ本数、配置、系
統分け等 

7 (送水容量) ℓ/m 最大暖房負荷時の放熱量を充足 

8 (貯熱タンク容量) ㎥ 
日中の LPG燃焼(CO2施用)時の貯熱用(外部放熱抑
制のため) 

9 (ガスタンク容量) ㎥  
10 メンテナンス 日常点検実施(保守費用は要事前見積もり) 

 
◇木質バイオマス暖房 

項目 備考 

1 (暖房機設置容量) W 
◇温風暖房 項目 1、◇温湯暖房 項目 1参照 
HB:p126～129 

2 (暖房機台数、配置) ◇温風暖房 項目 2、◇温湯暖房 項目 2参照 
3 (灰処理回数) 回/週 燃料灰分率、稼働状況による 
4 木質ペレット種別 ホワイトペレット、バークペレット、全木ペレット 

5 木質ペレット品質規格 
(一社)日本木質ペレット協会 
A、B、Cに発熱量、灰分、S、N、Cl、重金属等で
区分 
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6 木質チップ種別 切削、粉砕 

7 木質チップ品質規格 
(一社)日本木質バイオマスエネルギー協会 
Class1～4 に種類、水分、灰分、S、N、Cl、重金属
等で区分 

8 (燃料含水率) %  
9 (燃料灰分率) %  

10 燃料価格 円/t  
11 貯蔵タンク・ヤード容量 ㎥ 輸送頻度、輸送ロットを考慮 
12 メンテナンス 日常点検実施(保守費用は要事前見積もり) 

 
◇ヒートポンプ 

項目 備考 

1 用途 
暖冷房（除湿）用、暖房専用、冷房（除湿）専用 
HB:p152 

2 駆動方式 
電気式、エンジン式（ガス、ディーゼル）  
HB:p152 

3 熱源 
空気（外気）、水（地下水、河川水、温廃水等）、地
中熱（浅層、深層） HB:p152 

4 熱供給方式 温風、温水 HB:p152 
5 蓄熱水槽 有／無 HB:p152 
6 送風方式 吹き出し口ダクト、ポリダクト HB:p155 

7 (定格暖房能力) W 
◇温風暖房 項目 1、◇温湯暖房 項目 1参照 
HB:p126～129 

8 冷房設定温度 ℃ 栽培上必要な温度 
9 設計時外気温 ℃ 熱帯夜の外気温等 

10 (最大冷房負荷) W HB:p146～148 
11 (定格冷房能力) W  
12 (COP)  
13 (台数、配置) ◇温風暖房 項目 2、◇温湯暖房 項目 2参照 

14 
ハイブリッド暖房でのヒートポンプ寄
与率 

暖房温度帯により、寄与率を高め、燃油消費を抑制  
HB:p158 

15 
(ハイブリッド暖房：燃油暖房機との能
力比) 

最大暖房負荷（◇暖房全般 項目 7 参照）とヒート
ポンプ寄与率より試算 HB:p158～159 

16 ハイブリッド制御方法 
燃油暖房機との連動制御、両者の単独制御  
HB:p158 

17 燃油単価 円/ℓ  
18 電力料金単価 円/kWh 電力料金メニュー(項目 20)より試算 

19 
(ハイブリッド暖房：燃油暖房機との運
転コスト比較) 

燃油単価(項目 17)と電力料金単価(項目 18)より試
算 HB:p159 
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20 (電力料金メニュー) 
低圧契約、高圧契約、契約電力量、時間帯料金、季
節料金等(電力会社との相談、折衝) HB:p160 

21 受電設備容量 kW 電気保管協会と要保守契約 HB:p160～161 

22 冷房除湿時の室外機加温 
省エネ除湿運転のため、室外機に室内空気を通風 
HB:p161～162 

23 冷房時の内張カーテン自動制御 冷房負荷低減のため、内張カーテンを展張 

24 メンテナンス 
日常点検実施(ガス、地下水、地中熱利用機種での
保守費用は要事前見積もり) 

 
◇換気扇 

項目 備考 

1 用途 
換気、冷却、細霧冷房併用、パッドアンドファン
用、強風対策（陰圧）等 

2 換気方法 
妻面→妻面、側面→側面、吸気式、排気式等 
HB:p201～202 

3 (風量) ㎥/分  
4 (タイプ) 静圧型、圧力型 HB:p202～203 
5 (羽径) mm 羽径により、換気扇外形寸法がおおよそ決まる 
6 (台数) 台  
7 (温室換気回数) 回/時 HB:p205 

8 (換気回数と昇温度の関係) 
換気回数増大に対し冷却の能率限界あり 
HB:p203～204 

9 メンテナンス 通常はメンテナンスフリー。要外部清掃 
 
◇循環扇 

項目 備考 

1 用途 
温度均一化、CO2拡散、葉面境界層打破、ダクト送
風との併用等 HB:p206 

2 送風方向 水平方向(HB:p207)、垂直方向 
3 (風量) ㎥/分  
4 (タイプ) 風量型、圧力型 HB:p207 
5 (羽径) mm 羽径により、換気扇外形寸法がおおよそ決まる 
6 (台数) 台  

7 (レイアウト) 
温室間口、奥行き方向に対する配置、水平送風方向
の検討  暖房稼働後に温度分布を要確認 
HB:p206～207 

8 メンテナンス 通常はメンテナンスフリー。要外部清掃 
 
◇環境制御装置 
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項目 備考 
1 制御点数※ 点  
2 アナログ入力点数※ 点 アナログセンサー信号用 
3 デジタル入力点数※ 点 接点信号用 
4 拡張機能 基盤増設等による点数追加機能 
5 通信機能 LAN、インターネット接続 
6 統合環境制御機能 複数設定値による演算機能、AND/OR 機能等 
7 設定値保存機能 設定値データセットの保存、読み込み機能 

8 データベース機能 
計測データの保存読み込み、平均値・積算値演算機
能 

9 クラウド機能 
クラウド経由での操作、モニター、データベース機
能 

10 取扱説明書 日本語／外国語 
※1,2,3 より、最大の制御区画数が決定される。大面積になるほど、制御区画数が必要とされる。 
 
◇センサー類 

項目 備考 
1 気温センサー 

温室制御系統に１点、通風と日除け、素子種別と校
正方法 HB:p218～221 

2 湿度センサー 
3 CO2センサー 

4 外部気象センサー 
日射量、風速、風向、感雨の各センサー（ユニット
化）、素子種別と校正方法 HB:p218～220 

5 培養液センサー 
EC、pH、溶存酸素、素子種別と校正方法 
HB:p221 

6 水分センサー 
固形培地中の水分測定、種別（電極式と台秤式）と
校正方法 

 
2.6.5 栽培装置 
◇養液栽培概要 

項目 備考 

1 養液栽培方式 
水耕(NFT、たん液型)、固形培地耕、噴霧耕、砂
耕、れき耕、保水シート耕、バッグカルチャー、少
量培地耕等 HB:p271～277 

2 循環式／かけ流し式 HB:p277～278 

3 培地種類 
ロックウール、れき、砂、粒状セラミック、もみが
らくん炭、ピート、ヤシガラ、バーク、もみがら等 
HB:p289～291 

4 使用済み培地の処理 
リサイクル処理、堆肥化処理、産業廃棄物処理等 
HB:p291 
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5 点滴給液方式 
ドリップ給液、チューブ給液（折りチューブ、点滴
チューブ） 

6 制御方法 
タイマー制御、日射比例制御、濃度管理、量的管理
等 HB:p286 

 
◇給液 

項目 備考 
1 株あたり最大給液量 mℓ/株/分  
2 株数  
3 給液区画数  

4 (最大給液量) 
上記 1,2,3より試算。給液ポンプ能力、送水管径の
設計に反映 

5 最大給液 EC dS/m  
6 液肥数 2 液、3液、微量要素追加等 
7 液肥混入方式 インジェクション式、ミキシングタンク式 
8 (給液装置台数) 台  
9 (原水タンク容量) ㎥  

10 (ミキシングタンク容量) ㎥  
11 (戻りタンク容量) ㎥  
12 (排液タンク容量) ㎥  
13 (タンク類、装置類設置場所の処理） コンクリート打設、基礎打設、防草シート敷設等 

14 (給液配管設計) 
区画、系統数、最大給液量、最大給液 EC等により
設計 

15 培養液殺菌方式 UV、オゾン他 
16 溶存酸素付与方式 ばっ気、酸素注入、酸性水注入等 
17 水質、ごみ 汚れ、詰まり対策等の確認 

18 メンテナンス 
日常点検実施、補修部材在庫(保守費用要事前見積
もり) 

 
◇原水 

項目 備考 
1 原水種別 雨水、井水、上水、それらの併用 
2 雨水貯水容量 ㎥  
3 原水タンク容量 ㎥  
4 原水殺菌方式 UV、オゾン他 

5 メンテナンス 
日常点検実施、補修部材在庫(保守費用要事前見積
もり) 
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◇栽培ベッド 
項目 備考 

1 ベッドレイアウト 2.6.2 栽培条件◇栽培レイアウトより設計 

2 固定方法 
架台方式、つりさげ方式（2.6.1 温室◇温室構造設
計：温室の構造体荷重に影響） 

3 材質  
4 加工方法 シームレス加工、接手処理等 

5 メンテナンス 
日常点検実施、補修部材在庫(保守費用要事前見積
もり) 

 
◇培地加温 

項目 備考 
1 加温方式 温湯循環、温風ダクト送風等 
2 暖房設定温度 ℃  
3 (最大暖房負荷) W 最寒時間帯の暖房負荷 
4 (送水容量) ℓ/m 最大暖房負荷時の放熱量を充足 
5 (暖房機設置容量) W  
6 (暖房機台数、配置)  
7 (配管、ダクトレイアウト)  
8 (燃油タンク容量) ㎥  

9 メンテナンス 
日常点検実施、補修部材在庫(保守契約要事前見積
もり) 

 
2.6.6 防除装置 
◇防除方式等 

項目 備考 

1 防除方法 
動噴、添乗移動式細霧発生装置、防除ロボット、多
目的細霧発生装置等 HB:p258 

2 防除ノズル 通常／静電方式等 
3 防除装置台数 台  
4 薬液タンク容量 ㎥  

5 メンテナンス 
日常点検実施、補修部材在庫、(保守契約要事前見
積もり) 

 
2.6.7 作業・搬送装置 
◇作業者人数 

項目 備考 
1 高所作業者 人  
2 低所作業者 人  
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3 収穫作業者 人  
 
◇作業台車 

項目 備考 
1 高所用 台  
2 低所用 台  
3 収穫用 台  
4 高所台車昇降方式 油圧式、電動式等 
5 台車置場 ㎡ 面積、位置 

6 メンテナンス 
日常点検実施、補修部材在庫(保守契約要事前見積
もり) 

 
◇パレット 

項目 備考 
1 パレットサイズ 1-1、1-2式 
2 パレット在庫数 枚  
3 パレット置場 ㎡ 面積、位置 

 
◇コンテナ 

項目 備考 
1 収穫コンテナ 個  
2 作業コンテナ 個  
3 コンテナ置場 ㎡ 面積、位置 

 
◇フォークリフト 

項目 備考 
1 台数 台  

2 走行予定箇所 
主要通路の幅、作業者やコンテナ類とのすれ違い時
の安全性確認 

3 置場予定箇所  
 
2.6.8 選果装置 
◇選果方式等 

項目 備考 
1 階級選別 重量選別、形状選別 HB:p482～483 
2 等級選別 画像処理選別、色選別 HB:p482～483 
3 階級選別(内部品質) 近赤外分光分析法、卓上型糖度計 HB:p484～486 
4 組み合わせ選別 定量パック詰め用選別 
5 選果能力 最大能力と予定数量の事前確認、稼働率から見た機
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種選定 
6 選果人員 人 必要人員と担当内容 

7 メンテナンス 
日常点検実施、補修部材在庫(保守契約要事前見積
もり) 

 
2.6.9 その他 
◇残渣処理設備 

項目 備考 
1 粉砕設備 剪定枝チップ化装置等 
2 堆肥化設備 コンクリート敷き設備、面積、屋根の有無 
3 堆肥化後の利用 販売、譲渡等 

 
◇非常用電源設備 

項目 備考 
1 発電機 100V/200V、発電容量、購入/リース・レンタル 
2 接続方法 配電盤接続（要電気工事）、機器個別接続 
3 日常点検、非常時マニュアル 非常時の利用に備えた日常点検、マニュアル整備 
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３．運用編 

 
大規模施設を適切に運用するためには、組織的な活動の中で生産管理や作業管理に対し注意を払う必

要がある。また環境、作物、作業等に関する各種情報の総合的な管理や、エネルギーの効率的な管理によ
り、生産性を高めることも重要である。これらの管理について、次世代施設園芸拠点や他の大規模施設園
芸経営体などの調査にあたった次世代施設園芸検討専門委員会の委員、専門委員による報告を、以下の各
章で行う。 
 
3.1 人的資源管理 -大規模施設園芸経営における従業員の育成とモチベーション向上- 
3.2 作業管理 -作業速度の経時変化と作業能力向上のための取り組み- 
3.3 安全衛生管理・品質管理 -大規模施設園芸の安全衛生管理・品質管理、BCP- 
3.4 情報管理 
3.5 エネルギー管理 
 
 

3.1組織作りと人的資源管理 -従業員の作業能力育成とモチベーション向上- 

 
3.1.1 大規模経営における組織作り 
 近年、施設園芸経営においては、作付面積の規模拡大が進展している。表 1は、農林業センサスにおけ
る施設野菜作の作付面積規模別経営体数の推移であるが、2010 年から 2015 年にかけて、施設野菜作の
経営体数合計は約 2 万 3 千ほど減少しているが、作付面積 1ha 以上の層では経営体数が増加している。
こうした規模拡大傾向は、既存経営体の設備投資による拡大のみならず、大規模施設を有する新規参入者
の増加や、離農者の施設引き受けに伴う拡大によるものと考えられる。 
 

表 1 施設野菜における販売目的の野菜類作付面積規模別経営体数（2010、2015 年） 

作付面積(ha) 2010年 2015年 増減数 

0.3ha未満 96,009 71.61% 77,691 70.00% -18,318 

0.3 ～ 0.5 21,271 15.87% 16,693 15.04% -4,578 

0.5 ～ 1.0 11,963 8.92% 11,012 9.92% -951 

1.0 ～ 1.5 2,597 1.94% 2,890 2.60% 293 

1.5 ～ 2.0 994 0.74% 1,118 1.01% 124 

2.0 ～ 3.0 724 0.54% 861 0.78% 137 

3.0 ～ 5.0 333 0.25% 440 0.40% 107 

5.0 ～ 10.0 166 0.12% 213 0.19% 47 

10.0ha以上 11 0.01% 65 0.06% 54 

合計 134,068 

 

110,983 

 

-23,085 

資料：農林水産省「2015年農林業センサス」 
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こうした規模拡大により、家族のみによる経営から雇用労働力を導入した雇用型経営に移行する経営体
が増える中で、家族経営の時とは異なる課題に経営者は直面することになる。この点について、群馬県で
露地野菜作を中心に展開している（株）野菜くらぶの代表 澤浦 彰治氏は、著書の中で、自身の経験を
もとに家族経営時代から法人化して売上高 5 億円以上になるまでの経営内の変化について以下のとおり
述べている 1）。まず、規模拡大に伴い雇用労働力が増えてくると、経営者は自身や家族が作業するだけに
とどまらず、指示を出して家族外従業員に作業をさせることが求められる。さらに従業員が 50 名を超え
る規模まで拡大したならば、日々の作業指示など経営者がすべてのことを意思決定するのは限界となる
ため、従業員を育成し意思決定の一部を任せることが必要になると述べている。さらに、役割分担の明確
化やボトムアップの仕組み作り、会議制度の導入、情報の共有化などの組織作りの必要性についても述べ
ている。 
このように、規模拡大に伴う組織の変化は、組織のライフサイクルとして一般的に次のように説明され
ている（表 2）。創業して間もない「起業者段階」では、生産および販売の拡大が市場での生き残りのた
めの最重要課題であるため、生産の拡大に伴い従業員が増えてきた際に、経営者が生産・販売に注力でき
る体制を作る必要がある。具体的には、組織内の役割分担や手順の整備、資金繰りなど、組織体制を固め
るための人材や部署が必要となる。 
生産量が増大するとともに、組織内の役割分担等も固まってくると、次の「共同体段階」となってくる。
このステージでの組織の発展に向けた課題は、経営の意思決定の一部を担うミドル層の育成である。ミド
ル層が育成されることで、経営者は新たな事業展開や新規の販路開拓など日々の業務運営を超えた課題
に注力できるようになる。 

 
表 2 規模拡大に伴う組織のライフサイクル  

特徴 次の段階への壁・課題 

１．起業者段階 

 生産・販売を軌道に乗せることに

経営者は注力 

 誕生間もない組織では、役割分担

やルールは未整備。そのため、経

営者によるトップダウンで運営が

なされる 

 生産や販売に注力する経営者に代わり、組

織内の役割分担や手順の整備、資金繰りな

ど、組織体制を固めるためのサポート・人

材が必要 

２．共同体段階 

 権限の階層構造や分業のあり方、

情報の伝達経路などが確立 

 経営者がすべての指示や判断を行うことが

困難となってくるため、ミドル層への責任

や権限の委譲が必要 

３．公式化段階 

 ルールや業務手順、人事評価の確

立。公式的な情報伝達が主 

 経営者は事業戦略などの長期的な

経営課題に注力。実際の業務運営

はミドル層以下が担う 

 官僚的形式主義の行きすぎ 

 現場と経営者との距離の乖離。現場に多く

の裁量権を付与 

 部門間の衝突。部門横断的なチーム形成な

ど、部門間の協力体制を促す仕組みづくり 

４．精巧化段階 

 

 組織の活性化 

資料：鈴木［4］pp.268-274参照 
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次の「公式化段階」は、実際の業務運営はミドル層以下が担うとともに、組織内の各種ルールや業務手
順、人事評価なども確立された状態である。この段階での課題は、経営者と生産・販売現場との距離の乖
離や、部門間の衝突などが生じてくる。これらの課題解決に向けては、現場への多くの裁量権の付与、部
門横断的な特命チームや委員会など部門間の交流を促す仕組みを作ることを検討する必要がある。 
以上、規模拡大に伴う組織のライフサイクルの特徴について述べてきたが、全国 10 か所にある次世代
施設園芸拠点は、創業時から数 ha 規模で従業員も数 10名の大きな組織であるため（表 3）、上記のライ
フサイクルで言えば、起業者段階および共同体段階でクリアしなければならない課題に創業時から直面
していたといえる。 

 
表 3 次世代施設園芸拠点の概要 

 

北海道 宮城県 埼玉県 静岡県 富山県 

品目・施設面積 イチゴ 4ha 大 玉 ト マ ト

1.1ha、パプリカ

1.3ha 

大玉トマト 3.3ha 高糖度トマト・ミ

ニトマト 4ha 

中玉トマト 2.9ha 

定植開始時期 2014年 9月 2016年 9月 2017年 3月 2016年 2月 2014年 12月 

社員・パート数 5名・50名 5名・40名 8名・90名 8名・29名 7名・50名 
 

愛知県 兵庫県 高知県 大分県 宮崎県 

品目・施設面積 ミニトマト 3.6ha 大 玉 ト マ ト

1.8ha、ミニトマト

1.8ha 

大玉トマト、中玉

トマト、ミニトマ

ト 4.3ha 

パプリカ 2.4ha ピーマン、キュウ

リ 4.1ha 

定植開始時期 2016年 9月 2015年 8月 2016年 7月 2016年 5月 2015年 1月 

社員・パート数 
4名・70名 12名・100名 

14名・33名 

7名・21名 
7名・33名 5名・38名 

資料：（一社）日本施設園芸協会『 大規模施設園芸・植物工場導入・改善の手引き』 （平成 30年度版） 

 
組織のライフサイクルの特徴をもとに、大規模な施設園芸経営が創業する際の留意点としては、創業時

は栽培管理や環境制御など、生産を軌道に乗せることに四苦八苦するため、農場長など生産面での責任者
が生産に注力できる体制を整えることである。具体的には、組織内の役割分担やルールの整備、さらには
財務管理など、組織体制を固めるための人材や部署を生産部門とは別に用意することである。この点につ
いては、大規模での施設園芸経営の経験がもともとあった拠点については、そこでの組織体制を拠点運営
にも移入することで、生産面に注力できる体制が早期に確立されたと考えられる。また、創業時は、生産
面のみならず組織運営面でも想定外のことが頻出するため、創業時における責任者層の交代はできる限
り回避することも重要である。なぜなら、さまざまな問題が頻出する創業時は、定型化されたルールや手
順を作りこんでいる時期であり、そこでは責任者層の日々の経験や現場従業員の経験の蓄積がルール等
作成の基礎となる。そのため、この時期に責任者層が交代してしまうと、ルール作りの基礎となる経験が
一部失われてしまうことになり、円滑な業務運営に至るまでの時間が余計にかかってしまうことになる。 
以上、本節では、大規模化に伴う組織作りの課題について述べてきたが、大規模経営においては、組織
内の役割分担や手順の整備、情報の伝達経路の確立、ミドル層の育成、人事評価方法の確立、さらに現場
への裁量権の付与、部門衝突を回避するための方策などを、発展段階に応じて検討していくことが求めら
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れる。 
 
注 1）澤浦［3］pp.204-218 参照。 
 
3.1.2 従業員の作業能力育成 
作業能力育成は、OJT（On-the-Job Training：日常の業務に就きながら行われる教育訓練）が基本であ
るが、OJTによる技能育成においては、①Show（やってみせる）、②Tell（説明する）、③Do（やらせて
みる）、④Check（補修指導）の 4 段階のプロセスで行うのが基本と言われている。次世代施設園芸拠点
の調査事例においては、①Showと②Tellの段階で、社員やベテランのパート従業員が付き添い指導する、
作業の目的や内容を責任者が説明する、写真入りのマニュアルを作成・配付する、作物の基礎知識に関す
る勉強会を行うとともに簡易なテストを実施することで、従業員に作業や作物への理解を促していた。こ
のうち、作業の目的（当該作業が作物の生育にどのような効果をもたらすか）を説明することは、次節で
述べる「職務特性モデル」のタスク重要性と関係することであり、当該作業に対するモチベーション向上
につながると言える。 
また、③Do、④Check の段階では、熟練者の作業動画を見せたり、個々人の作業速度を作業記録から算
出し、上位層の作業指導により下位層の底上げを図るといった取組が調査事例ではなされていた。現在、
ICTによる「作業記録管理システム」が民間企業を中心に各種開発されているが、こうした作業記録管理
システムを利用して作業者別・作業別の作業時間を記録・解析することで、作業者ごとの作業時間のバラ
ツキは以前より簡易に算出できる。 
ある拠点では、葉かき作業について、熟練者 A氏（在籍 3 年）の作業の様子をビデオ撮影し、その動画
を解析することで、葉かきの標準作業書を作成した。そして、講習会を開き、A 氏が入社間もない B 氏
（在籍 2 か月）に実際に作業を見せながらポイントを説明したところ、講習会から 1 か月後には B 氏の
作業速度は 24％向上していた。このように、熟練者の暗黙知をマニュアル等の形で形式知化し、それを
他の従業員に波及させていくことが、地道ではあるが確実な育成方策と言える。 
 
3.1.3．従業員のモチベーション向上方策 
モチベーション向上方策としては、組織行動論の既存研究から 2）、①目標による管理、②従業員認知プ
ログラム、③ジョブローテーション・職務拡大・職務充実（権限付与）、④業績やスキルに応じた給与体
系の導入の 4点がモチベーション向上に有効と言われている。 
まず、①目標による管理については、業務遂行上の目標を具体的に設定する方が、目標を設定しない場
合に比べて業務達成意欲が向上することが実証されている。目標を設定する際には、業務量と要する期間
を明確に設定することが大事であり、具体例として「今日の収穫作業は午前中のうちに、ハウス A の～
レーンまで終えましょう」といった設定が挙げられる。 
②従業員認知プログラムとは、従業員の働きぶり・がんばりを明示的に認めることであり、その方法と
しては、声掛けや社内表彰等が挙げられる。従業員認知プログラムは、「従業員がある行動をとった直後
に、その行動を認め褒賞を与えることにより、そうした行動の繰り返しを後押しできる」という心理学に
おける強化理論に基づいている。経営者が設定した目標を達成したり、普段より多い業務量をこなした場
合には、きちんと言葉に出して褒めたり、場合によっては報酬を与えることが大事である。 
③ジョブローテーション・職務拡大・職務充実については、その理論的背景として心理学者ハックマン

=オルダムの職務特性モデルが挙げられる。職務特性モデルによれば、「スキル多様性：どの程度多様な
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業務か」「タスク完結性：当該職務が全体を仕上げることか否か」「タスク重要性：他の仕事や生活に重要
な影響があるのか否か」「自律性：仕事の進め方など裁量がどの程度与えられているか」「フィードバック
（評価）を得られる程度」の 5 つの特性が高まる職務ほど、モチベーションが高くなるとされている。 
職務特性モデルに従えば、トマトの播種・定植から選別・出荷まですべて個人で行う農業者は、農業法人
内でトマトの収穫作業のみを行う従業員に比べれば、やらなければならないことが多く業務が多様であ
り（スキル多様性）、またトマトの播種・定植から最後の選別・出荷までを行うためトマト作経営として
一連の仕事を行うことになる（タスク完結性）。さらに、自身の仕事の成果物であるトマトは、食という
人間生活の基礎を担うことからタスク重要性は高く、栽培・作業の進め方も自身で考えることから自律性
は高い。また、販売先や消費者から自身のトマトを食べた感想などをもらえることもあり、明確なフィー
ドバックが得られることから、特定の作業のみに従事する従業員よりモチベーションが高くなることが
説明される。 
④業績やスキルに応じた給与体系とは、給与の一部を個人または組織の業績（業務量）に連動させたり、
どれだけ多種の業務ができるかを基準に給与水準を決めることである。 
施設園芸経営への調査から、モチベーション向上に向けた取組事例としては、次のものが挙げられる。
「経営者が作業別の目標時間・目標数量を設定し、目標を達成した人には、金一封を贈呈する」というも
ので、これは上記の目標管理、変動給与、従業員認知プログラムを具体化した取組と言える。また、「収
穫等については 1 時間当たりの作業量を個人ごとに算出し、それら作業速度をもとにした個人評価に応
じて時給差つけている」農場もあり、変動給与の一つの例と言える。 
また、パート従業員が 10 数名を超える経営では、パート従業員内でパートリーダーやミドルといった
職位を設ける事例も見られる。パートリーダーの役割は、社員への作業進捗報告や新規従業員への教育、
日報作成などがあり、いわばパート従業員の監督者として機能している。また、こうしたリーダーには、
時給や賞与を増額したり、リーダー手当が支給される事例が多い。したがって、リーダーへの配属は、職
務充実（権限付与）と能力給を具体化した取組であり、スキルが高く労働意欲の高いパート従業員のモチ
ベーション維持・向上に寄与していると思われる。 
 
注 2）ロビンス［2］、上林・厨子・森田［1］参照。 
 
3.1.4 おわりに 
以上、本稿では、大規模化に伴う組織作りの課題、および従業員の作業能力育成と従業員のモチベーシ
ョン向上方策について、ポイントや実際の取組事例について述べてきた。施設園芸経営においては、水稲
作等の他の農業部門に比べ作業の機械化は進んでいないため、大規模経営では雇用労働力が生産場面お
よび選果・調製作業において重要な役割を果たしている。近年、全産業的に人手不足が深刻になりつつあ
ることから、従業員の離職は以前に増して施設園芸経営に与えるダメージが大きくなっており、従業員の
定着率を上げる取組の重要性が増してきている。 
定着率向上のためには、本稿で述べた 4 つのモチベーション向上方策に加え、食事会などコミュニケー
ションの機会を増やすことや、休憩室や男女別トイレ等のハード面での整備も重要である。施設園芸経営
のみならず、水稲等の他部門での法人調査も踏まえれば、従業員が定着している経営に共通するのはミー
ティングや声掛け等の日ごろのコミュニケーション量が多いことが特徴といえる。活発な組織内コミュ
ニケーションが人材育成・離職防止の必要条件と思われ、雇用型経営では従業員が集まり、コミュニケー
ションする場を意識的に設けることが求められる。 
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3.2 作業管理 -作業速度の経時変化と作業能力向上のための取り組み- 

 
3.2.1 はじめに 
近年、わが国において、大規模施設を利用した作物生産が増えてきている。大規模施設では、適切に栽
培管理、人的資源管理、作業管理、設備保全管理などを実施するとともに、施設が大きいというスケール
メリットを生かすことによって、従来の小規模施設と比べて生産性（＝収益／生産原価）を高められる。
一方で、上述の管理が不適切であり、スケールメリットを生かすことができなければ、逆に従来よりも生
産性の低下を招く可能性がある。それゆえ、大規模施設では、これまで以上に上述したような様々な管理
を適切に実施し、生産性を高めていくことが重要となっている。 
ここでは、大規模施設における作業管理について着目し、作業管理のための基礎資料となる従業員の作
業速度を計測した結果とともに、従業員の作業能力を向上させるための方策の例を取りまとめる。これに
より、大規模施設における労務費の低減、ひいては、生産性の向上のための一助となることを目指す。 
 
3.2.2 作業管理の概要 
大規模施設では、作物の生産原価に占める労務費の割合は高く、その割合は生産原価全体の 20～50%
となっている場合がある。大規模施設において減価償却費の削減は難しく、また、光熱水費やその他の費
用は削減可能ではあるが、大幅には難しい。それゆえ、大規模施設における生産性を高めるためには、全
体に占める割合が大きく、かつ、削減が可能であるという意味で、労務費の低減を対象とした対策を練る
のが望ましいと考えられる。それゆえ、作業管理は、大規模施設における生産性を高める上で、重要な役
割を担っている。 
大規模施設において適切な作業管理を実施するとともに、労務費を低減するための対策を実施する際、
以下のようなステップを踏む必要がある。 
 
ステップ１ 作業（工程）の種類、内容を把握する 
ステップ２ それぞれの作業速度を把握する 
ステップ３ 作業速度を向上させるための方策を実施する 
ステップ４ 必要最小限の人員で作業を実施、完了させる 
 
大規模施設では、定植、葉かき、誘引、芽かき、収穫、選果、包装といった様々な作業が実施される。
その個々において、上述のステップを踏み、作業速度を向上させ、要員数を削減する必要がある。 
なお、上述のステップ 1、2、3 および 4 を、それぞれ Plan、Do、Check、Act と捉え、PDCA サイク
ルを回し、KPI（Key Performance Index）にはそれぞれの作業速度の達成目標を利用するのが好ましいと
も考えられる。ただし、ここでは、PCDA サイクルの中の一部のみを扱うことから、ここでは文章で例
示するだけにとどめることとする。 
本稿では、ある 2か所の次世代施設園芸拠点において取り組まれた上記 4つのステップの中で、ステッ
プ 2 および 3 の話題を中心として紹介する。これらの拠点では、非常に地道な作業であるが、着実に取
り組みの効果が得られている。そこで、作業速度の推移とともに、従業員の作業能力向上のための取り組
み事例を記載していきたい。 
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3.2.3 A拠点における作業速度の推移と従業員の作業能力向上のための取り組み 
パプリカを栽培している A 拠点において、誘引・芽かきの作業速度を調査した結果を図 1に示す。ここ
で、誘引・芽かきは、高所作業車を利用して実施される。そのために、低所の作業と比較して慣れが必要
である。誘引・芽かきの作業速度は、測定開始後 1か月目で最も遅かったものの時間の経過とともに徐々
に早くなった。ただし、測定開始後 5か月を超えると一定となる傾向が見られた。ここで、作業速度が最
も遅い場合と早い場合を比較すると、3 倍の開きが生じていた。この間、具体的な作業の内容および方法
を伝えるトレーニングを実施した。これにより従業員の作業能力の向上し、作業速度が上昇した結果、図
1 に示したような作業速度の上昇が認められる
ようになったと考えられた。 
他方、図 1 に示した作業速度の上昇は、従業員
の作業能力の向上だけではなく、作物の繁茂状
態が変化したことによるとも推察された。とく
に、測定開始初期では、作物が繁茂し、作業がし
づらい状況にあった。また、作業の遅れがさらな
る作物の繁茂を引き起こし、作業速度が低下し
やすい状況になっていた。このことは、要員計画
を立案する上で、従業員の作業能力の変化とと
もに、作物の状態の変化についても考慮する必
要があることを示唆している。 
他方、作業速度の速さで上位 5名と下位 5名の
平均値の推移の比較を図 2 に示す。測定開始後 1
か月目では、両者の間に作業速度の大きな差は
認められなかった。両者とも、両者ともに、時間
の経過とともに作業速度は速くなったが、その
差は徐々に開いていく傾向にあった。このよう
な差が生じることは、正確な要員計画を立案す
る上で問題がある。また、同じ給与にもかかわら
ず仕事の量に差が生じている場合、仕事の量が
多い作業速度上位の従業員に不満が生じる可能性がある。これらのような問題を解消するためには、作業
速度が遅い人を重点的にトレーニングし、早い人に追いつかせるよう配慮する必要がある。 
 
3.2.4 B 拠点における作業速度の推移と従業員の作業能力向上のための取り組み 
次世代施設園芸 B 拠点では、作業速度の推移を把握するとともに、従業員の作業能力を向上させるため
の取り組みを重点的に実施している。この拠点では、トマトを栽培時の作業の中で、葉かき、誘引および
収穫にかかわる時間を把握している。作業速度の把握は、作業者が携帯端末での記録、または、紙ベース
での記録にもとづいて推計している。ここでは、それぞれの作業速度の推移と従業員の作業能力を向上の
ための取り組み事例を記載する。 
 

 
図 1 A 拠点における誘引・芽かきの作業速度の推移 

 

 
図 2 上位および下位 5 名の作業速度の推移 
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3.2.4.1 葉かき 
経験年数 3 年の作業者と 2 か月の作業者の作
業時間の比較例を図 3 に示す。経験年数 3 年の
作業者は、経験年数 2 か月の作業者と比べて、同
じ葉かき作業を実施しても作業速度は 1.6 倍速
くなっていた。両者の作業の様子を観察したと
ころ、経験年数 3 年の作業者と経験年数 2 か月
の作業者では、葉かきの仕方が異なっていた。こ
のような作業内容の不一致を解消するために、B
拠点では、葉かきの作業標準書を作成し、作業の
均一化と速度向上を図っている。作業標準書によ
る作業内容や手順の周知、統一化とともにトレーニングを実施した結果、葉かきの作業時間は栽培開始時
よりも 2年経過した後、約 40%短縮した（図 4）。 
 
3.2.4.2 収穫 

5 名の従業員を対象とした収穫の作業時間の経時変化の測定例を表 1 に示す。作業に従事し始めたころ
の作業速度は、5.3～13.7 kg h-1であった。それに対し、1 年経過後の作業速度は、14.3～21.7 h-1となり、
作業速度は 1.4～2.7 倍上昇した。作業時間の平均
値で比較すると、作業に従事し始めたころは 100 
kgの収穫物を得るために 10.3 h を要していたが、
1 年経過後では 5.6 h となり、46%短縮した。この
拠点では、葉かきの場合と同様に、収穫に関する
標準作業書を作成し、作業内容の周知とともに、
トレーニングを実施していた。その結果、上記の
ような作業速度の上昇が得られたと考えられた。 

 
図 4 B 拠点における葉かきの作業時間の推移 
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表 1 収穫の作業時間の経時変化(単位：kg h-1） 

 
 

入社年月 作業開始当初 １年経過後

A H27.7 12.2 21.7

B H27.6 5.3 14.3

C H27.4 12.0 17.2

D H27.4 13.7 20.0

E H27.4 11.0 18.5

平均 10.9 18.4

標準偏差 3.2 2.8

 
図 3 B 拠点における葉かきの個人別作業速度の調査例 
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他方、収穫の作業速度は、収穫量によりあまり影
響されず、平均すると 19.6 kg h-1となっていた（図
5）。そのため、収穫量の増大とともに作業時間は直
線的に長くなる傾向が見られた（図 6）。このこと
は、作業量とともに要員数を正確に推算するため
には、収穫量の正確な予測が必要となることを示
している。 
図 6に示したグラフの軸を入れ替え、x 軸を作業
時間に、y軸を収穫量にそれぞれした場合の散布図
において直線回帰をした場合、回帰式の傾きは
18.3 kg h-1となる。この値は、図 5 の作業速度の平
均値（19.6 kg h-1）とほぼ一緒である。両者で生じ
た差は、手法（最小二乗法と単純平均）の差による。
他方、これらの値は、作業標準時間とすることがで
きる。比較的簡単な解析であるが、要員計画の正確
性を高めるためには必要である。 
 
3.2.4.3 誘引 
誘引にかかわる作業時間と茎伸長速度の推移
を図 7 に示す。気温の上昇や日射量の増大ととも
に、茎伸長速度は大きくなる傾向が見られた。ま
た、茎伸長速度が大きくなるにつれて、誘引にか
かわる作業時間も長くなる傾向が見られた。この
拠点では、誘引の標準速度は、過去の実績より
18.5 m2 h-1（54 h/10 a）と一定の値を求めている。
誘引にかかわる作業時間におよぼす茎伸長速度
の影響を散布図としてとらえた場合、茎伸長速度
が大となるとともに作業時間は直線的に増大し、
収穫の場合と同様の傾向が見られた（図 8）。これ
を踏まえると、要員を正確に推算するためには、
環境条件と茎伸長速度の関係を把握する必要が
あると考えられた。 
 
3.2.5 まとめ 

 

図 5 収穫の作業速度におよぼす収穫量の影響。B 拠点に

おける調査例を示す 

 

図 6 収穫の作業時間と収穫量との関係 
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図 7 誘引の作業時間と茎伸長速度の推移 

 

図 8 誘引の作業時間と茎伸長速度との関係 
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作業員の作業速度は、栽培にかかわる時間（経験）が長くなるとともに上昇することが、2 つの次世代
施設園芸拠点で定量的に把握できた。A拠点では、栽培開始後月数の経過とともに誘引・芽かきの作業速
度は上昇し、5 か月を経過した以降のそれは、初期と比べておよそ 3 倍となった。他方、3年間のデータ
のある B 拠点では、栽培開始 1 年目と比べて 2 年目および 3 年目では、作業時間の著しい短縮（約 40%）
が認められた。作業速度を向上させるためには、自然な技術向上を待つだけではなく、マニュアルなどの
整備による作業内容の周知、明確化とともに、トレーニングの実施が必要になる。A 拠点ではトレーニン
グを実施し、また、B 拠点では図 9に示すよう
なマニュアル（作業標準書）を作成し、それを
実践していた。 

A 拠点においては、同じ作にもかかわらず、
誘引・芽かき作業の実施に 3倍近く作業速度が
異なる場合があった。このように作物の状態に
より作業は影響を受ける場合がある。それゆ
え、要員計画を立案する際、単純に標準時間を
定めて要員数を推算するのが難しい場合もあ
り、作物の状態と作業速度双方を勘案しながら
要員数を推定する必要があると考えられた。他
方、B 拠点の収穫および誘引の作業速度は、一
定の値となった。そのために、作業量および要
員数を正確に推定するためには、作物の状態、
すなわち、収穫量や茎伸長量の推定が必要にな
ると考えられた。 

B 拠点の栽培開始 3 年目の作業速度は、2 年
目と比べるとほぼ同じであった。このことは、
さらなる向上を目指すためには、マニュアルや
トレーニングの実施だけではなく、より抜本的
な対策が必要であることを示唆している。しか
し、ここでは具体案を示すことは難しかった。ただし、大規模施設における生産性を高める上で重要であ
ることから、そのための調査を今後も続けていきたい。 
ここで示したような作業速度にかかわるデータは、多くの生産者において、紙ベース、または、その他
の手法（タグなどを用いた機械的な手法）により取得されていると思われる。しかし、それを取りまとめ、
作業性の向上に結び付けている事例が公表されることはあまりない。他方、生産開始後の時間の経過とと
もに、従業員の作業能力は自然に向上する。ただし、ここで示したような効果的な取り組み（作業標準書
による作業内容・方法の周知、トレーニング）を実施することで、その向上効果はより大きくなる。大規
模施設においては、このような取り組みを施設の稼働当初より実施することで、現場での混乱や要員数の
増大にともなう労務費の上昇といった問題を緩和もしくは解消することが望ましいと考える。 
 

みのりラボ㈱/大阪府立大学 大山克己（次世代施設園芸検討専門委員会委員 委員） 
 
 

 
図 9 B 拠点におけるマニュアル（作業標準書）の例 
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3.3 安全衛生管理・品質管理 -大規模施設園芸の安全衛生管理・品質管理、BCP- 

 
3.3.1 はじめに 
大規模施設園芸では広く消費者へアプローチする観点から安全衛生管理と品質管理が重要で、効率的な
経営を行う上で GAP（適正農業規範）に基づいたマネジメンﾄが普及している。しかしながら BCP（事
業継続計画）についてはGAP 認証のスコープ外であるためか議論が不足していると思われる。 
そこで本稿では主に次世代施園芸拠点の事例から、大規模施設園芸における安全衛生管理・品質管理の
みならず、BCPについても記述を試みたい。 
 
3.3.2-1 安全衛生管理 
日本農業法人協会の調査［1］によると、半数が法人設立以来事故の発生があったと答えている。事故
の発生はトラクターなど乗用機械使用時のみならず、直接青果物に大量に触れる農業用施設作業のうち
施設内部での加工作業時に多くなっており、大量の青果を扱う大規模施設園芸こそ注意が必要なことを
示唆している。この調査では約２／３の農業法人が事故防止対策をとっていると答えているが、具体的に
挙げられた対策は器具の点検などハード面がメインであり、従業員間で朝礼での「ヒヤリ」「ハット」体
験の報告や緊急対応時のミーティングなどソフト面は少なかった。 
これは法令上の規模（50名以上）に依存する部分もある。なぜなら青果を扱う農業生産法人の従業員数
は平均 15 名程度であり、多くの農場は安全・衛生それぞれの担当者を設置し研修を行うまでには至って
いないのだと思われる。事実外部の教育研修を受けさせていると答えた法人はわずか 2 割にとどまって
いる。これは組織の規模上、農業経営が外部に情報開示が行われづらい構造にあることをほのめかしてい
る。 
そこで日本農業法人協会では農業法人が果たすべき「ガイドライン」[2]を作成し、労働安全や衛生安全
および法令順守をサポートしている。またここ数年はこれらを網羅的にマネジメンﾄする国際的な GAP
認証取得の必要性が重要視されるようになったが、普及は茶など加工がメインのものや管理工程の少な
いコメが多く、法人と言え零細な経営が多い青果ではなかなか普及せず、認証農場が増えづらい傾向があ
った。 
翻って大規模施設園芸についてはハード面のみならず、ソフト面での対応が進んでいる。まず全国のモ
デルとなる次世代施設園芸拠点では JGAPもしくは GLOBAL GAPを取得した農場が半数以上を占めて
おり、取得していない農場も概ね売り先が特定されていて、先方の指定したチェックに準じて運営されて
おり、透明性の高いマネジメンﾄが行われている。 
とくに次世代施設園芸拠点の衛生管理面のマネジメンﾄは大変高度であり、どの農場もハード・ソフト
両面において病虫害の持込リスクが最少になるよう徹底されている。例えばある拠点では操業当初から
従業員だけでなく外部の人間であっても農場への出入りはエアシャワーに加え、手足の消毒、専用服の着
用が義務付けられており、作業の記録・記帳も当然行われている。従業員に向けては朝礼・終礼で作業進
捗とともに安全衛生状況がシェアされ、危害発生のリスクを最小限にとどめるとともに、素早く危害の原
因を特定し、改善につとめている。このような日々の準備のため、この拠点では国際的 GAP の取得に要
した期間は短く、わずか３か月ほどで完了している。事前に指摘された改善点は従業員用の掲示物をより
ビジュアル的に見やすく、といった点のみであったようだ。これは視覚情報による「見える化」が有効で
あり、安全衛生マネジメンﾄ上重要であることを示唆している。 
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3.3.2-2 高所作業車の安全管理（交通ルールと地震対策） 
しかしながら、安全面では問題を抱えており、大規模施設園芸特有の「高所作業台車」と作業員との接
触事故が発生していた。この農場のみならず、全ての次世代拠点へのヒアリングでは高所作業車を扱う従
業員は高い職業意識をもち、かつ給与も高めに設定されているケースが多かった。改善に向けて彼らを中
心に話し合いが進められルールが策定されているケースが多いが、徹底には管理者による農場全体での
交通ルールの明確化とチェックが重要である。 
それでも他業種に比べ転倒事故や大地震時の対応は不十分であろう。それはどうしてだろうか。電気作
業用など異なり［3］、農業用の「高所作業台車」は大きな地震のない欧州で運用されるのが前提で製作さ
れているため、耐震装置がないのだ。よって日本では地震の揺れを感じたら、農場の管理センターから警
報を鳴らし、すぐにリフトを下げるか転倒時の被害を最小限に食い止めるために作業車がヘルメットを
着用するなどの対策が必要であろう。大規模施設園芸の安全管理ではまだ災害時の議論が足りておらず、
発生確率の高さから言って常に大地震に備え注意が必要だと思われる。 
 
引用文献 
［1］日本農業法人協会（2014）：『平成 26 年度農業法人実態調査』日本農業法人協会 
［2］日本農業法人協会（2011）：『農業法人における CSR に関するガイドライン』日本農業法人協会 
［3］森、伊藤（2007）：『高所作業車の地震対策』電気設備学会全国大会講演論文集 25, 105-108 
 
3.3.3 品質管理 
食品の偽装表示や残留農薬問題を契機として、さらには東日本大震災時の原発事故が波及して消費者の
食の安全・安心への関心は高まっている。そうした中で農産物の安全性を確保するため、適切な農業生産
の管理点を整理し、それを実践・記録する取り組みが増えている。その代表的手法が GAP 手法である。 
農林水産省のホームページによれば、GAP とは、農業者自らが、（１）農作業の点検項目を決定し、（２）
点検項目に従った農作業を行い、記録し、（３）記録を点検・評価し、改善点を見出し、（４）次回の作付
けに活用するという一連の「農業生産工程の管理手法」（プロセスチェック）のことと説明している。現
在では GAP の重要性は多く語られているが、GAP 導入のメリットの第１は品質管理であり、農家は自
信と安心をもって野菜を出荷することができるようになることであろう。例えば、痛みやすい野菜は、生
産・出荷記録によって出荷時の状況を遡及して調べることができるので、取引先からのクレームに対して
も適切に対応できるようになる。つまり、痛みの原因究明を行うことによって何が問題か明確になるの
だ。消費者の安心以上に農家の安心が確保されることが大きいが、大事なのは取引先とのコミュニケーシ
ョンであり、クレームを前向きにとらえ、常に品質改善に努めることであろう。 
先に述べたとおり、次世代施設園芸拠点は GAP取得済もしくは特定の出荷先を前提とした農場であり、
顧客とのコミュニケーションと品質管理に対するこだわりは大変高いレベルにある。 
中でもある拠点は日本を代表するような高品質ブランドを維持するために GAP を導入しているが、そ
の継続のみならず、専門の品質管理担当者を設置しており、品質向上に向けての研究に余念がない。とく
に素晴らしいのは従業員研修を充実させている点であり、社員や従業員が遠方の市場にまで直接出向き、
さまざまな意見をヒアリング行った上で持ち帰って議論をし、業務改善に生かしていた。ブランドの確立
がただ認証取得の有無に基づいているわけではなく、従業員一人一人の高い意識づけと日々のたゆまな
い努力により培われていることがわかる。 
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次世代拠点のうち GAP 認証農場は直接多くの顧客と向き合う中で高い品質が評価され、結果的に価格
に反映されているように見受けられる。大規模施設園芸の経営課題をクリアするには、コストをコントロ
ールすることはもちろんだが、多くの生産量と高単価を維持し売上は増大させることがより当事者とし
て大切である。次世代拠点の事例からこの高いレベル品質管理には GAP 認証が寄与していることがわか
る。 
 
3.3.4 BCP（事業継続計画） 

BCP （Business Continuity Plan）は「災害被害から早期営農復帰するための計画」のことで、「鶏イン
フルエンザ」の流行が契機となり食品産業に広く取り入れられ、さらに東日本大震災をきっかけに農業全
般にわたり注目されるようになった。一般に災害対応というと、指標は被災人数や被害金額のファクト
（事実）で、これが経営体毎にまとめられ、さらに自治体へ報告され、やがて原因がわかりその損害の責
任を他者へ問うことに終始しがちである。BCP は災害時に復旧が進まなかった原因を①初動対応不備の
多さ ②想定外で判断不能 ③物流対策不在の３つ挙げて[1]、これを踏まえて目的は経営と利害関係者
への影響まで見通して災害からおおよそ復旧することにある。 

BCP の視点も原因から結果重視であるのが特徴だ。安全確保から重要な自社業務の継続・復旧へ、拠点
からサプライチェーン全体へと変化しており、あらかじめ災害時の行動を計画し、これを実行し、よかっ
た点と悪かった点をレビュー（評価）の上、修正して次に生かしていくものである。他方、GAP 認証は
安全衛生管理と品質管理を網羅しているものの、BCP はスコープに入っていないため、対応が遅れがち
なのかもしれない。 
また 2018 年は全国の大規模園芸生産者が大きく被災した年で、一部の次世代施設園芸拠点も例外では
なく台風や地震による被害が出た。そこで各次世代施設園芸拠点へ BCP が策定されているかをヒアリン
グする機会を設けたが、現時点ではまだ言葉すら浸透していない様子であった。その一方で危機管理への
意識は高く、従業員の安全確保を第一に考え、また迅速に被害状況を伝えることに経営者が責任をもつ言
動が全国共通で見られた。このモチベーションは素晴らしいことだが、他方大規模であるがゆえ、災害復
旧においては拠点と行政当局だけではなく、地域社会や供給先といった外部にまで責任を果たし、自らの
見通しを早く示すことが大切であり、まずは意識の更新が必要と思われた。 
また今年は自然災害により北海道と東海地区を中心に３日以上にわたる停電が発生し、その想定の甘さ
が露見している。大規模施設園芸では電力を用いてあらゆる制御を行っており、停電は多くの機能がスト
ップすることを意味する。災害発生に備え、バックアップ電源たとえばディーゼル発電機を用意しておく
ことは重要だと思われるが、残念ながら用意している拠点はほとんどなく、またあっても定期的に動作確
認を行っていなかった。弊社の取引先の事例では、早めに復旧見通しを共有していただける生産者が多
く、BCP 並みの意識も持たれていることも確認できたが、静岡県の大規模施設園芸では、同じく非常用
の発電機を用意していたものの、動作確認を１年以上行っておらず、燃料が古くなり稼働できなかったケ
ースがあり、非常用電源は導入だけでなく、定期的な動作確認が重要なことがわかった。また北海道では
農場に被害が軽微なものの、停電により信号が止まることで大手運送会社は操業を停止し、出荷ができな
かったケースが多くみられた。こうなるとストックポイントを消費地に設ける必要性も出てくる。 
このように日本の大規模施設園芸農場において BCP はまだほとんど普及しておらず、生産者への意識
づけが必要なことと、とくに大規模施設園芸においてはバックアップ電源の確保とそのメンテナンスが
重要な点と、拠点以外の物流も想定しておく必要があることがわかった。 
最後に、大規模施設園芸農場 BCP の例を以下に示す。具体的には「基本方針」「危機管理体制」「重要
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製品と業務」「目標復旧時間とそのレベル」「重要な経営資源に対する現状把握と事前対策の検討」「事前
対策のチェック表」の議論と作成および組織における承認と周知である。決して難しいものではないの
で、ぜひ策定に取り組んでいただきたい。 

 
■大規模施設園芸農場 BCP（事業継続基本計画）の例 

 

 

 

1.基本方針一覧

チェック 基本方針 内容

✓
人命の安全（従業
員・顧客）

従業員とその家族および関係者（取引先・来訪者等）の安全確保を最優先する。

✓ 社会的な供給責任 災害等緊急事態の発生時においても社会的に必要とされる商品の供給を目指す。

✓ 自社の経営維持 自社の経営を維持し、従業員の雇用を守る。

✓ 地域との協調 地域の一員として、地域住民や周辺自治体との協調に努める。

✓ 二次災害の防止 火災・爆発等二次災害を防止し、地域への被害拡大を防ぐ。

2.危機管理体制　組織図の例

本部長 副本部長 情報連絡担当（営業）

（社長） （農場長）

避難誘導担当（出荷）

品質管理室 救護衛生担当（総務）

物資担当（栽培）

3.重要製品・業務一覧

業務名

①原材料の受発注

②原材料の仕入れ・保管

③収穫

④選別・包装

⑤製品の受発注

⑥製品の在庫管理

⑦製品の出荷

製品名

A社向け向けトマト

4.目標復旧時間と目標復旧レベル

想定災害と被害 震度７の地震により、3日間停電発生、一部損壊

目標復旧時間 地震発生後３日以内にトマトの供給を開始する。

目標復旧レベル 通常の80％程度の製品供給量
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5.重要な経営資源に関する現状把握と事前対策の検討

重要製品 トマト

重要経営資源の洗い出し 経営資源の現状

経営資源の区分 重要な経営資源 内容

人的資源 品質管理担当者 共通

物的資源 トマト栽培施設 共通

包装設備 共通

②③

情報 生産管理システム 共通

共通

共通

②③

共通

共通

資金 預金 共通

共通

その他 サプライヤ 共通

④

自社の被災状況を対外的に発信する方法を検討している。

緊急時における顧客・取引先との連絡先について、複数の連絡先を
顧客と共有している。

最低限必要な運転資金を確保している。

建物・設備等に被害が生じた場合に備えて、補修費用を用意してい
る。

調達先が被災した場合の対策を検討している。

製品在庫を積み増している。

非常用電源を確保している。

他拠点で重要業務を実施するのに必要な設備・機器等を準備してい
る。

基幹システム、データサーバーの耐震対策を実施している。

非常用電源を確保している。

重要製品・業務の供給・実施するのに必要なデータのバックアップを
取っている。

他の拠点からシステムやデータにアクセスできるようになっている。

重要製品・業務の供給・実施に不可欠な従業員が出社できない場合
に、代行できる従業員がいる。

建物は1981年6月改正の新建築基準法に基づいて建てられている。

非常用電源を確保している。

設備・計器類は固定されている。

事業継続
戦略
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引用文献 
［1］経済産業省商務情報政策局（2005）：『事業継続計画（BCP）策定ガイドライン 高度 IT 社会にお
いて企業が存続するために』経済産業調査会 
 
3.3.5 おわりに 
大規模施設園芸で生産された商品は全国に広く、かつ不特定の消費者へ普及していくため、１か所あた
りの社会への影響が大きい。だからこそ危害を最小限に食い止める衛生管理を徹底することは重要であ
り、品質も多くのユーザーを満足させるものでなければならず、この点について全国の次世代拠点はいず
れも模範となりうる。 
他方、多くの労働者が快適に業務を遂行できるよう安全管理までもっと配慮すべきであり、とくに前例

6.重要な経営資源に関する事前対策のチェック表

実施 項目 対策

チェック 概要 詳細

✓ 要員の確保
品質管理要員育成のための教育を定
期的に実施する。

✓ 品質管理業務マニュアルを作成済。

✓ 拠点建物の耐震化 トマト棟の耐震診断を実施済。

□

✓ 非常用電源の確保
3日分の燃料を確保し、稼働可能か定
期的にテストを実施する。

✓ 設備・計器類の固定
トマトの選別・包装設備に対して優先
的に耐震対策を実施する。

□ 必要な設備の導入

✓ 代替拠点近隣のB社から調達可能

□ サーバーの耐震化 サーバーの床耐震化を実施する。

□ 重要データのバックア

✓
サーバー設置拠点において週一回自
動バックアップを取っている。

□ システムデータのリモ

✓ 情報の公開
通常外部業者に委託しているメンテナ
ンス作業を自社でも実施できる体制を
整備する。

✓ 緊急連絡先リスト作成
複数の顧客担当の携帯電話番号、
メールアドレスを記した緊急連絡先リ
ストを作成している。

✓ 運転資金の確保 災害時の支援制度を確認しておく。

✓ 修繕費用の確保 保険への加入を検討する。

✓ サプライヤ被災時の対
通常と立地の離れた代替調達先を検
討する。

□

✓
同業者と被災時の連携（代替・応援）
について検討する。

□ 在庫

同業者と被災時の連携（代替・応援）につい
て検討する。

製品在庫を積み増す。

ホームページで被災状況を発信する体制を
整備する。

複数の連絡先リストを作成・共有する。

災害時の各種支援制度を活用する。

保険への加入を検討する。

代替調達先を検討する。

在庫を確保する。

必要な設備・計器類を導入する。

必要な設備・計器類の調達先を探しておく。

床免震・床面固定等の耐震化を実施する。

他拠点でバックアップを行う。

同一拠点でバックアップを行う。

代替先からのリモート化を行う。

要員の教育・育成を実施する。

必要なスキルをマニュアル化する。

建物の耐震診断を実施する。

耐震補強を実施する。

発電機を設置する。

設備・計器類の耐震対策を実施する。
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の少ない新しい技術の部分ほど注意が必要である。 
また影響力の高さから災害時に早急な復旧が求められるため、今後 BCP については生産者の理解と普
及推進が望まれる。 
 

オイシックス・ラ・大地㈱ 阪下利久（次世代施設園芸検討専門委員会委員 委員） 
 
 

3.4 情報管理 

 
3.4.1 施設園芸のデータ：環境・作業・生育 
施設園芸におけるデータには環境、作業及び生育の 3種類がある。温度、湿度、光、CO2のような環境
データは、計測方法やセンサのメンテナンスの問題がなければ 1～5 分間隔で自動的に収集蓄積される。
データ量からみると環境データは圧倒的に多い。一方、作業や生育に関するデータ量は現状ではあまり多
くない。作業データの収集は、タグや携帯端末で自動集計できるものも導入されつつあるが、手書きの日
報等から拾い上げる場合が多い。生育データの自動計測については、実用化しているものはほとんどなく
手動で計測する。生育データとして現場では茎径や伸長量など様々な計測が行われている。しかし、現在
のところ、多くの計測項目が作物の状態や生育の何を示すかは不明であり、科学的な裏付けもない。 
これらのデータの比較により、同一ハウス、地域、品種に限れば、先週よりどうなったか、昨年に比べ
てどうかを相対的に感じ取ることはできるが、収量がどうなるかはわからない。将来的にデータがビッグ
データ化し、AI で解析すれば、何らかの因果関係をみつけることは可能かもしれないが、現状、実用化
されたものはない。人手による計測やデータのコンピュータへの打ち込み等はそれ自体が作業負担とな
る。したがって、取得したデータを使うことのメリットが小さい場合にはデータ収集を行う意味はない。
データを利用できる条件は、比較ができるか、予測に使えるか等があげられる。比較や予測によって、売
上の向上やコストやリスクの低減ができればデータを有効活用したといえる。 
 
3.4.2 重要なのはデータ間の紐づけ 
環境・作業・生育データはそれぞれ単独で利用される。気温 22℃なので適温であることや作業時間に基
づいてパート賃金を支払うこと、今年の収量は何㎏、などである。しかしながら、データ間が紐づけされ
ている場合は、データの活用度は飛躍的に高まる（表 1）。オランダでよく知られているものが、日射が
1％増加すると収量も 1％増加する、という 1％ルールである。これは日射と収量との間に経験的な関係
があることを示す。また、施設設備と暖房機の能力によって燃油の消費量は決まる。したがって、加温設
定を 1℃上げると燃油消費がどれだけ増えるかも計算できる。収量と作業時間が紐づけされていれば、時
間当たりの収量や収量当たりの作業時間が計算でき、作業員のシフト計画や 1 日の作業量の上限などが
わかる。施設園芸では収量の増加とともに作業時間の削減が大きな課題であるが、収量や作業効率の向上
には上記のようなデータ連携が重要である。 
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革新的技術緊急展開事業（うち経営体プロ）「大規模施設園芸スキームの構築」では、6つの次世代施設
園芸拠点（北海道、宮城県、埼玉県、富山県、大分県、宮崎県）において、作業時間の削減のため、組織
体制の変更による指示系統や役割分担の改善（GAP の取得）、従業員教育の改善、作業項目ごとの工程解
析及び標準作業時間の調査、手順書やマニュアルの作成、定植時期や栽植密度の変更、栽培選果機等の機
器導入等に取り組んだ。これらの改善及び作業者の習熟が進んだことにより、2018 年の生産物当たりの
総労働時間は 2017年以前に比べて 42～6％削減できた。組織の指示命令系統や役割分担、作業指示と作
業基準の明示化、作業エリアの改善により、1作業者、単位時間あたりの作業効率が向上した。また、収
量を増加させるために、環境解析による環境制御設定の改善、LAI 管理、灌水管理の改善、生育・収量予
測ツールの導入によるポテンシャル収量の算出や格差分析、作期や栽植密度、仕立て法の変更による作型
変更、細霧や LED 補光等の導入等に取り組んだ。これらの改善により 2018 年の年間収量は 2017 年以
前に比べて 4～53％増加した。 
 
3.4.3 生育予測の活用 
収量増加には，環境制御の利用技術向上が重要であるが，制御を要する項目は多く，外部条件や品種や
生育に応じて最適値は絶えず変化するため、適正な制御は容易ではない。農研機構では、これを解決する
ため、環境条件と品種特性から生育・収量を算出するツール（ソフトウェア）を開発した。この生育・収
量予測ツールを用いれば、時季毎の日射に応じた葉面積指数（LAI）、葉数・及び果房数を調節する温度
管理、1日の乾物生産を増やすための CO2管理等がシミュレーション可能である（図１）。シミュレーシ
ョン結果に基づいて、収量がより大きくなる設定や管理法を選択することで大幅な収量増加も可能であ
る。また、それぞれの施設の環境や作物情報を入力することで、どのくらいの最大収量が得られるかを計
算できる。これは、地域の気象条件にあった目標収量となり、生産法人のレベルアップに利用できる。さ
らには新しい生産施設の事業化を検討する際にも生育・収量予測ツールが利用できる。なお、作業効率の
改善については、多機能なバーコードで作業時間を自動で記録する装置、作業を視覚化・割り当てを計画
するソフトウェア、作業場所や内容を指示できるソフトウェアが農研機構によって開発が進められてい
る。 
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図１ 生育・収量予測ツールを用いた多収化のためのフロー（東出ら 2019） 

 
参考文献 
東出忠桐(2018) 施設トマトの収量増加を目的とした受光と物質生産の関係の利用（総説）. 園芸学研究
17(2), 133-146. 
東出忠桐（2018）トマトの多収化は光利用効率の向上によって. 農業及び園芸 93（10）906-915. 
東出忠桐（2018）施設園芸における研究開発の方向―作業管理システム及び大規模スキームを中心に― 
施設と園芸 182（2018 夏） 43-48. 
Higashide, T. (2018) Next-generation greenhouse horticulture in Japan. Chronica Horticultrae 58(1), 20-
24. 
 
謝辞：本報告の一部は、革新的技術開発・緊急展開事業（うち経営体強化プロジェクト）及び戦略的イノ
ベーション創造プログラム次世代農林水産技術において行ったものである。 
 

農研機構 野菜花き研究部門 東出忠桐（次世代施設園芸検討専門委員会委員 委員長） 
 
 

3.5 エネルギー管理 

 
3.5.1 はじめに 
設備投資の大きい大規模施設ではとくにそうであるが、年間を通して施設を有効利用し、生産性を高め、
収益性を高めることが求められる。そのためには、冬期の暖房におけるエネルギーの有効利用と夏期の高
温対策の二つが重要課題である。本項は、前者の暖房について述べる。 
農林水産省の統計（園芸用施設の設置等の状況：平成 28 年）によれば、我が国の施設園芸面積 43,220ha 
の 40％が加温設備を備えており、冬期の暖房栽培を行っている。暖房には相当量のエネルギーを使用す
ることになり、①経営面からは暖房費の削減、②温暖化対策ための CO2排出量の抑制、③化石燃料使用
量の削減が求められる。 
そのためには、熱効率の高い暖房システムの利用、ハウスの保温性の向上、エネルギー節減につながる
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温度管理などのエネルギーの有効利用、すなわち省エネが必要である。さらに化石燃料削減が求められ、
そのためには、バイオマス燃料や自然エネルギー（太陽熱、地中熱・地下水熱、温泉熱）などの再生可能
エネルギーの利用、温廃水やごみ焼却熱などの廃棄エネルギーの活用が必要である。 
他方、再生可能エネルギーなどの利用では、化石燃料利用に比べ暖房装置が複雑となり、初期設備投資
が大きいことや、安定的な熱供給が難しいことがある。それを補完する方法として、化石燃料暖房と組み
合わせたハイブリッド方式の利用がある。 
次世代施設園芸導入加速化支援事業（平成 25 年補正～平成 28 年）によって次世代施設園芸拠点が全国

10 か所に整備され、稼動を開始している。事業目的の一つが、地域エネルギーの活用、化石燃料依存か
らの脱却であり、すべての拠点で地域エネルギーを暖房に活用している。このため、斬新な暖房システム
構成が多い。 
本項では、我が国における暖房方式やそこで使用する燃料の概要、および次世代施設園芸拠点の暖房概
要について述べる。 

 
3.5.2 暖房方式 
3.5.2.1 暖房方式の現状 
施設園芸における加温設備の方式を設置面積比率（農林水産省、平成 28 年）でみると、石油を燃料と
する暖房方式が全体の 89.8％を占め、石油への依存度が高い。近年の石油価格の高騰により、この十数
年間でヒートポンプ導入が加速し、4.0％を占めるに至っているのが特徴的である。これ以外の暖房方式
としては、LP ガスや石炭等の石油代替燃料利用方式が 1.1％、地下水・地熱水利用方式が 5.1％、太陽熱
利用方式が 0.1％であり、再生可能エネルギーの利用比率はわずかである。 

 
3.5.2.2 暖房設備の選択 
暖房設備の導入にあたって考慮すべきこととして、以下の事項が挙げられる。これらの事項を総合的に
評価して暖房設備の内容を決めることになる。 
①設備経費（償却経費）が安い。②運転経費が安い。③設備が栽培の邪魔にならない。④システムの熱
利用効率が高い。⑤安定的な熱供給が可能。⑥安全であり故障が少ない。⑦メンテナンスの負担が少な
い。⑧運転制御がし易い。⑨環境への負荷が小さい（CO2排出量が少ない）。⑩燃料が安定的に入手でき
る。 
暖房設備は、燃料によって異なるので燃料とセットで考える必要があるのは言うまでもない。また、1
種類の暖房装置だけでなく、重油暖房機とヒートポンプの組み合わせ利用、LPG ボイラーと木質バイオ
マスボイラーの組み合わせ利用など、それぞれの特徴を活かす組み合わせ利用（ハイブリッド方式）の利
点もあるので、選択肢として検討すべきである。 

 
3.5.2.3 温風暖房と温湯暖房 
暖房方式は、大きく温風暖房と温湯暖房に分けられ、それぞれ長短があるので、栽培管理に都合よい方
式を選択する。 

a.温風暖房 
設備費は、温湯暖房に比べ温風暖房の方が安く、耐用年数で除した年間消却費でみると、温湯暖房の数
分の１であり、設置も容易であることから、多用されている。正常に整備された燃油式温風暖房機の熱利
用効率（後述の(3)式）は約 90％と高い。温風暖房方式では、ハウスの奥行が長くなると暖房機からの送
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風が奥まで届かず、温度ムラを生じ、成長ムラを招くことにつながる。そのようなことから、管理作業の
邪魔になることもあるが、配風ダクトを設置し、温度ムラの縮小を図るのが一般的である。 

b.温湯暖房 
温湯暖房は、配管での余熱もあり室温変動が小さく、安定的な暖房ができる。また、温室全体に配置し
た放熱管（ベアパイプやエロフィンパイプ）から放熱させるため、温室が大型化しても利用しやすい。フ
ェンロー型温室のハイワイヤー栽培などでは、ベッド間の床面上に設置した放熱管を作業台車のレール
としても利用する。温室わきのボイラー室に暖房用ボイラーを設置し、そこから温室に温湯を送ることに
なる。このため、ボイラー室内での放熱や配管途中での熱ロスがあり、また暖房終了時の配管内の残湯放
熱などがあり、温湯暖房の熱利用効率は、温風暖房のそれに比べ、1 割前後低いとみられる。 

 
3.5.3 燃料の種類と特徴 
3.5.3.1 選択要因 
燃料に求められる選択要因事項として、以下が挙げられる。①熱量単価が安い。②安定的に入手できる。
③輸送や装置内搬送がし易い。④かさばらない（かさ密度が高い。体積当たりの発熱量が大きい）。⑤均
質で燃焼発熱量が安定している。⑥安全である。⑦経時的性状変化が小さい。⑧燃焼空気の不純物（SOx、
NOｘなど）が少ない。⑨点火・消火が容易である。 

 
3.5.3.2 燃料の種類 
表－１に、温室暖房で使用される燃料の種類と発熱量、CO2排出係数を示す。前述の通り、面積比率で
約 90％を燃油暖房が占め、石油への依存度が高い。北海道拠点など一部では灯油が使われるが、多くは
Ａ重油が使われる。化石燃料であるため CO2排出の問題があるものの、現状では最も取扱やすい燃料と
いえる。一部で LPGも使われている。 
また、燃油価格高騰にともない、木質バイオマス燃料（木質チップ、木質ペレットなど）も十数年前か
ら一部で利用されるようになっている。電気式ヒートポンプも同様の理由でこの十数年間で普及してお
り、電力利用も増えている。 
暖房以外に CO2施用にも燃料が使われる。燃焼式 CO2発生機には、硫黄分などが少ない灯油や LPGが
使われる。 

 



 

51 
 

3.5.3.3 燃料発熱量 
暖房計算では、燃料発熱量を知
る必要がある。発熱量の表し方に
は、高位発熱量（総発熱量）と低
位発熱量（新発熱量）の２通りが
あるので（表-1）、混同しないよう
注意が必要である。燃油暖房機や
LPG 暖房機などの定格出力や熱
利用効率は、低位発熱量に基づい
て示されている。燃焼により発生
する水蒸気のもつ熱量を含んだ
のが高位発熱量である。ここで、
低位発熱量＝高位発熱量－水蒸
気の凝結潜熱量。温室暖房装置で
は、燃焼ガスを水蒸気が凝結する温度まで下げないで煙突から排気するので、水蒸気の持つ熱量は利用し
ないとの前提から、低位発熱量を用いるのが通例である。 
一般に出回っている発熱量資料は、断りがない場合は高位発熱
量を示していることが多いので注意する。エネルギー統計、発電
所での発電効率、CO２排出量などに関しては、高位発熱量が一般
に使われる。 
なお、熱量単位が混同して使われることが多いので、換算表を
表-2 に示しておく。単位表示に 3 種類あるが、「kcal」は旧単位
であり、使わない方向にある。国際単位系である「MJ」または「kWh」を使うのが良い。累乗を示す接
頭語は、G（ギガ）¬＝109、M（メガ）＝106 、ｋ（キロ）＝103 である。 

  
3.5.3.4 熱量単価 
温室暖房における各燃料の暖房コストを比較する場合、熱量単価（円／ＭＪまたは円／kWh）が比較の
物差しとなる。燃料そのものの熱量単価は(1)式から求まる。燃料単位が L だはなく、kgまたはm3の場
合は、L をそれらに置き換えて計算する。燃料発熱量のすべてが温室暖房に利用できるわけではなく、煙
突からの排熱ロスや配管途中での放熱ロスなどがあるので、温室の暖房コスト計算では実態に合うよう、
実際に利用できる熱量で比較する必要があり、(2)式を使用するのがよい。 
◆燃料の熱量単価（円／MJ） 
       熱量単価（円/MJ）＝燃料単価（円/L）÷低位発熱量（MJ/L）・・・・・・・・・（1） 
◆暖房で利用する熱量単価（円／MJ） 
       熱量単価（円/MJ）＝燃料単価（円/L）÷（低位発熱量（MJ/L）×熱利用効率）・・（2） 
    ここで、熱利用効率＝暖房に利用される熱量／燃料低位発熱量×100・・・・・・・・・・（3） 
  

3.5.3.5 木質バイオマス燃料 
木質バイオマス燃料は、間伐材（スギ、ヒノキ、マツ、広葉樹など）や製材端材などを原料とする。燃
料形態は、まき、木質チップ、木質ペレット、おが粉があるが、温室暖房に主に使われているのは、ペレ
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ットとチップである。 
木質バイオマス燃料は、カーボンニュートラル（燃焼により発生する CO2 は、木の成長過程で空気中
から吸収した CO2に由来するので、大気中の CO2増加につながらない）に近く、環境負荷は小さい。 
木質チップはその形状から、暖房装置への燃料の自動搬送装置などが大がかりになるので、大型ボイラ
ーでの利用が多く、大型温室利用に向いていると言えよう。チップには、切削チップと破砕チップがあ
る。 
他方、木質ペレットは形状が小型で、品質もチップに比べ安定しており、熱量単価はチップよりも高め
である。中小型の暖房機で利用しやすいことから、中小型温室利用に向いていると言えよう。ペレットに
は、使用木材の部位により、ホワイト（樹幹）、バーク（樹皮）、全木（混合）（樹幹＋樹皮）がある。ホ
ワイトが、発熱量が最も高く燃焼灰も少ないなど良質であるが、価格は高めである。次いで、全木（混合）、
バークの順である。 
木質バイオマス燃料の重量当たりの発熱量（MJ/kg）は、図-1 に示すように、含水率に左右され、含水
率が小さくなるほど発熱量は高くなる。したがって、含水率が一定値以下の品質の安定した燃料利用が望
ましい。含水率（WB％）は、ペレットで 10％程度、乾燥チップで 20～30％程度、生チップ（湿潤チッ
プ）で 30～50％程度である。 
なお、含水率には、湿量基準含水率（ウェットベース、WB）と乾量基準含水率（ドライベース、DB）
の 2 通りの表示法があるので混同しないよう注意が必要である。単に含水率として示されるのは、湿量
基準含水率（ＷＢ％）の場合が多い。 
湿量基準含水率（WB％）＝（燃料に含まれる水分重量／木質燃料重量）×100・・  ・・・・(4) 
乾量基準含水率（DB％）＝（燃料に含まれる水分重量／木材燃料乾燥重量）×100・・・・・・(5) 

 
図－１ 木質燃料の含水率（WB)と発熱量の関係（出典：https://w-pellet.org/pellet-2/1-6/） 

 
3.5.4 次世代施設園芸拠点のエネルギー管理 
次世代施設園芸導入加速化支援事業（平成 25 年補正～平成 28 年）による次世代施設園芸拠点が国内

10 か所に整備され、稼動している。すべての拠点で地域エネルギーを暖房エネルギーとして活用し、3割
以上の化石燃料削減を目標としている。以下では、地域エネルギーに主眼をおき、暖房概要を述べる。 

https://w-pellet.org/pellet-2/1-6/
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3.5.4.1 地域エネルギーの種類とシステム概要 
表－３に 10 拠点の概要を示す。地域エネルギーとして、7 拠点は地域生産の木質バイオマス燃料を利
用している。それ以外の地域エネルギーとしては、廃棄物燃焼による発電電力利用（ヒートポンプによる
暖冷房）（富山県拠点）、下水処理場放流水熱の熱交換利用（愛知県拠点）、温泉熱の利用（大分県拠点）
である。宮崎県拠点、富山県拠点を除く他の拠点は、安定的な暖房を確保するために、化石エネルギーを
組み合わせ利用するシステム（LPG ボイラー、LPG 温風暖房機、重油ボイラー、重油温風暖房機、ヒー
トポンプなどとの組み合わせ利用）となっている。ここで、ボイラーとは温水を作る装置を指す。 
表－３に示したように、10 拠点の温室構成は、温室１棟の面積規模から２つに分けられる。6 拠点は、

1 棟が ha 規模の大型温室から構成され、残り４拠点は、1 棟が 20～55a 程度の中規模温室複数棟から構
成されている。前者の大型温室は温湯暖房方式が多く、4 拠点（宮城県拠点、兵庫県拠点、高知県拠点、
大分県拠点）が温湯暖房方式、残り 1拠点（愛知県拠点）が温風暖房方式、1拠点（北海道拠点）が温風
暖房と温水による除雪・培地加温を組み合わせた方式である。後者の中規模温室から構成される４拠点
（富山県拠点、埼玉県拠点、静岡県拠点、宮崎県拠点）はいずれも温風暖房方式である。

 
いずれの温室も保温用の 2 層カーテンまたは 3層カーテン（北海道拠点）装備しており、断熱性を高め
ている。カーテンは遮光にも利用している。 

 
3.5.4.2 木質バイオマス燃料利用 
木質バイオマス燃料を利用する 7 拠点の内訳は、木質チップ利用が３拠点（北海道拠点、宮城県拠点、
兵庫県拠点）、木質ペレット利用が 3 拠点（埼玉県拠点、静岡県拠点、宮崎県拠点）、おが粉利用が１拠点
（高知県拠点）である。以下に温室のタイプ別に、その特徴を記す。 

 
a.大型フェンロー温室（宮城県拠点、兵庫県拠点、高知県拠点） 



 

54 
 

大型フェンロー温室の 3 拠点は、木質バイオマスボイラー（チップまたはおが粉燃料）と LPG ボイラ
ーと組み合わせたハイブリッド方式であり（宮城県拠点は、１棟（パプリカ栽培棟）で地中熱源ガスエン
ジンヒートポンプを併用）、暖房システム構成は似かよっている（表-４）。木質バイオマスボイラーおよ
び LPGボイラー運転による温水を温室内の放熱管に送る温湯暖房方式である。高軒高温室のハイワイヤ
ー栽培（トマト、ミニトマト、パプリカ）であり、放熱管を作業台車レールとしても利用する。温室をい
くつかの大区画に分けた区画別環境管理
がなされる。 

LPGボイラーは昼間のCO2施用にも利
用する。宮城県拠点は、大型の蓄熱タン
クを設置しており、CO2施用時の燃焼排
熱の蓄熱利用が可能である。また、日中
の蓄熱運転が可能となるので、設置暖房
機能力を小さくし得る利点がある一方、
初期設備投資増となる。3 拠点で蓄熱タ
ンクの大きさが異なり、蓄熱タンクの有
無や容量は、システム全体の運転方式へ
も影響する。 
いずれもハイブリッド方式であり、運転組み合わせパターン（条件によりどのボイラーを稼働させるか
など）が多くなり、運転制御ロジックも複雑化する。このため、運転方式を確立するのに、初期段階で試
行錯誤の運転制御がなされることが多い。 
木質燃料は、点火・消火に時間がかかり、燃焼量の調整が難であることもあり、厳寒期には木質ボイラ
ー熱をベース熱源として連続利用し、不足熱量を LPG ボイラーで補う運転方法が基本となっている。 

LPG や木質燃料の価格変動があるため、運転コストを下げるためには、暖房熱量単価の安い燃料を多
く使うような燃料使用量のバランス調整もなされる。 

 
b.大規模連棟温室（北海道拠点） 
室内暖房以外に、屋根融雪とイチゴ高設栽培の培地加温を行う。室内暖房には LPG 温風暖房機を利用
する。外気温低下が大きいことから、保温カーテンは 3 層である。融雪と培地加温には、木質チップボイ
ラーと寒冷地用空気熱源ヒートポンプ（温水供給方式）を利用する。積雪時以外にも外気温が低い場合は
谷樋下の融雪用放熱管に温水を送るため、培地加温に比べ融雪目的の利用熱量が圧倒的に多い。寒冷期は
ヒートポンプ効率（COP）が低下することもあり、木質チップボイラーをベース熱源として優先利用す
る。ヒートポンプは、高温期の培地冷却での利用効果を上げている。 
 
c.中規模温室（埼玉県拠点、静岡県拠点、宮崎県拠点） 
面積が 20～55a の複数の中規模温室で構成される３拠点では、木質ペレット燃料を利用している。埼玉
県拠点は、木質ペレット温風暖房機と LPG 温風暖房機とのハイブリッド方式、静岡県拠点は、木質ペレ
ットボイラー（温室内の水空気熱交換器で熱交換する温風吹出方式）と燃油温風暖房機とのハイブリッド
方式である。木質ペレット暖房機をベース熱源として優先利用し、不足熱量を燃油暖房などで補う運転方
法が多くとられる。宮崎県拠点は木質ペレット温風暖房機のみである。 
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d.化石燃料の削減率と課題 
木質バイオマス燃料を利用する 7拠点の化石燃料の削減率に関しては、30％を切る拠点もある一方、木
質ペレット暖房のみの宮崎県拠点では 100％近く（CO2施用には LPG、ペレット暖房機の点火には灯油
使用）である。 
木質バイオマス燃料はバイオマス発電などでの使用が増えており、今後、燃料の価格と安定供給確保が
課題となろう。木質ペレットについてみると、国内生産量は年々増加しているものの、2016 年が約 14.8
万トン（日本バイオマスエネルギー協会資料）である。A 重油１Lの発熱量は木質ペレット約 2kg の発熱
量に相当するので、A 重油換算で 7.4万トンに相当する。供給量が決して多いとはいえず、一部での限ら
れた利用になる。温室での暖房燃油使用量を 15ｋL/10a/年と仮定したときの木質ペレット使用量は 30
トン/10a/年（＝300 トン/ha/年）に相当するので、仮に国内生産量をすべて温室暖房に回したとしても
温室面積約 500ha 分という計算になる。 
木質チップの発熱量は、含水率により異なる（図－１参照）。供給チップの含水率が高いために、予定し
たより燃焼熱量が低くなるという燃料の品質上の問題も生じている。 
木質バイオマス暖房機（ボイラーおよび温風機）では、灰の掻き出しなどの清掃作業が定期的に必要で
あり、労力負担となる。機種によって清掃頻度が異なり、運転時間によるものの、2～3 日に 1 回程度の
機種から 1 シーズン 1 回程度の機種（燃焼灰の自動搬出機能付き）まで幅がある。一機の清掃所要時間
は、20 分から 1 時間程度である。利用上は、メンテナンス負担の少ない機種が都合よい。 
各燃料とも価格変動があるので、化石燃料価格が下がると木質燃料が相対的に割高になる場合もあり、
化石燃料削減と暖房コスト削減が対立することがあるが、逆になることもあるので、長期的な見方が必要
であろう。 

 
3.5.4.3 廃棄物発電電力利用（富山県拠点） 
自社の廃棄物燃焼による発電電力でヒートポンプを運転し、冬期は暖房、夏期は冷房をする。豊富な電
力利用が可能であり、夏期は夜間冷房のみならず、昼間の冷房も行い、安定生産を目指している特殊な事
例といってよいだろう。厳寒日の暖房や猛暑日の昼間の冷房では、ヒートポンプの能力不足により設定室
温を維持できない事象も見られる。ヒートポンプ暖房以外に、廃棄物燃焼で発生する温水をタンク輸送
し、一部ハウスの補助暖房に利用している。 

 
3.5.4.4 下水処理場放流水熱利用（愛知県拠点） 
下水処理場放流水を温室床面下に埋設された熱交換装置に送水し、室内空気と熱交換する方式である。
重油温風暖房機とのハイブリッド方式である。暖房に利用できる熱量は、放流水温と室温の温度差に左右
される。暖房時期の放流水温は 19℃前後であり、設定室温との温度差がさほど大きくないことから、利
用できる熱量に限界があり、放流水温度が利用上の鍵となる。3 区画のうち１区画では、ヒートポンプを
導入し、暖冷房に利用している。 

 
3.5.4.5 温泉熱利用（大分県拠点） 
温泉水（98℃）・蒸気（120℃）を熱交換装置で温室側暖房循環水と熱交換し、温湯暖房に利用する。重
油ボイラーとのハイブリッド方式である。現状では温泉熱のみで足りており、温泉熱利用により化石燃料
の 100％削減を達成している。 
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3.5.4.6 ヒートポンプ 
4 拠点（北海道拠点、宮城県拠点、富山県拠点、愛知県拠点）では、ヒートポンプが利用されている。
暖房利用だけでなく、培地冷却や夜間冷房による夏越し栽培で効果をあげている。 

 
3.5.4.7 温度ムラの改善 
当初、程度の差はあれほとんどの拠点で温度ムラの問題がみられ、可能な範囲での対策が図られてきた。
共通する対策としては、側壁下部やコーナー部カーテンの隙間、あるいはカーテンの合わせ目の隙間をふ
さぐなど、隙間に起因する室温低下を抑えることである。これはカーテン設置工事の不良によるものであ
り、竣工引き渡し前にチェックし、改善しておくべきと考える。 
温風暖房方式では、配風ダクトの配置や吹出穴の間隔・大きさの調整、ダクトレス暖房機では吹出方向
の調整、複数暖房機では運転制御ロジックの検討など、試行錯誤による改善がなされている。温湯暖房方
式では、温湯流量の調整による区画間のアンバランスの調整などである。 
全拠点の温室に循環扇が設置されているが、限られた台数では室内空気循環が十分とはいえず、温度ム
ラを縮小する補助手段にはなるが、完全に解消することは難しい。上記のさまざまな対策により、概ね温
度ムラ改善がされているが、完全に解消されているわけではない。 

 
3.5.5 おわりに 
施設園芸にとって、冬期栽培を行ううえで暖房は必須であり、そのためのエネルギーの確保とエネルギ
ーの効率的利用は重要である。次世代施設園芸拠点に関しては、地域エネルギーを組み合わせた斬新な暖
房システム構成が多く、今後の地域エネルギー利用を図るうえでの参考になるであろう。 
 

東海大学名誉教授 林真紀夫（次世代施設園芸検討専門委員会委員 委員） 
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間
に

融
雪

装
置

を
備

え
た

両
屋

根
型

の
連

棟
ハ

ウ
ス

(2
ha

(7
エ

リ
ア

×
4棟

＝
28

連
棟

)×
2=

4h
a)

を
利

⽤
す

る
と

と
も

に
、

⼀
季

な
り

と
四

季
な

り
の

品
種

を
採

⽤
し

て
、

イ
チ

ゴ
の

周
年

栽
培

・
出

荷
を

実
施

し
て

い
る

。
ハ

ウ
ス

内
に

品
種

が
混

在
す

る
た

め
、

エ
リ

ア
ご

と
の

作
業

内
容

が
異

な
る

特
徴

が
あ

り
、

精
度

の
⾼

い
作

業
計

画
の

⽴
案

と
作

業
指

⽰
の

適
切

化
は

必
須

と
な

っ
て

い
る

。

所
在

地
北

海
道

苫
⼩

牧
市

社
員

数
7名

（
⽣

産
5名

、
管

理
1名

、
営

業
1

名
）

事
業

者
苫

東
フ

ァ
ー

ム
株

式
会

社
パ

ー
ト

数
約

50
名

品
⽬

四
季

な
り

イ
チ

ゴ
（

す
ず

あ
か

ね
）

、
⼀

季
な

り
イ

チ
ゴ

（
と

ち
お

と
め

、
他

）
栽

培
開

始
平

成
26

年
9⽉

定
植

開
始

出
荷

先
洋

菓
⼦

メ
ー

カ
ー

等

ハ
ウ

ス
約

2h
aの

両
屋

根
型

連
棟

ハ
ウ

ス
×

2棟
（

平
成

26
年

、
お

よ
び

平
成

28
年

に
各

棟
を

建
設

）
栽

培
⽅

式

ロ
ッ

ク
ウ

ー
ル

と
有

機
質

培
地

（
実

証
中

）
で

の
⾼

設
栽

培
に

よ
る

年
1作

型
の

栽
培

品
種

ご
と

に
定

植
時

期
を

ず
ら

し
て

の
周

年
連

続
出

荷

（
経

営
概

要
）

（
作

型
）

四
季

成
り

イ
チ

ゴ

⼀
季

成
り

イ
チ

ゴ

収
穫

定
植

収
穫

定
植

収
穫

収
穫

7⽉
8⽉

9⽉
10

⽉
11

⽉
12

⽉
1⽉

2⽉
3⽉

4⽉
5⽉

6⽉

設
備

管
理

グ
ル

ー
プ

(約
5名

)

組
織

体
制

概
要

•
ハ

ウ
ス

作
業

と
選

果
作

業
、

設
備

管
理

を
グ

ル
ー

プ
で

分
担

す
る

。
•

ハ
ウ

ス
作

業
の

グ
ル

ー
プ

は
、

棟
別

(各
2h

a)
に

わ
か

れ
、

各
棟

7エ
リ

ア
の

管
理

、
収

穫
作

業
を

⾏
う

。
•

各
グ

ル
ー

プ
に

パ
ー

ト
リ

ー
ダ

ー
を

配
置

し
、

社
員

か
ら

作
業

指
⽰

が
伝

達
さ

れ
る

。
パ

ー
ト

リ
ー

ダ
ー

は
交

代
制

と
し

て
い

る
。

•
作

業
ピ

ー
ク

時
に

は
、

派
遣

社
員

で
対

応
し

て
い

る
。

社
員

グ
ル

ー
プ

1 
(A

棟
:2

ha
)

グ
ル

ー
プ

2 
(B

棟
:2

ha
)

パ
ー

ト
（

約
50

名
）

⽣ 産 作 業

※
⼈

数
は

平
成

31
年

1⽉
現

在
の

も
の

。

総
務

担
当

(1
名

)

農 場 ⻑ ︵ 社 ⻑ ︶

営
業

担
当

(1
名

)

⽣
産

担
当

(5
名

)

4.
1 

次
世

代
施

設
園

芸
北

海
道

拠
点

(2
)

４
.事

例
編

作
業

管
理

体
制

概
要

•
全

体
の

作
業

計
画

は
、

前
作

の
実

績
に

も
と

づ
い

て
、

2か
⽉

に
⼀

度
策

定
す

る
。

•
管

理
者

（
社

員
）

は
、

全
体

計
画

に
も

と
づ

き
、

作
業

指
⽰

書
を

パ
ー

ト
向

け
に

作
成

し
、

指
⽰

を
出

す
。

•
作

業
進

捗
は

、
パ

ー
ト

リ
ー

ダ
ー

が
グ

ル
ー

プ
内

で
調

整
す

る
。

農
場

⻑
・

社
員

は
全

体
を

調
整

し
PD

CA
サ

イ
ク

ル
を

回
し

て
い

る
。

作
業

指
⽰

書

・
⽇

別
、

グ
ル

ー
プ

別
の

指
⽰

・
管

理
者

（
⽣

産
担

当
）

が
作

成

圃
場

マ
ッ

プ

・
ハ

ウ
ス

の
畝

図
に

、
作

業
箇

所
、

作
業

時
間

を
記

録
。

全
体

作
業

計
画

・
エ

リ
ア

別
、

⽇
別

の
作

業
内

容
と

⼈
⼯

の
計

画
表

。
2か

⽉
お

き
に

策
定

作
業

実
施

・
班

⻑
は

グ
ル

ー
プ

内
で

の
進

捗
を

管
理

・
社

員
は

全
体

の
調

整

農
場

⻑
・

⽣
産

担
当

社
員

⽣
産

担
当

社
員

パ
ー

ト
（

各
グ

ル
ー

プ
）

⽇
報

・
⽇

時
、

作
業

箇
所

、
作

業
内

容
、

作
業

時
間

を
記

録
。

作
業

順
序

要
員

の
改

訂

P
D

C
A4.

1 
次

世
代

施
設

園
芸

北
海

道
拠

点
(3

)
４

.事
例

編
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作
業

管
理

帳
票

例
•

作
業

項
⽬

ご
と

に
実

施
す

る
箇

所
（

エ
リ

ア
、

ベ
ン

チ
）

と
⽇

時
を

記
⼊

す
る

様
式

に
な

っ
て

い
る

。

•
1⽇

7時
間

労
働

と
し

た
場

合
に

必
要

な
⼈

⼯
数

が
そ

れ
ぞ

れ
の

作
業

項
⽬

で
求

め
ら

れ
て

い
る

。

•
時

期
に

よ
っ

て
は

、
育

苗
、

収
穫

・
管

理
、

圃
場

準
備

な
ど

が
同

時
並

⾏
と

な
る

作
業

項
⽬

⽉
⼈

⼯
数

/⽇
⽇

1
2

1
2

3
4

5
6

7
8

9
10

11
12

13
14

15
16

17
18

19
20

21
22

23
24

25
26

27
28

29
30

31
定
植
準
備

ラ
ン

ナ
ー

切
5

5
4

3
3

5
5

株
撤

去
5

5
5

5
5

5
5

5
5

5
5

5
5

5
5

5
5

5
…

…
⼈

⼯
⼩

計
10

10
12

12
14

13
13

10
10

10
15

15
13

13
12

12
14

14
10

10
4

4
4

4
3

3
育
苗

２
エ

リ
ア

ラ
ン

ナ
ー

切
2

2
選

別
・

消
毒

4
4

4
…

…
⼈

⼯
⼩

計
2

2
2

2
1

6
6

6
4

4
6

6
6

6
4

4
4

3
3

3
本
圃
管
理

ラ
ン

ナ
ー

取
り

2
2

2
2

2
2

2
2

花
数

調
整

2
2

2
2

2
2

2
2

2
…

…
⼈

⼯
⼩

計
12

12
12

10
12

12
10

12
12

14
13

12
12

11
14

12
12

12
13

11
15

12
12

13
14

14
必
要
⼈
⼯
合
計

パ
ー

ト
在

籍
数

21
21

23
21

21
24

22
20

23
23

21
21

21
22

21
21

21
23

22
21

22
22

23
23

22
21

派
遣

在
籍

数
7

7
7

7
7

7
7

7
7

7
7

7
7

7
7

7
7

7
7

7
3

3
3

3
3

3
合
計
在
籍
数

28
28

30
28

28
31

29
27

30
30

28
28

28
29

28
28

28
30

29
28

0
25

25
26

26
25

24

６
エ

リ
ア

７
エ

リ
ア

５
エ

リ
ア

２
エ

リ
ア

全
体
作
業
計
画
（
2か

⽉
分
）

6⽉
7⽉

…
…

…
…

３
エ

リ
ア

４
エ

リ
ア

親
株

棟
３

エ
リ

ア
４

エ
リ

ア

…
…

…
…

…
…

…
…

…
…

…
…

4.
1 

次
世

代
施

設
園

芸
北

海
道

拠
点

(4
)

４
.事

例
編

作
業

指
⽰

書
例

•
全

体
計

画
に

も
と

づ
き

、
⽇

々
の

作
業

内
容

を
各

グ
ル

ー
プ

等
に

指
⽰

す
る

。

•
指

⽰
書

の
作

成
は

管
理

者
（

社
員

）
が

⾏
い

、
記

号
や

短
⽂

で
簡

潔
に

⽰
し

て
あ

る
。

作
業

指
⽰

内
容

○
収
穫
作
業

★
す

ず
あ

か
ね

5エ
リ

ア
（

熟
度

10
の

み
）

★
と

ち
お

と
め

、
紅

ほ
っ

ぺ
は

収
穫

な
し

予
定

時
間

8:
30

〜
11

:3
0

作
業

リ
ー

ダ
ー

⼭
本

⼀
郎

⼈
数

10
名

作
業

結
果

報
告

作
業

指
⽰

内
容

○
選
果
作
業

★
A社

、
B社

、
C社

向
け

★
道

の
駅

20
パ

ッ
ク

予
定

時
間

8:
30

〜
15

:3
0

作
業

リ
ー

ダ
ー

鈴
⽊

花
⼦

⼈
数

6名

作
業

結
果

報
告

作
業

指
⽰

内
容

○
圃
場
管
理
作
業

A：
刈

り
取

り
、

B:
RW

補
充

、
C:

培
地

消
毒

D:
花

数
調

整
（

5,
6,
7エ

リ
ア

）
E:

ラ
ン

ナ
ー

と
り

（
5,
6,
7エ

リ
ア

）

予
定

時
間

8:
30

〜
11

:3
0

作
業

リ
ー

ダ
ー

⽥
中

晶
⼦

⼈
数

12
名

作
業

結
果

報
告

A:
刈

1エ
リ

ア
4名

8:
30

〜
16

:0
0

B:
RW

補
2エ

リ
ア

2名
収

穫
後

〜
16

:3
0

C:
3‐
4M

つ
づ

き
か

ら
3名

8:
30

〜
15

:0
0

D:
6名

収
穫

後
〜

16
:3
0、

E:
2名

10
:0
0〜

15
:0
0

作
業

指
⽰

内
容

○
施
設
・
設
備
管
理

★
カ

ー
テ

ン
確

認
★

培
養

液
確

認

予
定

時
間

作
業

リ
ー

ダ
ー

川
上

五
郎

⼈
数

作
業

結
果

報
告

各
エ

リ
ア

カ
ー

テ
ン

確
認

済
、

培
養

液
残

量
確

認
済

作
業

指
⽰

20
16

/8
/1
0

No
.1

作
成

者
久

保
⽥

出
勤

パ
ー

ト
数

21
名

4.
1 

次
世

代
施

設
園

芸
北

海
道

拠
点

(5
)

４
.事

例
編

No
.

対
策

Be
fo

re
（

対
策

前
）

Af
te

r（
対

策
後

）

1
作

業
⼯

程
の

⽉
間

⾒
通

し

・
精

度
を

⾼
め

た
作

業
計

画
の

策
定

の
た

め
に

、
基

準
と

な
る

⼈
⼯

の
把

握
が

必
要

で
あ

っ
た

。

・
作

業
に

も
慣

れ
、

作
業

⼯
程

の
⼿

順
や

⼈
⼯

の
⾒

通
し

を
徐

々
に

把
握

で
き

る
よ

う
に

な
っ

て
、

2か
⽉

間
の

作
業

⾒
通

し
が

可
能

に
な

っ
た

。
現

在
、

パ
ー

ト
従

業
員

（
⼯

場
の

管
理

経
験

者
）

が
全

体
計

画
の

⽴
案

を
⽀

援
し

て
い

る
。

2
社

員
・

パ
ー

ト
の

教
育

・
パ

ー
ト

従
業

員
へ

の
作

業
指

導
が

必
要

で
あ

っ
た

が
、

社
員

も
多

忙
な

た
め

、
指

導
体

制
の

確
⽴

が
課

題
で

あ
っ

た
。

・
普

及
セ

ン
タ

ー
の

⽀
援

の
下

、
⽉

1〜
2回

の
座

学
や

実
技

指
導

に
よ

り
、

個
々

の
技

能
の

底
上

げ
が

図
ら

れ
て

い
る

。
定

期
的

（
年

2回
を

予
定

）
に

ペ
ー

パ
ー

ベ
ー

ス
の

チ
ェ

ッ
ク

も
実

施
し

て
い

る
。

3
グ

ル
ー

プ
制

の
導

⼊
・

初
⼼

者
の

パ
ー

ト
従

業
員

も
多

く
、

当
初

は
作

業
能

⼒
の

差
が

⾒
ら

れ
た

。

・
グ

ル
ー

プ
制

の
導

⼊
に

よ
り

、
作

業
の

遅
い

パ
ー

ト
従

業
員

に
早

い
従

業
員

が
ポ

イ
ン

ト
な

ど
を

教
え

る
こ

と
で

、
全

体
の

作
業

能
⼒

を
⾼

め
て

い
る

。
パ

ー
ト

リ
ー

ダ
ー

を
交

代
制

で
定

め
、

組
織

体
制

を
さ

ら
に

固
め

て
い

る
。

⽣
産

管
理

・
作

業
管

理
に

関
す

る
改

善
例

（
改

善
概

要
）

4.
1 

次
世

代
施

設
園

芸
北

海
道

拠
点

(6
)

４
.事

例
編

4.
1 

次
世

代
施

設
園

芸
北

海
道

拠
点

(7
)

４
.事

例
編
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4.
2

次
世

代
施

設
園

芸
宮

城
県

拠
点

(1
)

４
.事

例
編

⼤
⽟

ト
マ

ト
と

パ
プ

リ
カ

の
⻑

期
栽

培
・

複
合

経
営

で
の

事
例

フ
ェ

ン
ロ

ー
型

ガ
ラ

ス
温

室
を

2区
画

に
分

け
、

⼤
⽟

ト
マ

ト
と

パ
プ

リ
カ

の
ハ

イ
ワ

イ
ヤ

ー
栽

培
を

、
お

の
お

の
1.

1h
aと

1.
3h

a⾏
う

。
安

価
な

ハ
ン

マ
ー

カ
ッ

タ
ー

タ
イ

プ
の

⽊
質

チ
ッ

プ
を

ベ
ー

ス
熱

源
と

し
、

LP
Gに

よ
る

暖
房

と
CO

2施
⽤

、
液

化
炭

酸
ガ

ス
施

⽤
、

地
中

熱
ヒ

ー
ト

ポ
ン

プ
に

よ
る

暖
冷

房
（

パ
プ

リ
カ

の
み

）
な

ど
を

組
み

合
わ

せ
た

環
境

制
御

を
⾏

っ
て

い
る

。

所
在

地
宮

城
県

⽯
巻

市
社

員
数

7名
（

⽣
産

5名
、

管
理

・
営

業
2名

）

事
業

者
株

式
会

社
デ

・
リ

ー
フ

デ
北

上
パ

ー
ト

数
約

40
名

品
⽬

⼤
⽟

ト
マ

ト
（

富
丸

ム
ー

チ
ョ

）
、

パ
プ

リ
カ

（
⾚

、
⻩

⾊
、

橙
）

栽
培

開
始

平
成

28
年

9⽉
定

植
開

始

出
荷

先
卸

、
加

⼯
業

務
⽤

途
、

市
場

等

ハ
ウ

ス
約

2.
4h

aの
フ

ェ
ン

ロ
ー

型
ガ

ラ
ス

ハ
ウ

ス
栽

培
⽅

式
ヤ

シ
ガ

ラ
ス

ラ
ブ

を
使

⽤
し

た
循

環
式

養
液

栽
培

ト
マ

ト
：

越
冬

⻑
期

栽
培

パ
プ

リ
カ

：
夏

越
⻑

期
栽

培

（
経

営
概

要
）

（
作

型
）

ト
マ

ト
収

穫

パ
プ

リ
カ

収
穫

定
植

定
植

12
⽉

1⽉
2⽉

3⽉
4⽉

5⽉
6⽉

7⽉
8⽉

9⽉
10

⽉
11

⽉

組
織

体
制

概
要

•
ト

マ
ト

班
と

パ
プ

リ
カ

班
に

わ
か

れ
、

各
々

で
ハ

ウ
ス

作
業

と
選

果
出

荷
作

業
を

⾏
う

。
•

ト
マ

ト
班

で
は

、
収

穫
作

業
は

全
員

で
⾏

い
、

そ
の

他
の

作
業

は
⾼

所
作

業
、

低
所

作
業

、
選

果
の

グ
ル

ー
プ

に
わ

か
れ

る
。

•
パ

プ
リ

カ
班

で
は

、
全

員
が

⾼
所

台
⾞

で
の

収
穫

、
誘

引
、

芽
か

き
等

の
作

業
を

⾏
う

。
•

選
果

班
は

ト
マ

ト
、

パ
プ

リ
カ

共
有

で
⾏

う
。

社
⻑

パ
ー

ト
（

15
名

）

※
⼈

数
は

平
成

30
年

6
⽉

現
在

の
も

の
。

ト
マ

ト
班

⽣
産

・
販

売
事

業
部

社
員

(2
名

)

社
員

(1
名

)

4.
2

次
世

代
施

設
園

芸
宮

城
県

拠
点

(2
)

４
.事

例
編 副
社

⻑

総
務

部

パ
プ

リ
カ

班

社
員

(2
名

)

つ
る

下
し

巻
き

付
け

葉
か

き

パ
ー

ト
(1

名
)

パ
ー

ト
（

14
名

）
⾚

⻩
・

橙

選
果

班

社
員

(1
名

)

パ
ー

ト
（

9名
）

ト
マ

ト
パ

プ
リ

カ

パ
ー

ト
（

1名
）

直
売

所

メ
ン

テ
ナ

ン
ス

部

作
業

管
理

体
制

概
要

•
年

間
の

⽣
産

・
作

業
計

画
で

は
、

⼤
ま

か
な

必
要

⼈
⼯

数
が

策
定

さ
れ

て
い

る
。

•
さ

ら
に

、
週

単
位

で
の

収
穫

予
定

や
予

定
作

業
に

も
と

づ
き

、
⽇

々
の

必
要

⼈
⼯

を
算

定
し

、
作

業
指

⽰
を

出
す

。
•

作
業

管
理

シ
ス

テ
ム

に
よ

り
、

登
録

さ
れ

た
作

業
内

容
ご

と
に

作
業

開
始

、
収

量
時

間
が

記
録

さ
れ

る
。

作
業

進
捗

状
況

や
個

⼈
別

作
業

時
間

の
集

計
が

⾃
動

化
さ

れ
る

。

4.
2

次
世

代
施

設
園

芸
宮

城
県

拠
点

(3
)

４
.事

例
編

作
業

指
⽰

（
週

5⽇
）

・
つ

る
下

し
、

巻
き

付
け

、
葉

か
き

、
収

穫
選

果
の

指
⽰

（
ホ

ワ
イ

ト
ボ

ー
ド

）

年
間

⽣
産

・
作

業
計

画
・

各
作

業
別

の
週

間
⼈

⼯
数

作
業

実
施

社
員

パ
ー

ト

作
業

集
計

表

・
作

業
進

捗
状

況
の

集
計

・
個

⼈
別

作
業

時
間

の
集

計
等

標
準

作
業

時
間

の
算

定
、

修
正

週
間

作
業

予
定

算
定

D

C
A

作
業

管
理

ｼｽ
ﾃﾑ

(P
riv

a
FS

Pe
rfo

rm
an

ce
)

・
畝

単
位

の
作

業
時

間
、

作
業

内
容

の
個

⼈
別

記
録

。

P

作
業

管
理

帳
票

例
（

個
⼈

別
作

業
速

度
集

計
）

•
作

業
管

理
シ

ス
テ

ム
の

集
計

機
能

に
よ

り
、

各
作

業
（

収
穫

、
つ

り
下

げ
、

巻
き

付
け

、
葉

か
き

、
選

果
等

）
別

に
、

時
間

当
た

り
の

作
業

量
を

個
⼈

別
に

⾒
え

る
化

し
、

平
均

値
と

の
差

異
も

確
認

で
き

る
。

集
計

結
果

は
公

表
せ

ず
、

個
⼈

⾯
談

の
場

な
ど

で
利

⽤
し

て
い

る
。

4.
2

次
世

代
施

設
園

芸
宮

城
県

拠
点

(4
)

４
.事

例
編
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No
.

対
策

Be
fo

re
（

対
策

前
）

Af
te

r（
対

策
後

）

1
作

業
計

画
精

度
の

向
上

・
1作

⽬
は

初
め

て
の

経
験

が
多

く
、

計
画

策
定

の
基

準
と

な
る

標
準

作
業

時
間

等
が

な
か

っ
た

・
2作

⽬
に

⼊
り

、
作

業
実

績
を

加
味

し
な

が
ら

年
間

や
週

間
の

作
業

計
画

を
作

成
、

調
整

を
し

、
精

度
向

上
を

は
か

っ
て

い
る

。
・

収
穫

、
選

果
な

ど
各

作
業

間
の

空
き

時
間

を
無

く
す

こ
と

で
、

作
業

時
間

の
短

縮
の

他
、

計
画

的
な

作
業

準
備

も
進

む
よ

う
に

な
っ

た
。

2
作

業
リ

ー
ダ

ー
の

選
定

・
1作

⽬
は

、
多

く
の

パ
ー

ト
が

初
⼼

者
の

た
め

、
社

員
が

作
業

指
導

を
⾏

っ
て

お
り

、
⼿

離
れ

も
悪

か
っ

た
。

・
2作

⽬
で

は
作

業
の

習
熟

に
伴

い
、

新
⼈

の
パ

ー
ト

に
指

導
や

指
⽰

が
で

き
る

リ
ー

ダ
ー

格
を

選
定

し
て

い
る

。
社

員
の

代
わ

り
に

、
こ

れ
ら

の
こ

と
を

作
業

現
場

で
⾏

っ
て

い
る

。

3
作

業
管

理
シ

ス
テ

ム
へ

の
移

⾏

・
作

業
記

録
と

集
計

を
⾃

動
化

す
る

シ
ス

テ
ム

を
導

⼊
し

、
操

作
マ

ニ
ュ

ア
ル

も
整

備
し

た
。

当
初

は
操

作
ミ

ス
に

よ
る

誤
⼊

⼒
が

多
く

み
ら

れ
た

。

・
記

録
⽤

紙
へ

の
記

帳
と

作
業

管
理

シ
ス

テ
ム

を
併

⽤
し

な
が

ら
、

誤
⼊

⼒
の

ケ
ー

ス
を

⾒
つ

け
、

繰
り

返
し

操
作

⽅
法

の
指

導
を

⾏
い

、
定

着
を

は
か

っ
た

。
全

⾯
的

に
作

業
管

理
シ

ス
テ

ム
利

⽤
に

移
⾏

し
た

。

⽣
産

管
理

・
作

業
管

理
に

関
す

る
改

善
例

（
改

善
概

要
）

4.
2

次
世

代
施

設
園

芸
宮

城
県

拠
点

(5
)

４
.事

例
編

4.
2

次
世

代
施

設
園

芸
宮

城
県

拠
点

(5
)

４
.事

例
編

ハ
ウ

ス
11

棟
に

よ
る

⼤
⽟

ト
マ

ト
低

段
密

植
栽

培
・

周
年

連
続

出
荷

で
の

事
例

事
業

者
は

、
⼤

⼿
流

通
グ

ル
ー

プ
農

場
部

⾨
の

イ
オ

ン
ア

グ
リ

創
造

（
株

）
で

あ
る

。
埼

⽟
県

農
業

技
術

研
究

セ
ン

タ
ー

久
喜

試
験

場
敷

地
内

に
施

設
整

備
を

し
た

。

閉
鎖

型
苗

⽣
産

シ
ス

テ
ム

で
の

計
画

的
な

育
苗

と
低

段
密

植
栽

培
に

よ
る

周
年

連
続

出
荷

が
⾏

わ
れ

、
11

棟
を

定
植

や
収

穫
時

期
を

ず
ら

し
な

が
ら

栽
培

を
⾏

う
。

完
熟

⼤
⽟

ト
マ

ト
の

収
穫

と
出

荷
を

⾏
っ

て
お

り
、

選
果

後
、

近
隣

の
量

販
店

や
⾸

都
圏

の
店

舗
向

け
に

短
時

間
で

出
荷

さ
れ

る
。

隣
接

す
る

敷
地

に
埼

⽟
県

の
次

世
代

技
術

実
証

・
普

及
セ

ン
タ

ー
が

置
か

れ
、

⾼
度

環
境

制
御

型
施

設
で

の
実

証
栽

培
が

⾏
わ

れ
て

い
る

。

所
在

地
埼

⽟
県

久
喜

市
社

員
数

１
０

名
（

平
成

31
年

2⽉
現

在
）

事
業

者
イ

オ
ン

ア
グ

リ
創

造
(株

)
パ

ー
ト

数
９

７
名

（
平

成
31

年
2⽉

現
在

）

品
⽬

⼤
⽟

ト
マ

ト
栽

培
開

始
平

成
２

９
年

３
⽉

定
植

開
始

出
荷

先
量

販
店

直
売

（
イ

オ
ン

グ
ル

ー
プ

向
け

）

ハ
ウ

ス
3.

3h
a

【
約

30
aの

低
コ

ス
ト

耐
候

性
ハ

ウ
ス

が
全

11
棟

】
栽

培
⽅

式

固
形

培
地

耕
ポ

ッ
ト

栽
培

（
少

量
培

地
で

の
点

滴
給

液
）

に
よ

る
年

3作
型

の
低

段
密

植
栽

培
（

4段
摘

⼼
栽

培
）

ハ
ウ

ス
ご

と
に

定
植

時
期

を
ず

ら
し

て
の

周
年

連
続

出
荷

（
経

営
概

要
）

4.
3 

次
世

代
施

設
園

芸
埼

⽟
県

拠
点

(1
)

４
．

事
例

編

組
織

体
制

概
要

イ
オ
ン
ア
グ
リ
創
造
（
株
）

埼
⽟
久
喜
農
場

栽
培

担
当

4名
※
11

棟
の

ハ
ウ

ス
を
1⼈

2~
3棟

担
当

農
場

⻑
農

場
経

営
全

体
に

お
け

る
対

外
、

対
内

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

※
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
社

員
：

パ
ー

ト
従

業
員

の
こ

と
。

⼈
数

は
平

成
30

年
10

⽉
現

在
の

も
の

。

副
農

場
⻑

農
場

経
営

全
体

に
お

け
る

対
内

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

（
栽

培
統

括
、

GG
AP

責
任

者
）

栽
培

管
理

作
業

全
般
+選

果
作

業
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
社

員
90

〜
10
0名

選
果

・
出

荷
担

当
1名

（
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
社

員
）

デ
ー

タ
・

資
材

管
理

担
当

1名

総
務

・
総

務
・

経
理

担
当

施
設

管
理

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

社
員

4〜
5名

総
務

・
⼈

事
・

経
理

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

社
員

2名

⽣
産

本
部

本
部

⻑

4.
3 

次
世

代
施

設
園

芸
埼

⽟
県

拠
点

(2
)

４
．

事
例

編

作
業

ｵﾍ
ﾟﾚ

ｰｼ
ｮﾝ

教
育

担
当

リ
ー

ダ
ー
1名

担
当
1名

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

社
員

2名

施
設

管
理

担
当

1名
（

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

社
員

）

副
農

場
⻑

農
場

経
営

全
体

に
お

け
る

対
内

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

（
作

業
ｵﾍ

ﾟﾚ
ｰｼ

ｮﾝ
、

教
育

、
選

果
、

出
荷

、
施

設
管

理
統

括
）

営
業

担
当

本
社

営
業

部

60



作
業

管
理

体
制

概
要

•4
段

摘
⼼

栽
培

を
年

3作
⾏

う
前

提
で

ハ
ウ

ス
11

棟
で

順
に

、
は

種
〜

育
苗

〜
定

植
〜

収
穫

〜
撤

去
を

繰
り

返
す

年
間

作
付

計
画

を
策

定
す

る
。

•週
間

作
業

計
画

と
し

て
、

ハ
ウ

ス
11

棟
ご

と
の

作
業

内
容

と
必

要
⼈

⼯
数

を
割

り
当

て
た

も
の

を
策

定
す

る
。

•⽇
次

作
業

計
画

（
ワ

ー
ク

ス
ケ

ジ
ュ

ー
ル

）
と

し
て

、
個

⼈
別

の
作

業
場

所
と

作
業

内
容

を
時

間
帯

で
割

り
当

て
た

も
の

を
策

定
し

、
作

業
指

⽰
に

⽤
い

る
。

週
間

作
業

計
画

・
ハ

ウ
ス

別
と

作
業

内
容

と
必

要
⼈

⼯
数

の
割

当
・

ホ
ワ

イ
ト

ボ
ー

ド
に

よ
り

社
員

が
策

定

年
間

作
付

計
画

・
ハ

ウ
ス

別
の

、
は

種
〜

育
苗

〜
定

植
〜

収
穫

〜
撤

去
の

計
画

（
実

施
予

定
⽇

）

ワ
ー

ク
ス

ケ
ジ

ュ
ー

ル

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

社
員

作
業

記
録

・
⽇

次
作

業
計

画
と

し
て

個
⼈

別
の

作
業

場
所

、
作

業
内

容
、

時
間

帯
を

指
⽰

エ
リ

ア
責

任
者

・
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
社

員
の

作
業

状
況

を
集

計
、

記
録

農
場

⻑
・

副
農

場
⻑

総
務

・
⼈

事
責

任
者

作
業

記
録

⼊
⼒

・
集

計

・
作

業
計

画
の

調
整

・
作

付
計

画
の

調
整

4.
3 

次
世

代
施

設
園

芸
埼

⽟
県

拠
点

(3
)

４
．

事
例

編

No
.

対
策

Be
fo

re
（

対
策

前
）

Af
te

r（
対

策
後

）

1
⼒

量
の

向
上

・
パ

ー
ト

従
業

員
の

⼊
社

時
期

に
よ

り
教

育
差

が
出

て
お

り
、

作
業

の
⼒

量
の

差
に

つ
な

が
っ

て
い

る
。

・
組

織
体

制
を

⾒
直

し
、

従
来

は
栽

培
担

当
社

員
が

担
っ

て
い

た
も

の
を

、
作

業
オ

ペ
レ

ー
シ

ョ
ン

・
教

育
担

当
社

員
を

専
属

で
置

い
て

、
教

育
を

強
化

し
た

。

2
夏

季
の

作
業

対
策

・
夏

季
は

⽣
育

が
早

く
作

業
量

が
増

え
る

が
、

ハ
ウ

ス
内

が
⾼

温
と

な
り

、
作

業
能

率
が

落
ち

る
こ

と
が

あ
っ

た
。

・
作

業
開

始
時

刻
を

早
め

、
午

前
中

で
作

業
が

終
わ

る
よ

う
な

体
制

と
し

、
作

業
時

間
を

短
縮

し
た

。
・

労
働

⼒
が

不
⾜

す
る

際
に

は
、

シ
ル

バ
ー

⼈
材

の
活

⽤
、

県
内

の
⾃

社
農

場
か

ら
の

⽀
援

等
を

受
け

た
。

3
リ

ー
ダ

ー
の

登
⽤

・
パ

ー
ト

従
業

員
へ

の
作

業
指

⽰
や

指
導

を
社

員
が

⾏
っ

て
い

た
が

、
追

い
つ

か
な

い
⾯

も
あ

っ
た

。

・
社

会
保

険
に

加
⼊

し
て

い
る

パ
ー

ト
従

業
員

な
ど

か
ら

リ
ー

ダ
ー

に
登

⽤
を

⾏
っ

て
い

る
。

リ
ー

ダ
ー

の
上

に
社

員
を

置
き

体
制

固
め

を
⾏

っ
て

い
る

。

⽣
産

管
理

・
作

業
管

理
に

関
す

る
改

善
例

（
改

善
概

要
）

4.
3 

次
世

代
施

設
園

芸
埼

⽟
県

拠
点

(4
)

４
．

事
例

編

4.
3 

次
世

代
施

設
園

芸
埼

⽟
県

拠
点

(4
)

４
．

事
例

編

ハ
ウ

ス
20

棟
に

よ
る

ト
マ

ト
低

段
密

植
栽

培
・

周
年

連
続

出
荷

で
の

事
例

事
業

者
は

、
ア

メ
ー

ラ
や

ル
ビ

ン
ス

の
ブ

ラ
ン

ド
で

⾼
糖

度
ト

マ
ト

の
⽣

産
出

荷
を

⾏
う

（
株

）
サ

ン
フ

ァ
ー

マ
ー

ズ
の

メ
ン

バ
ー

会
社

で
あ

る
。

ま
た

事
業

者
は

、
す

で
に

他
所

で
栽

培
経

験
が

あ
る

メ
ン

バ
ー

会
社

４
社

【
（

有
）

⾼
橋

⽔
耕

、
（

有
）

ハ
ニ

ー
ポ

ニ
ッ

ク
、

（
株

）
さ

い
と

う
農

園
、

（
株

）
フ

ォ
ー

リ
ー

フ
フ

ァ
ー

ム
】

に
よ

り
共

同
運

営
が

さ
れ

て
い

る
。

閉
鎖

型
苗

⽣
産

シ
ス

テ
ム

で
の

計
画

的
な

育
苗

と
低

段
密

植
栽

培
に

よ
る

周
年

連
続

出
荷

が
⾏

わ
れ

、
２

０
棟

を
各

社
が

５
棟

ず
つ

受
け

持
ち

、
定

植
や

収
穫

時
期

を
ず

ら
し

な
が

ら
栽

培
を

⾏
う

。
選

果
と

出
荷

は
Ｊ

Ａ
お

お
い

が
わ

の
既

設
の

選
果

施
設

を
利

⽤
し

て
い

る
。

所
在

地
静

岡
県

駿
東

郡
⼩

⼭
町

社
員

数
８

名
（

共
同

運
営

４
社

が
各

２
名

）

事
業

者
（

株
）

サ
ン

フ
ァ

ー
ム

富
⼠

⼩
⼭

パ
ー

ト
数

２
９

名

品
⽬

⾼
糖

度
ト

マ
ト

（
ア

メ
ー

ラ
）

、
⾼

糖
度

ミ
ニ

ト
マ

ト
（

ル
ビ

ン
ズ

）

栽
培

開
始

平
成

２
８

年
２

⽉
定

植
開

始

出
荷

先
市

場
出

荷
（

デ
パ

ー
ト

、
量

販
店

等
向

け
）

ハ
ウ

ス
４

.０
ha

【
約

20
aの

両
屋

根
型

連
棟

ハ
ウ

ス
（

低
コ

ス
ト

耐
候

性
ハ

ウ
ス

）
が

全
20

棟
】

栽
培

⽅
式

固
形

培
地

耕
ポ

ッ
ト

栽
培

（
点

滴
給

液
）

に
よ

る
年

2.
5作

型
の

低
段

密
植

栽
培

（
３

段
摘

⼼
栽

培
）

ハ
ウ

ス
ご

と
に

定
植

時
期

を
ず

ら
し

て
の

周
年

連
続

出
荷

（
経

営
概

要
）

4.
4 

次
世

代
施

設
園

芸
静

岡
県

拠
点

(1
)

４
．

事
例

編
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組
織

体
制

概
要

●
共

同
運

営
の

４
社

に
よ

る
経

営
。

●
協

同
運

営
会

社
の

各
社

は
ベ

テ
ラ

ン
社

員
１

名
と

新
規

採
⽤

の
社

員
１

名
か

ら
な

る
。

●
パ

ー
ト

従
業

員
は

（
株

）
サ

ン
フ

ァ
ー

ム
富

⼠
⼩

⼭
で

⼀
括

雇
⽤

し
て

い
る

。

（
株
）
サ
ン
フ
ァ
ー
ム
富
⼠
⼩
⼭

（
有

）
⾼

橋
⽔

耕
（

２
名

）

（
有

）
ハ

ニ
ー

ポ
ニ

ッ
ク

（
２

名
）

㈱
さ

い
と

う
農

園
（

２
名

）

㈱
フ

ォ
ー

リ
ー

フ
フ

ァ
ー

ム
（

２
名

）

社
員

（
８

名
）

グ
ル

ー
プ

１

グ
ル

ー
プ

２

グ
ル

ー
プ

３

パ
ー

ト
（

各
社

単
位

に
７

名
の

グ
ル

ー
プ

を
形

成
）

協 同 運 営 会 社

4.
4 

次
世

代
施

設
園

芸
静

岡
県

拠
点

(2
)

４
．

事
例

編

グ
ル

ー
プ

4

作
業

管
理

体
制

概
要

•年
間

の
⽣

産
計

画
や

標
準

的
な

作
業

時
間

は
、

サ
ン

フ
ァ

ー
マ

ー
ズ

グ
ル

ー
プ

で
共

有
化

さ
れ

て
お

り
、

地
域

の
気

象
条

件
等

を
加

味
し

て
当

地
で

の
年

間
⽣

産
計

画
が

策
定

さ
れ

て
い

る
。

•収
穫

や
管

理
等

の
⽇

常
作

業
は

、
各

社
の

グ
ル

ー
プ

単
位

で
指

⽰
と

実
施

が
さ

れ
る

が
、

作
業

負
荷

の
⾼

い
定

植
や

⽚
づ

け
な

ど
は

、
他

社
へ

の
ヘ

ル
プ

も
⾏

い
効

率
的

に
進

め
る

体
制

を
持

つ
（

サ
ン

フ
ァ

ー
マ

ー
ズ

グ
ル

ー
プ

の
他

の
共

同
運

営
農

場
も

同
様

な
体

制
）

。

各
社

別
作

業
の

指
⽰

・
ハ

ウ
ス

区
画

と
作

業
内

容
（

は
種

、
鉢

上
げ

、
定

植
、

収
穫

、
芽

か
き

、
摘

果
、

誘
引

、
ホ

ル
モ

ン
処

理
、

⽚
付

け
）

の
指

⽰
・

他
社

へ
の

ヘ
ル

プ
指

⽰
・

ホ
ワ

イ
ト

ボ
ー

ド
等

に
よ

り
社

員
が

指
⽰

年
間

⽣
産

計
画

（
全

体
）

・
共

同
運

営
各

社
の

ハ
ウ

ス
別

の
、

は
種

〜
育

苗
〜

定
植

〜
収

穫
〜

撤
去

の
計

画
・

標
準

的
な

作
業

時
間

は
、

グ
ル

ー
プ

内
で

蓄
積

さ
れ

て
い

る

各
社

別
作

業
の

実
施

各
共

同
運

営
会

社
パ

ー
ト

他
社

作
業

ヘ
ル

プ
の

実
施

・
各

社
の

グ
ル

ー
プ

単
位

で
の

作
業

・
グ

ル
ー

プ
を

超
え

た
共

同
作

業

4.
4 

次
世

代
施

設
園

芸
静

岡
県

拠
点

(3
)

４
．

事
例

編

No
.

対
策

Be
fo

re
（

対
策

前
）

Af
te

r（
対

策
後

）

1
年

間
作

業
の

平
準

化

・
夏

季
の

作
業

量
は

冬
季

の
1.

5倍
程

度
あ

る
が

、
冬

季
の

仕
事

量
が

少
な

く
閑

散
期

と
な

る
た

め
、

年
間

作
業

の
平

準
化

を
は

か
る

必
要

が
あ

る
。

・
閑

散
期

に
は

就
業

時
間

の
調

整
や

、
コ

ン
テ

ナ
な

ど
の

洗
い

物
等

の
仕

事
作

り
で

対
応

し
て

い
る

。

2
社

員
教

育
・

各
社

に
新

規
採

⽤
の

社
員

が
１

名
ず

つ
お

り
、

技
術

⼒
や

管
理

能
⼒

の
向

上
が

必
要

と
な

る
。

・
各

社
の

ベ
テ

ラ
ン

社
員

に
よ

る
OJ

Tを
⾏

い
な

が
ら

、
栽

培
技

術
を

学
び

つ
つ

、
パ

ー
ト

従
業

員
と

と
も

に
作

業
を

進
め

る
中

で
管

理
能

⼒
を

⾝
に

着
け

て
い

る
。

3
段

取
り

・
農

場
内

で
事

務
所

か
ら

各
ハ

ウ
ス

へ
の

距
離

が
⻑

く
、

移
動

時
間

を
要

し
て

い
る

。

・
作

業
遅

延
を

起
こ

さ
な

い
よ

う
、

作
業

開
始

時
間

ま
で

に
作

業
区

画
に

移
動

す
る

よ
う

、
余

裕
を

持
っ

た
作

業
時

間
を

組
ん

で
い

る
。

4
各

社
で

の
勉

強
会

・
毎

週
１

回
、

４
社

の
勉

強
会

を
⾏

い
、

１
社

の
圃

場
を

各
社

で
⾒

て
、

考
え

⽅
や

⽅
法

を
確

認
し

、
各

社
の

意
⾒

も
出

し
あ

っ
て

い
る

。

・
毎

週
実

施
の

勉
強

会
は

必
要

に
応

じ
⾏

う
よ

う
に

な
り

、
SF

I総
合

研
究

所
の

デ
ー

タ
を

も
と

に
グ

ル
ー

プ
全

体
で

の
検

討
を

⾏
っ

て
い

る
。

⽣
産

管
理

・
作

業
管

理
に

関
す

る
改

善
例

（
改

善
概

要
）

4.
4 

次
世

代
施

設
園

芸
静

岡
県

拠
点

(4
)

４
．

事
例

編

4.
4 

次
世

代
施

設
園

芸
静

岡
県

拠
点

(5
)

４
．

事
例

編
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ハ
ウ

ス
18

棟
に

よ
る

ト
マ

ト
⻑

段
栽

培
・

周
年

連
続

出
荷

で
の

事
例

積
雪

地
帯

で
の

⼤
規

模
施

設
園

芸
の

た
め

、
⼤

型
の

単
棟

ハ
ウ

ス
を

合
計

28
棟

（
ト

マ
ト

⽤
18

棟
、

切
り

花
⽤

10
棟

）
を

設
置

し
、

ま
た

周
年

出
荷

の
た

め
、

各
ハ

ウ
ス

の
定

植
時

期
を

ず
ら

し
た

連
続

栽
培

を
⾏

っ
て

い
る

。
そ

の
た

め
、

ハ
ウ

ス
ご

と
の

作
業

内
容

が
異

な
り

、
綿

密
な

作
業

計
画

と
適

切
な

作
業

指
⽰

が
必

要
と

な
っ

て
い

る
。

以
下

に
ト

マ
ト

部
⾨

で
の

事
例

を
紹

介
す

る
。

。

所
在

地
富

⼭
県

富
⼭

市
社

員
数

7名
（

ト
マ

ト
部

⾨
）

事
業

者
(株

)富
⼭

環
境

整
備

パ
ー

ト
数

50
名

（
ト

マ
ト

部
⾨

）

品
⽬

中
⽟

ト
マ

ト
（

フ
ル

テ
ィ

カ
、

⾼
糖

度
栽

培
に

よ
る

）
栽

培
開

始
平

成
26

年
12

⽉
定

植
開

始

出
荷

先
量

販
店

、
ネ

ッ
ト

ス
ー

パ
ー

等

ハ
ウ

ス
約

2.
9h

a（
約

10
a〜

25
aの

ハ
ウ

ス
が

全
18

棟
、

間
⼝

20
〜

24
m

の
⼤

屋
根

型
単

棟
ハ

ウ
ス

）
※

切
り

花
部

⾨
は

12
a×

10
棟

栽
培

⽅
式

養
液

⼟
耕

栽
培

（
ア

イ
メ

ッ
ク

⽅
式

）
に

よ
る

年
1作

型
の

⻑
段

栽
培

ハ
ウ

ス
ご

と
に

定
植

時
期

を
ず

ら
し

て
の

周
年

連
続

出
荷

（
経

営
概

要
）

4.
5 

次
世

代
施

設
園

芸
富

⼭
県

拠
点

(1
)

４
．

事
例

編

組
織

体
制

概
要

（
ト

マ
ト

部
⾨

）
•

ハ
ウ

ス
作

業
（

収
穫

と
管

理
）

と
選

果
作

業
を

グ
ル

ー
プ

で
分

担
す

る
。

•
各

グ
ル

ー
プ

に
社

員
を

配
置

し
、

パ
ー

ト
従

業
員

を
都

度
割

り
当

て
て

作
業

指
⽰

を
⾏

う
。

•
ハ

ウ
ス

作
業

は
各

棟
で

グ
ル

ー
プ

単
位

で
⾏

う
（

全
18

棟
に

対
し

作
業

実
施

は
常

時
5棟

程
度

）
。

管
理

者

選
果

グ
ル

ー
プ

（
3名

）

社
員

（
7名

）

グ
ル

ー
プ

１

グ
ル

ー
プ

２

グ
ル

ー
プ

３

グ
ル

ー
プ

４

グ
ル

ー
プ

５

選
果

グ
ル

ー
プ

パ
ー

ト
（

50
名

）

ハ ウ ス 作 業

※
パ

ー
ト

の
グ

ル
ー

プ
の

割
り

当
て

は
、

固
定

化
し

て
い

な
い

。

※
⼈

数
は

平
成

30
年

1⽉
現

在
の

も
の

。

社
員

（
シ

フ
ト

調
整

）

栽
培

担
当

グ
ル

ー
プ

（
3名

）

4.
5 

次
世

代
施

設
園

芸
富

⼭
県

拠
点

(2
)

４
．

事
例

編

作
業

管
理

体
制

概
要

（
ト

マ
ト

部
⾨

）
•

全
体

の
作

業
計

画
は

、
標

準
作

業
時

間
に

季
節

要
因

等
を

加
味

し
な

が
ら

、
⽉

間
作

業
計

画
表

で
決

定
さ

れ
る

。
•

各
グ

ル
ー

プ
の

社
員

は
、

⽉
間

作
業

計
画

表
に

も
と

づ
き

、
作

業
指

⽰
書

を
パ

ー
ト

向
け

に
作

成
し

、
指

⽰
や

指
導

を
⾏

う
。

•
作

業
進

捗
状

況
は

、
パ

ー
ト

→
栽

培
担

当
社

員
→

週
間

会
議

（
全

社
員

）
で

共
有

さ
れ

、
計

画
の

策
定

や
⾒

直
し

に
反

映
さ

れ
、

PD
CA

サ
イ

ク
ル

が
⾏

わ
れ

て
い

る
。 作

業
指

⽰
書

・
ハ

ウ
ス

別
、

⽇
別

の
指

⽰
・

栽
培

担
当

社
員

が
作

成

作
業

マ
ッ

プ
(ハ

ウ
ス

)
・

ハ
ウ

ス
の

畝
図

に
作

業
者

名
、

作
業

箇
所

、
作

業
時

間
を

記
録

。

⽉
間

作
業

計
画

表
（

全
体

）

・
ハ

ウ
ス

別
、

⽇
別

の
作

業
内

容
と

⼈
⼯

の
計

画
表

作
業

実
施

管
理

者
・

栽
培

担
当

社
員

社
員

パ
ー

ト
（

各
グ

ル
ー

プ
）

作
業

⽇
誌

（
個

⼈
）

・
個

⼈
別

に
、

⽇
時

、
ハ

ウ
ス

、
作

業
内

容
、

作
業

時
間

を
記

録
。

作
業

集
計

表
・

作
業

進
捗

状
況

の
集

計
・

個
⼈

別
作

業
時

間
の

集
計

等
週

間
会

議
（

全
社

員
）

・
作

業
進

捗
確

認
・

作
業

計
画

⾒
直

標
準

作
業

時
間

の
算

定
、

修
正

P
D

C
A4.

5 
次

世
代

施
設

園
芸

富
⼭

県
拠

点
(3

)
４

．
事

例
編

作
業

管
理

帳
票

例
（

ト
マ

ト
部

⾨
：

⽉
間

作
業

計
画

）
•

各
ハ

ウ
ス

で
実

施
予

定
の

作
業

内
容

を
あ

ら
か

じ
め

⾒
通

し
、

作
業

内
容

を
割

り
当

て
る

。
作

業
を

実
施

す
る

ハ
ウ

ス
は

、
常

時
5棟

程
度

。

•
主

な
作

業
内

容
は

、
撤

去
〜

定
植

、
誘

引
、

下
葉

か
き

で
あ

る
。

•
上

記
作

業
に

必
要

な
⼈

⼯
数

と
、

こ
れ

と
は

別
に

収
穫

と
選

果
作

業
の

⼈
⼯

数
を

⾒
積

も
る

。

4.
5 

次
世

代
施

設
園

芸
富

⼭
県

拠
点

(4
)

４
．

事
例

編

63



作
業

指
⽰

書
例

（
ト

マ
ト

部
⾨

）
•

⽉
間

作
業

計
画

表
に

も
と

づ
き

、
栽

培
担

当
社

員
が

、
そ

の
時

期
に

必
要

な
作

業
内

容
を

指
⽰

す
る

。

•
指

⽰
書

は
、

社
員

の
勉

強
も

兼
ね

て
作

成
し

て
お

り
、

標
準

化
は

し
て

い
な

い
。

•
指

⽰
書

の
様

式
も

⾃
由

で
、

⽂
書

の
み

の
も

の
、

図
式

化
さ

れ
た

も
の

な
ど

が
あ

る
。

4.
5 

次
世

代
施

設
園

芸
富

⼭
県

拠
点

(5
)

４
．

事
例

編

No
.

対
策

Be
fo

re
（

対
策

前
）

Af
te

r（
対

策
後

）

1
作

業
⼯

程
の

⽉
間

⾒
通

し

・
当

初
は

栽
培

経
験

が
少

な
い

こ
と

か
ら

短
期

の
作

業
⾒

通
し

し
か

無
か

っ
た

た
め

、
作

業
遅

れ
に

つ
な

が
る

こ
と

が
あ

っ
た

。

・
2巡

⽬
に

⼊
り

、
作

業
⼯

程
の

⼿
順

や
作

業
負

荷
を

把
握

し
た

こ
と

で
、

ひ
と

⽉
程

度
の

作
業

⾒
通

し
が

⽴
て

ら
れ

、
⽉

間
作

業
計

画
に

よ
り

作
業

を
適

宜
実

施
し

て
い

る
。

2
社

員
教

育
・

新
規

採
⽤

の
社

員
も

多
く

、
経

験
不

⾜
が

⾒
ら

れ
た

。
・

経
験

の
あ

る
社

員
と

の
ペ

ア
に

よ
り

グ
ル

ー
プ

を
組

み
、

同
じ

ハ
ウ

ス
の

管
理

を
担

当
す

る
こ

と
で

経
験

を
積

み
、

パ
ー

ト
の

指
導

や
作

業
計

画
の

策
定

に
も

い
か

し
て

い
る

。

3
５

Sの
導

⼊
・

ハ
ウ

ス
が

分
散

し
、

機
材

等
は

各
ハ

ウ
ス

に
置

か
れ

、
統

⼀
的

な
管

理
が

難
し

か
っ

た
。

・
資

材
や

機
材

の
置

き
場

所
を

、
床

⾯
等

に
表

⽰
を

⾏
い

、
定

位
置

へ
の

整
理

整
頓

を
進

め
、

作
業

時
間

の
短

縮
に

も
つ

な
が

っ
て

い
る

。

⽣
産

管
理

・
作

業
管

理
に

関
す

る
改

善
例

（
改

善
概

要
）

4.
5 

次
世

代
施

設
園

芸
富

⼭
県

拠
点

(6
)

４
．

事
例

編

4.
5 

次
世

代
施

設
園

芸
富

⼭
県

拠
点

(7
)

４
．

事
例

編

ミ
ニ

ト
マ

ト
⻑

段
栽

培
・

周
年

連
続

出
荷

で
の

事
例

３
区

画
の

栽
培

区
（

Ａ
Ｂ

区
各

約
1.

4h
a、

Ｃ
区

約
0.

7h
a）

を
設

置
し

、
栽

培
時

期
を

ず
ら

し
て

ミ
ニ

ト
マ

ト
の

周
年

栽
培

、
周

年
出

荷
を

実
施

す
る

。
各

作
業

ご
と

に
責

任
者

（
社

員
）

を
配

置
、

パ
ー

ト
従

業
員

の
管

理
を

⾏
う

。

所
在

地
愛

知
県

豊
橋

市
社

員
数

6名

事
業

者
イ

ノ
チ

オ
み

ら
い

㈱
パ

ー
ト

数
60

名
（

H3
1年

3⽉
時

点
）

品
⽬

ミ
ニ

ト
マ

ト
栽

培
開

始
平

成
28

年
9⽉

上
旬

定
植

開
始

出
荷

先
イ

ノ
チ

オ
つ

な
ぐ

㈱

ハ
ウ

ス
約

3.
6h

a
24

連
棟

･間
⼝

9m
×

13
3m

（
A･

B区
画

） 12
連

棟
･間

⼝
9m

×
64

m
（

C区
画

）
栽

培
⽅

式
養

液
栽

培
（

ロ
ッ

ク
ウ

ー
ル

）
に

よ
る

年
1作

型
の

⻑
段

栽
培

区
画

ご
と

に
定

植
時

期
を

ず
ら

し
て

の
周

年
連

続
出

荷

（
経

営
概

要
）

4.
6 

次
世

代
施

設
園

芸
愛

知
県

拠
点

(1
)

４
．

事
例

編

区
画

⾯
積

1⽉
2⽉

3⽉
10

⽉
11

⽉
12

⽉

A区
13

,8
24

㎡
定

植
収

穫

B区
13

,8
24

㎡
定

植
収

穫

C区
6,

91
2㎡

定
植

収
穫

4⽉
5⽉

6⽉
7⽉

8⽉
9⽉

※
定

植
時

期
は

平
成

29
年

の
も

の
。

平
成

30
年

の
AB

区
の

定
植

は
暑

さ
を

避
け

9⽉
に

実
施

予
定

。
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組
織

体
制

概
要

•
ハ

ウ
ス

で
の

⾼
所

作
業

と
低

所
作

業
、

お
よ

び
選

果
作

業
を

３
つ

の
作

業
グ

ル
ー

プ
で

分
担

す
る

。
•

社
員

か
ら

の
指

⽰
は

準
社

員
を

通
じ

⾏
う

。

防
除

管
理

責
任

者
（

農
場

⻑
兼

務
）

選
果

調
整

管
理

責
任

者

社
員

（
6名

）

選
果

作
業

グ
ル

ー
プ

栽
培

管
理

責
任

者

栽 培

農
場

⻑
作

業
（

パ
ー

ト
60

名
）

⾼
所

作
業

グ
ル

ー
プ

（
誘

引
・

お
ろ

し
ず

ら
し

・
摘

果
）

低
所

作
業

グ
ル

ー
プ

（
収

穫
・

葉
か

き
他

）

選 果4.
6 

次
世

代
施

設
園

芸
愛

知
県

拠
点

(2
)

４
．

事
例

編

肥
料

管
理

責
任

者
(兼

)
作

業
管

理
責

任
者

準
社

員

準
社

員

準
社

員

作
業

管
理

体
制

概
要

•
全

体
の

作
業

計
画

は
、

パ
ー

ト
出

勤
予

定
お

よ
び

作
業

効
率

か
ら

週
毎

に
「

作
業

予
実

管
理

表
」

に
て

決
定

さ
れ

る
。

•
社

員
は

、
週

間
作

業
計

画
に

も
と

づ
き

、
パ

ー
ト

の
配

置
を

⾏
う

。

•
作

業
記

録
か

ら
作

業
実

績
表

を
作

成
し

、
毎

⽇
「

作
業

予
実

管
理

表
」

に
⼊

⼒
す

る
こ

と
で

作
業

の
進

捗
を

把
握

す
る

。

•
予

実
差

か
ら

翌
⽇

の
作

業
計

画
・

⼈
員

配
置

を
⾒

直
す

。
⾒

直
し

ミ
ー

テ
ィ

ン
グ

（
PD

CA
ミ

ー
テ

ィ
ン

グ
）

は
農

場
⻑

を
中

⼼
と

し
た

全
管

理
者

で
構

成
さ

れ
、

毎
⽇

⼣
⽅

実
施

す
る

。

※
ミ

ー
テ

ィ
ン

グ
構

成
員

農
場

⻑
＋

労
務

管
理

者
＋

栽
培

管
理

者
＋

選
果

管
理

者

出
勤

予
定

表
・

全
パ

ー
ト

の
翌

⽉
シ

フ
ト

表

P

C
A

作
業

予
実

管
理

表

・
各

温
室

、
各

作
業

の
作

業
計

画
表

・
各

温
室

、
各

作
業

の
作

業
実

績
表

（
週

毎
）

作
業

効
率

表
・

全
パ

ー
ト

の
前

週
に

お
け

る
各

作
業

の
作

業
効

率
⼀

覧
表

（
速

度
・

適
正

度
）

作
業

実
績

表

・
各

温
室

、
各

作
業

の
作

業
記

録
（

紙
ベ

ー
ス

、
パ

ー
ト

が
記

⼊
）

D
毎

週
⼊

⼒
毎

⽇
⼊

⼒

進
捗

と
予

実
確

認
翌

⽇
の

計
画

変
更 社
員

ミ
ー

テ
ィ

ン
グ

※

進
捗

確
認

・
計

画
⾒

直
（

毎
⽇

⼣
⽅

）

4.
6 

次
世

代
施

設
園

芸
愛

知
県

拠
点

(3
)

４
．

事
例

編

作
業

管
理

帳
票

例
•

作
業

項
⽬

ご
と

に
、

パ
ー

ト
⽒

名
、

作
業

効
率

（
前

週
の

作
業

速
度

デ
ー

タ
）

、
出

勤
時

間
を

⼊
⼒

す
る

と
、

予
定

作
業

列
数

が
表

⽰
さ

れ
る

Ex
ce

lフ
ォ

ー
マ

ッ
ト

に
な

っ
て

い
る

。

•
実

際
の

作
業

列
数

を
⼊

⼒
す

る
と

、
当

⽇
の

作
業

進
捗

率
（

予
定

に
対

す
る

達
成

率
）

が
⾃

動
計

算
さ

れ
る

。

•
累

積
進

捗
率

が
10

0%
に

な
る

よ
う

に
、

予
実

差
か

ら
翌

⽇
の

⼈
員

配
置

・
⼈

⼯
を

決
め

る
。

作
業
名

⽒
名

作
業
効
率

（
前
週
）

⽉
⽕

⽔
予
定
出

勤
時
間

予
定
作

業
列
数

実
績
作

業
列
数

予
定
出

勤
時
間

予
定
作

業
列
数

実
績
作

業
列
数

予
定
出

勤
時
間

予
定
作

業
列
数

実
績
作

業
列
数

収
穫

○
川

○
⼦

80
分

/列
6h

4.
5列

4列
6h

4.
5列

5列
6h

4.
5列

4列

○
⽥

○
美

65
分

/列
4h

3.
7列

4列
4h

3.
7列

4.
2列

4h
3.
7列

7列

○
野

○
恵

75
分

/列
8h

6.
4列

7列
8h

6.
4列

7列

○
原

○
⼦

35
分

/列
8h

13
.7

列
10

列
8h

13
.7

列
14

.8
列

○
⼭

○
代

50
分

/列
5h

6列
6列

5h
6列

8列

○
村

○
⼦

40
分

/列
7h

10
.5

列
9列

7h
10

.5
列

10
列

平
均

58
分

/列
当

⽇
達

成
率

77
%

当
⽇

達
成

率
10

8%
当

⽇
達

成
率

11
3%

累
積

進
捗

率
27

%
累

積
進

捗
率

49
%

累
積

進
捗

率
10

0%

4.
6 

次
世

代
施

設
園

芸
愛

知
県

拠
点

(4
)

４
．

事
例

編

作
業

指
⽰

書
例

•
全

体
計

画
に

も
と

づ
き

、
⽇

々
の

作
業

内
容

を
各

グ
ル

ー
プ

等
に

指
⽰

す
る

。

•
指

⽰
書

の
作

成
は

管
理

者
（

社
員

）
が

⾏
い

、
ホ

ワ
イ

ト
ボ

ー
ド

に
簡

潔
に

⽰
し

て
あ

る
。

作 業 指 ⽰ 内 容

○
収
穫
作
業

★
「

⾚
」

B‐
①

区
画

1列
⽬

⇒
30

列
⽬

★
収

穫
⾊

基
準

「
通

常
」

★
収

穫
終

了
後

は
葉

か
き

作
業

○
誘
引
作
業

⽬ 標 時 間
35

分
/列

作 業 者

○
川

○
⼦

○
⽥

○
美

○
野

○
恵

○
原

○
⼦

○
⼭

○
代

○
村

○
⼦

作
業

指
⽰

20
16

/1
2/
22

（
⽊

）

作
業

名
作

業
進

捗

誘
引

葉
か

き

収
穫

予
定

実
績⽉

⽕
⽔

⽊
⾦

⽉
⽕

⽔

予
定 ⽉

⽕
⽔

⽊
⾦

⽉

実
績

⽕
⽔

曜 ⽇
収

穫
誘

引
葉

か き

⽉
○

○
○

⽕
○

○

⽔
○

○
○

⽊
○

⾦
○

○

⼟
○

⽇

4.
6 

次
世

代
施

設
園

芸
愛

知
県

拠
点

(5
)

４
．

事
例

編
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No
.

対
策

Be
fo

re
（

対
策

前
）

Af
te

r（
対

策
後

）

1
収

量
予

測
と

作
業

計
画

の
連

動

・
作

業
計

画
単

体
で

策
定

を
し

て
い

た
が

、
収

量
変

動
に

よ
る

影
響

を
受

け
、

計
画

の
変

更
が

多
く

⾒
ら

れ
た

。

・
収

量
予

測
を

⾏
う

と
と

も
に

、
そ

の
結

果
を

作
業

計
画

に
組

み
⼊

れ
る

こ
と

で
、

作
業

計
画

の
精

度
を

⾼
め

た
。

そ
の

他
に

、
販

売
計

画
や

防
除

計
画

と
も

連
動

さ
せ

て
い

る
。

2
作

業
担

当
制

へ
の

変
更

・
A~

C区
の

ハ
ウ

ス
別

エ
リ

ア
担

当
制

を
敷

い
た

が
、

エ
リ

ア
に

よ
り

作
業

が
終

わ
ら

な
い

こ
と

が
あ

っ
た

。

・
⾼

所
と

低
所

作
業

な
ど

、
作

業
担

当
制

に
変

え
、

そ
の

作
業

効
率

を
⾼

め
た

。
ま

た
担

当
社

員
を

固
定

化
し

て
指

⽰
内

容
の

統
⼀

を
図

っ
た

。

3
ビ

デ
オ

等
に

よ
る

作
業

教
育

・
マ

ニ
ュ

ア
ル

や
ホ

ワ
イ

ト
ボ

ー
ド

で
の

作
業

教
育

を
⾏

っ
て

い
た

。
・

作
業

内
容

を
ビ

デ
オ

化
し

て
、

わ
か

り
や

す
く

⾒
え

る
化

を
進

め
、

あ
わ

せ
て

作
業

の
標

準
化

に
も

役
⽴

て
た

。

⽣
産

管
理

・
作

業
管

理
に

関
す

る
改

善
例

（
改

善
概

要
）

4.
6 

次
世

代
施

設
園

芸
愛

知
県

拠
点

(6
)

４
．

事
例

編

4.
6 

次
世

代
施

設
園

芸
愛

知
県

拠
点

(7
)

４
．

事
例

編

3.
6h

aフ
ェ

ン
ロ

ー
型

ハ
ウ

ス
・

ト
マ

ト
⻑

段
栽

培
・

周
年

連
続

出
荷

で
の

事
例

3.
6h

aの
⼤

規
模

フ
ェ

ン
ロ

ー
型

ハ
ウ

ス
に

て
、

⼤
⽟

ト
マ

ト
1.

8h
a・

ミ
ニ

ト
マ

ト
1.

8h
aの

⽣
産

を
⾏

う
。

作
型

は
、

8⽉
に

定
植

し
、

10
⽉

〜
翌

年
7⽉

ま
で

収
穫

を
⾏

う
越

冬
⻑

栽
培

を
採

⽤
し

て
い

る
。

繁
忙

期
に

は
約

10
0名

の
パ

ー
ト

従
業

員
を

抱
え

る
た

め
、

綿
密

な
作

業
計

画
と

適
切

な
作

業
指

⽰
が

必
要

と
な

っ
て

い
る

。
以

下
に

事
例

を
紹

介
す

る
。

所
在

地
兵

庫
県

加
⻄

市
社

員
数

１
１

名
（

⽣
産

８
名

、
営

業
・

総
務

３
⼈

）

事
業

者
（

株
）

兵
庫

ネ
ク

ス
ト

フ
ァ

ー
ム

パ
ー

ト
数

約
10

0名

品
⽬

⼤
⽟

ト
マ

ト
（

ハ
ウ

ス
桃

太
郎

他
）

ミ
ニ

ト
マ

ト
（

ス
プ

ラ
ッ

シ
ュ

他
）

栽
培

開
始

平
成

27
年

8⽉
定

植

出
荷

先
量

販
店

等

ハ
ウ

ス
約

4.
0h

a（
1.

8h
a 

⼤
⽟

ト
マ

ト
、

1.
8h

a
ミ

ニ
ト

マ
ト

、
0.

4h
a 

作
業

棟
）

栽
培

⽅
式

RW
栽

培
に

よ
る

年
1作

型
の

越
冬

⻑
段

栽
培

（
経

営
概

要
）

平
成

31
年

3⽉
現

在

1⽉
2⽉

3⽉
4⽉

5⽉
6⽉

11
⽉

12
⽉

⼤
⽟

ト
マ

ト
定

植

ミ
ニ

ト
マ

ト
定

植
収

穫

7⽉

収
穫

8⽉
9⽉

10
⽉

（
作

型
）4.

7 
次

世
代

施
設

園
芸

兵
庫

県
拠

点
(1

)
４

．
事

例
編

組
織

体
制

概
要

•
ハ

ウ
ス

作
業

（
⾼

所
）

、
ハ

ウ
ス

作
業

（
低

所
）

、
選

果
作

業
に

⼤
き

く
分

か
れ

る
。

•
毎

週
⽉

曜
⽇

の
打

合
せ

で
、

今
週

・
翌

週
の

⽅
針

を
決

定
。

責
任

者
よ

り
各

リ
ー

ダ
ー

の
社

員
に

指
⽰

が
あ

り
、

リ
ー

ダ
ー

は
社

員
ア

シ
ス

タ
ン

ト
を

通
じ

、
パ

ー
ト

へ
の

指
⽰

や
指

導
を

⾏
う

。

所
⻑

（
取

締
役

）

選
果

責
任

者

社
員

（
11

名
）

⾼
所

班

低
所

班

選
果

班

パ
ー

ト
（

約
10

0名
）

ハ ウ ス 作 業

※
社

員
の

う
ち

各
リ

ー
ダ

ー
は

、
パ

ー
ト

の
社

員
ア

シ
ス

タ
ン

ト
か

ら
登

⽤
さ

れ
て

い
る

。

社
員

ア
シ

ス
タ

ン
ト

（
ト

レ
ー

ナ
ー

）

社
員

ア
シ

ス
タ

ン
ト

（
ト

レ
ー

ナ
ー

）

栽
培

責
任

者

4.
7 

次
世

代
施

設
園

芸
兵

庫
県

拠
点

(2
)

４
．

事
例

編

⼤
⽟

リ
ー

ダ
ー

選
果

リ
ー

ダ
ー

選 果 作 業

ﾐﾆ
ﾄﾏ

ﾄﾘ
ｰ

ﾀﾞ
ｰ

営
業

責
任

者

ミ
ニ

ト
マ

ト
責

任
者

栽
培

労
務

責
任

者

事
務

担
当

者
1名

66



作
業

管
理

体
制

概
要

•
全

体
の

作
業

計
画

は
、

標
準

作
業

時
間

に
季

節
要

因
等

を
加

味
し

な
が

ら
、

週
単

位
で

決
定

さ
れ

る
。

•
労

務
担

当
の

社
員

は
、

週
間

作
業

計
画

に
も

と
づ

き
、

作
業

指
⽰

書
を

パ
ー

ト
向

け
に

作
成

し
、

指
⽰

や
指

導
を

⾏
う

。
•

作
業

進
捗

状
況

は
、

パ
ー

ト
→

社
員

（
労

務
担

当
）

→
週

間
会

議
（

全
社

員
）

で
共

有
さ

れ
、

計
画

の
策

定
や

⾒
直

に
反

映
さ

れ
、

PD
CA

サ
イ

ク
ル

が
⾏

わ
れ

て
い

る
。

作
業

指
⽰

(グ
ル

ー
プ

)

・
ハ

ウ
ス

別
、

グ
ル

ー
プ

別
の

指
⽰

・
選

果
班

は
選

果
担

当
が

作
成

作
業

マ
ッ

プ
(ハ

ウ
ス

)
・

ハ
ウ

ス
の

畝
図

に
作

業
者

名
、

作
業

箇
所

を
記

録
。

全
体

把
握

必
要

作
業

項
⽬

の
指

⽰
作

業
実

施
・

社
員

は
作

業
に

⼊
ら

な
い

。

ク
ロ

ッ
プ

マ
ネ

ー
ジ

ャ
ー

社
員

（
労

務
担

当
）

パ
ー

ト
（

各
グ

ル
ー

プ
）

作
業

⽇
誌

（
個

⼈
）

・
個

⼈
別

に
⽇

時
、

作
業

内
容

、
作

業
量

、
作

業
時

間
を

記
録

。

作
業

集
計

表
（

グ
ル

ー
プ

）
・

作
業

進
捗

状
況

の
集

計
・

個
⼈

別
作

業
時

間
の

集
計

等

週
間

会
議

（
全

社
員

）
・

作
業

進
捗

確
認

・
作

業
計

画
⾒

直
作

業
計

画
表

（
グ

ル
ー

プ
）

・
グ

ル
ー

プ
の

作
業

能
⼒

や
進

捗
を

も
と

に
、

週
間

の
作

業
計

画
を

作
成

。

標
準

作
業

時
間

の
算

定
、

修
正

P
D

C
A4.

7 
次

世
代

施
設

園
芸

兵
庫

県
拠

点
(3

)
４

．
事

例
編

作
業

時
間

計
算

（
例

）
区

分
指

示
内

容
効

率
作

業
計

画
分

/
列

列
数

計
曜

日
月

火
水

木
金

土
日

合
計

時
間

5
8

6
4

0
5
8

0
0

0
1
8
0
.8

3
列

数
5
0

5
5

5
0

1
5
5

時
間

2
8

3
3

0
2
0

0
0

0
8
0

列
数

5
5

6
5

4
0

1
6
0

時
間

0
0

0
0

0
0

0
0

列
数

0

時
間

0
0

0
0

0
0

0
0

列
数

0

時
間

3
5

3
0

0
2
5

0
0

0
9
0

列
数

7
0

6
0

5
0

1
8
0

時
間

1
8

1
5

0
1
3

0
0

0
4
5

列
数

7
0

6
0

5
0

1
8
0

時
間

2
6

2
2

0
1
8

0
0

0
6
6

摘
果

1
0
0
%

大
高

摘
果

～
8
→

3
8
～

7
→

2
7
以

下
0

1
7
0
1
：
6
果

2
2

0
0

1
8
0

0
0

6
6

0
0

誘
引

1
0
0
%

大
高

お
ろ

し
ず

ら
し

高
さ

揃
え

(床
高

さ
)以

下
1
0
㎝

下
げ

る
1
5
.0

0
1
8
0
.0

0
4
5
.0

0
お

ろ
し

ず
ら

し
1
0
0
%

大
高

誘
引

上
位

葉
3
0
.0

0
1
8
0
.0

0
9
0
.0

0

中
段

芽
か

き

ミ
ニ

高
天

敵
放

飼
1
2
.0

0
0
.0

0
天

敵
放

飼

ミ
ニ

高
中

段
芽

か
き

1
5
.0

0
0
.0

0

誘
引

8
6
%

ミ
ニ

高
お

ろ
し

ず
ら

し
半

回
転

3
0
.0

0
1
8
0
.0

0
9
0
.0

0
お

ろ
し

ず
ら

し
8
9
%

作
業

名
作

業
時

間
（
時

間
）

割
合

作
業

列
数

ミ
ニ

高
誘

引
上

位
葉

・
w

-
s・

花
先

摘
果

1
4
 1

7
0
1
：
5
果

7
0
.0

0
1
8
0
.0

0
2
1
0
.0

0

作
業

管
理

帳
票

例
•

各
ハ

ウ
ス

で
実

施
予

定
の

作
業

内
容

を
あ

ら
か

じ
め

⾒
通

し
、

作
業

内
容

を
割

り
当

て
る

。
基

本
的

に
⼀

週
間

で
⼀

通
り

す
べ

て
の

管
理

作
業

に
⼊

る
。

•
主

な
管

理
作

業
は

、
お

ろ
し

ず
ら

し
、

誘
引

、
摘

花
、

上
位

葉
摘

葉
、

摘
葉

で
あ

る
。

•
上

記
作

業
に

必
要

な
⼈

⼯
数

と
、

こ
れ

と
は

別
に

収
穫

と
選

果
作

業
の

⼈
⼯

数
を

⾒
積

も
る

。

作 業 区 分 別 の 時 間 集 計

標
準

作
業

時
間

作 業 区 分 ご と の 管 理 作 業

曜
⽇

ご
と

の
作

業
内

容
の

割
り

当
て

・
⼈

⼯
⾒

積
も

り

0
0
%

3
0
0

ミ
ニ

高
所

8
6

9
7

0
7
8

0
0

0
2
6
1

1
8
5

大
玉

高
所

7
5

6
5

0
5
0

0
0

0
1
9
0

2
4
6

ミ
ニ

低
所

5
8

9
2

0
3
8

6
0

0
0

2
4
8

2
3
0

大
玉

低
所

6
5

6
5

0
6
2

3
0

0
0

2
2
2

選
果

作
業

　
計

4
1
2

選
果

1
2
0

1
1
0

0
1
1
0

7
4

0
0

4
1
4

0
合

計
4
0
4

4
2
9

0
3
3
8

1
6
4

0
0

1
,3

3
5

1
,3

6
4

0
1
0
0
%

労
働

時
間

3
9
3

4
0
7

3
4
1

3
1
5

0
0

1
,4

5
6

ミ
ニ

高
所

作
業

　
計

大
玉

高
所

作
業

　
計

ミ
ニ

低
所

作
業

　
計

大
玉

低
所

作
業

　
計

そ
の

他
　

計
作

業
時

間
合

計
42

4.
7 

次
世

代
施

設
園

芸
兵

庫
県

拠
点

(4
)

４
．

事
例

編

作
業

指
⽰

例
•

週
間

作
業

計
画

表
に

も
と

づ
き

、
朝

礼
に

て
そ

の
⽇

に
必

要
な

作
業

内
容

を
指

⽰
す

る
。

•
ほ

と
ん

ど
の

作
業

は
ル

ー
テ

ィ
ー

ン
化

し
て

お
り

、
作

業
⼿

順
書

通
り

に
作

業
を

⾏
う

。

•
イ

レ
ギ

ュ
ラ

ー
な

指
⽰

や
注

意
が

必
要

な
場

合
は

、
朝

礼
に

て
説

明
を

⾏
う

。

Ｓ
1

Ｓ
2

Ｓ
3

1
□

□
□

2
□

□
□

3
□

□
□

4
□

□
□

5
□

□
□

6
□

□
□

7
□

□
□

8
□

□
□

9
□

□
□

10
□

□
□

11
□

□
□

指
定

⾼
さ

の
場

合
は

上
か

ら
順

に
、

指
定

枚
数

の
場

合
は

下
か

ら
順

に
葉

を
切

る
。

（
指

定
⾼

さ
の

場
合

で
も

枚
数

の
上

限
が

あ
る

と
き

は
下

か
ら

順
に

葉
を

切
る

）
切

っ
た

葉
は

2~
3枚

⼿
に

保
持

し
た

ま
ま

、
他

の
葉

の
葉

か
き

を
⾏

い
、

ま
と

め
て

段
ボ

ー
ル

コ
ン

テ
ナ

に
⼊

れ
て

い
く

。

⽣
⻑

点
が

折
れ

て
い

る
株

の
場

合
指

定
⾼

さ
指

定
枚

数
で

あ
て

も
上

段
か

ら
3枚

は
必

ず
残

し
て

葉
を

切
る

病
気

が
広

が
ら

な
い

よ
う

に
す

る
た

め
、

レ
ー

ン
に

⼊
る

前
と

レ
ー

ン
の

右
側

半
分

が
終

わ
っ

て
、

レ
ー

ン
の

左
側

に
移

動
す

る
と

き
は

、
必

ず
葉

か
き

ナ
イ

フ
の

刃
の

部
分

を
消

毒
す

る
。

レ
ー

ン
左

側
の

柱
1つ

分
を

収
穫

し
た

後
、

ナ
イ

フ
の

刃
の

部
分

を
消

毒
し

、
レ

ー
ン

の
⼊

り
⼝

に
戻

り
右

側
か

ら
葉

か
き

を
始

め
る

。
（

レ
ー

ン
を

出
る

と
き

に
衝

突
を

避
け

る
た

め
。

）

指
定

⾼
さ

、
も

し
く

は
指

定
枚

数
ま

で
の

葉
を

1枚
づ

つ
茎

の
⽣

⻑
点

側
か

ら
茎

の
根

本
に

向
け

て
、

葉
か

き
ナ

イ
フ

を
茎

に
添

わ
せ

る
様

に
し

て
葉

の
付

け
根

を
切

る
。

こ
の

際
、

ナ
イ

フ
を

持
た

な
い

⼿
で

葉
の

付
け

根
か

ら
10

cm
ほ

ど
離

れ
た

位
置

に
⼿

を
添

え
、

下
側

に
折

る
様

に
し

て
、

両
⼿

を
同

時
に

下
に

お
ろ

し
て

切
る

。

チ
ェ

ッ
ク

項
⽬

背
抜

き
⼿

袋
も

し
く

は
イ

ン
ナ

ー
⼿

袋
の

上
に

ゴ
ム

⼿
袋

を
両

⼿
に

装
着

し
、

利
き

⼿
で

な
い

⼿
に

軍
⼿

を
装

着
す

る
。

消
毒

セ
ッ

ト
に

葉
か

き
ナ

イ
フ

を
⼊

れ
、

シ
ョ

ー
ト

台
⾞

に
セ

ッ
ト

し
、

段
ボ

ー
ル

コ
ン

テ
ナ

を
1箱

シ
ョ

ー
ト

台
⾞

に
乗

せ
る

。
マ

ッ
プ

表
に

名
前

を
記

⼊
し

、
記

⼊
し

た
レ

ー
ン

に
⼊

る
。

病
気

の
発

⽣
防

⽌
と

、
脇

芽
の

再
発

⽣
防

⽌
の

た
め

、
切

り
⼝

が
平

ら
に

な
る

よ
う

に
き

れ
い

に
切

る
。

利
き

⼿
で

葉
か

き
ナ

イ
フ

を
持

つ

ス
テ

ッ
プ

1
ス

テ
ッ

プ
2

ス
テ

ッ
プ

3
⼿

順
書

を
読

ん
で

作
業

を
覚

え
た

⼀
⼈

で
基

準
通

り
に

で
き

る
⼿

本
と

な
る

レ
ベ

ル

ラ
ン

ク

基
準

ト
レ

ー
ナ

ー

⽇
付

 
ミ

ニ
葉

か
き

4.
7 

次
世

代
施

設
園

芸
兵

庫
県

拠
点

(5
)

４
．

事
例

編

No
.

対
策

Be
fo

re
（

対
策

前
）

Af
te

r（
対

策
後

）

1
ト

レ
ー

ナ
ー

制
度

の
制

定

・
社

員
、

パ
ー

ト
の

作
業

ス
キ

ル
向

上
の

仕
組

み
作

り
が

難
航

し
て

い
た

。
・

パ
ー

ト
数

が
多

く
、

社
員

が
す

べ
て

教
え

る
に

は
限

界
が

あ
っ

た
。

・
キ

ャ
リ

ア
パ

ス
と

作
業

⼿
順

書
を

整
備

し
、

⼀
定

レ
ベ

ル
の

作
業

ス
キ

ル
や

、
他

の
パ

ー
ト

の
指

導
実

績
等

に
よ

り
、

ト
レ

ー
ナ

ー
に

登
⽤

し
て

い
る

。

2
作

業
計

画
に

合
わ

せ
た

シ
フ

ト
調

整

・
閑

散
期

と
繁

忙
期

の
作

業
負

荷
の

差
が

⼤
き

く
、

シ
フ

ト
調

整
が

難
し

か
っ

た
。

・
シ

ー
ズ

ン
に

よ
り

、
出

勤
⽇

や
勤

務
時

間
帯

を
調

整
し

、
通

年
雇

⽤
と

な
る

よ
う

進
め

た
。

・
キ

ャ
リ

ア
パ

ス
に

応
じ

、
通

年
雇

⽤
の

度
合

い
を

⾼
め

、
モ

チ
ベ

ー
シ

ョ
ン

の
向

上
も

は
か

っ
た

。

3
作

業
導

線
等

の
改

善
・

当
初

は
通

路
の

通
⾏

位
置

、
機

材
類

の
置

場
や

仮
置

場
が

定
ま

っ
て

い
な

か
っ

た
。

・
初

年
度

に
外

部
コ

ン
サ

ル
タ

ン
ト

の
指

導
に

よ
り

置
場

を
定

め
、

そ
れ

に
よ

り
作

業
導

線
を

図
⾯

で
シ

ミ
ュ

レ
ー

シ
ョ

ン
を

し
な

が
ら

定
め

た
。

も
の

や
⼈

の
移

動
時

間
の

節
減

や
、

安
全

管
理

の
向

上
が

は
か

ら
れ

た
。

⽣
産

管
理

・
作

業
管

理
に

関
す

る
改

善
例

（
改

善
概

要
）

4.
7 

次
世

代
施

設
園

芸
兵

庫
県

拠
点

(6
)

４
．

事
例

編

67



4.
7 

次
世

代
施

設
園

芸
兵

庫
県

拠
点

(7
)

４
．

事
例

編

4.
8 

次
世

代
施

設
園

芸
⾼

知
県

拠
点

(1
)

４
．

事
例

編

３
社

に
よ

る
4.

3h
aフ

ェ
ン

ロ
ー

型
ハ

ウ
ス

・
ト

マ
ト

⻑
段

栽
培

の
事

例
カ

ゴ
メ

系
で

ト
マ

ト
栽

培
を

⾏
う

四
万

⼗
み

は
ら

菜
園

（
本

社
：

⾼
知

県
三

原
村

）
と

ト
マ

ト
加

⼯
品

製
造

販
売

を
⾏

う
ベ

ス
ト

グ
ロ

ウ
、

四
万

⼗
町

の
建

設
業

と
養

鶏
業

か
ら

の
新

規
参

⼊
の

四
万

⼗
と

ま
と

の
3社

に
よ

る
ト

マ
ト

栽
培

事
例

。
栽

培
開

始
1年

前
よ

り
四

万
⼗

み
は

ら
菜

園
本

社
に

て
社

員
研

修
を

⾏
い

、
⽴

上
げ

を
ス

ム
ー

ス
に

⾏
っ

た
。

現
在

は
2作

⽬
の

栽
培

に
⼊

り
、

7⽉
下

旬
に

定
植

、
翌

7⽉
ま

で
の

⻑
期

多
段

栽
培

を
⾏

っ
て

い
る

。

所
在

地
⾼

知
県

四
万

⼗
町

社
員

数
(有

)四
万

⼗
み

は
ら

菜
園

、
(株

)ベ
ス

ト
グ

ロ
ウ

：
合

計
14

名
（

⽣
産

11
名

、
管

理
・

営
業

3名
）

。
四

万
⼗

と
ま

と
(株

)
7名

（
⽣

産
6名

、
管

理
・

営
業

1名
）

事
業

者
(有

)四
万

⼗
み

は
ら

菜
園

、
(株

)ベ
ス

ト
グ

ロ
ウ

、
四

万
⼗

と
ま

と
(株

)
パ

ー
ト

数
(有

)四
万

⼗
み

は
ら

菜
園

、
(株

)ベ
ス

ト
グ

ロ
ウ

：
約

33
名

、
四

万
⼗

と
ま

と
(株

)：
約

21
名

品
⽬

⼤
⽟

ト
マ

ト
、

中
⽟

ト
マ

ト
、

ミ
ニ

ト
マ

ト
栽

培
開

始
平

成
28

年
7⽉

定
植

開
始

出
荷

先
⾷

品
会

社
、

外
⾷

、
ス

ー
パ

ー
等

ハ
ウ

ス
約

4.
3h

a（
1.

5h
a×

1、
1.

4h
a×

2、
他

に
選

果
、

エ
ネ

ル
ギ

ー
設

備
、

事
務

所
等

）
栽

培
⽅

式
ヤ

シ
ガ

ラ
培

地
で

の
ハ

イ
ワ

イ
ヤ

ー
栽

培
に

よ
る

年
1作

型
の

栽
培

（
経

営
概

要
）

（
作

型
）

1⽉
2⽉

3⽉
4⽉

5⽉
6⽉

11
⽉

12
⽉

ト
マ

ト
定

植

7⽉

収
穫

8⽉
9⽉

10
⽉

IP
M

組
織

体
制

概
要

（
四

万
⼗

み
は

ら
菜

園
の

例
）

•
ハ

ウ
ス

作
業

は
誘

引
班

（
⾼

所
作

業
）

と
葉

カ
キ

班
（

低
所

作
業

）
で

分
担

す
る

。
•

⾼
所

作
業

は
、

担
当

者
別

に
固

定
的

な
エ

リ
ア

で
⾏

い
、

作
業

の
品

質
に

も
責

任
感

を
持

た
せ

て
い

る
。

•
設

備
管

理
は

、
統

合
環

境
制

御
装

置
と

連
動

す
る

た
め

、
環

境
制

御
の

担
当

社
員

が
⾏

う
。

四
万

⼗
農

場
⽣

産
部

栽
培

技
術

課

環
境

制
御

4.
8 

次
世

代
施

設
園

芸
⾼

知
県

拠
点

(2
)

４
．

事
例

編

葉
カ

キ
班

⽣
産

管
理

課

誘
引

班

選
果

班

出
荷

管
理

課

収
穫

班

四
万

⼗
農

場
総

務
課

⽣
産

業
務

本
部

本
社

⽣
産

部
（

⾼
知

県
三

原
村

）

作
業

管
理

体
制

概
要

四
万

⼗
み

は
ら

菜
園

・
ベ

ス
ト

グ
ロ

ウ
の

例
•

年
間

の
作

業
計

画
を

週
単

位
で

最
初

に
作

成
す

る
。

植
物

の
⽣

⻑
や

収
量

は
季

節
に

よ
り

変
化

し
、

そ
れ

に
応

じ
た

作
業

計
画

（
増

枝
、

葉
か

き
、

摘
果

、
収

穫
量

等
）

を
作

成
す

る
。

•
班

⻑
（

社
員

）
は

、
年

間
計

画
に

も
と

づ
き

、
毎

週
、

作
業

指
⽰

を
ほ

場
マ

ッ
プ

に
よ

り
パ

ー
ト

向
け

に
指

⽰
を

出
す

。

•
作

業
記

録
シ

ス
テ

ム
を

⽤
い

個
⼈

別
の

作
業

記
録

と
作

業
時

間
集

計
を

⾏
う

。
週

次
会

議
で

週
報

を
も

と
に

作
業

進
捗

状
況

と
問

題
点

の
把

握
、

対
策

の
検

討
を

⾏
い

、
作

業
計

画
の

改
訂

に
反

映
す

る
。

ほ
場

マ
ッ

プ
・

週
単

位
で

ハ
ウ

ス
の

畝
図

に
、

作
業

箇
所

、
作

業
担

当
者

を
記

⼊
、

指
⽰

。

年
間

作
業

計
画

・
⽇

射
量

と
植

物
の

⽣
⻑

に
応

じ
た

増
枝

、
葉

か
き

、
摘

果
、

収
穫

等
の

作
業

計
画

（
週

次
）

作
業

実
施

・
誘

引
・

芽
か

き
班

・
葉

か
き

班
・

収
穫

・
選

果
班

代
表

者
班

⻑
パ

ー
ト

（
各

作
業

班
）

週
報

（
⼈

⼯
実

績
）

・
計

画
値

（
各

作
業

の
⼈

⼯
数

、
収

量
等

）
と

達
成

率
を

週
報

化
・

会
議

で
問

題
点

把
握

と
対

策
検

討

P
D

C
作

業
管

理
ｼｽ

ﾃﾑ
(P

riv
a

FS
Pe

rfo
rm

an
ce

)

・
畝

単
位

の
作

業
時

間
、

作
業

内
容

の
個

⼈
別

記
録

。

作
業

実
績

管
理

・
作

業
管

理
シ

ス
テ

ム
の

集
計

デ
ー

タ
を

も
と

に
、

週
報

を
作

成
す

る
。

作
業

計
画

改
訂A

週
次

会
議4.

8 
次

世
代

施
設

園
芸

⾼
知

県
拠

点
(3

)
４

．
事

例
編
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作
業

管
理

帳
票

例
•

週
次

で
作

業
進

捗
や

収
穫

出
荷

状
況

を
把

握
す

る
た

め
の

も
の

。
週

次
会

議
で

共
有

化
し

、
問

題
点

の
把

握
に

活
⽤

す
る

。

4.
8 

次
世

代
施

設
園

芸
⾼

知
県

拠
点

(4
)

４
．

事
例

編

第
35

週
温

室
１

温
室

２
品

種
A

品
種

B
品

種
C

備
考

品
種

D
品

種
E

備
考

（
収

穫
・

出
荷

）

収
量

(t)
A品

2.
50

0.
50

0.
83

3.
00

2.
00

B品
0.

70
0.

14
0.

23
0.

84
0.

56
廃

棄
0.

10
0.

02
0.

03
0.

12
0.

08

出
荷

量
(t)

計
画

3.
50

0.
70

1.
16

4.
20

2.
80

実
績

3.
20

0.
67

1.
02

3.
84

0.
81

計
画

⽐
91

%
96

%
89

%
91

%
29

%
（

作
業

）
0

摘
花

・
ト

ラ
ス

⽬
標

60
0

12
0

19
8

72
0

14
4

実
績

10
0%

99
%

10
0%

99
%

98
%

ず
ら

し
⽬

標
30

0
60

99
36

0
72

実
績

98
%

97
%

99
%

99
%

98
%

葉
か

き
⽬

標
80

0
16

0
26

4
96

0
19

2
実

績
99

%
97

%
98

%
99

%
98

%

収
穫

⽬
標

80
16

26
.4

96
19

実
績

95
%

96
%

97
%

97
%

99
%

選
果

⽬
標

50
10

16
.5

60
12

実
績

10
0%

10
0%

10
0%

10
0%

10
0%

No
.

対
策

Be
fo

re
（

対
策

前
）

Af
te

r（
対

策
後

）

1
作

業
管

理
シ

ス
テ

ム
の

導
⼊

・
1作

⽬
は

機
械

操
作

へ
の

慣
れ

の
問

題
か

ら
操

作
エ

ラ
ー

が
起

こ
り

、
従

来
の

紙
の

記
帳

か
ら

の
デ

ー
タ

と
併

⽤
し

て
い

た
。

・
2作

⽬
で

は
、

紙
の

記
帳

と
の

重
複

を
省

く
よ

う
、

作
業

管
理

シ
ス

テ
ム

で
の

記
録

と
集

計
に

絞
っ

た
。

・
そ

の
た

め
、

操
作

エ
ラ

ー
が

発
⽣

し
た

際
、

ま
た

エ
ラ

ー
を

発
⽣

し
や

す
い

パ
ー

ト
に

は
、

マ
ン

ツ
ー

マ
ン

で
操

作
指

導
を

⾏
い

、
エ

ラ
ー

発
⽣

を
極

⼒
低

下
さ

せ
た

。

2
作

業
指

⽰
系

統
の

統
⼀

・
1作

⽬
で

は
、

社
員

複
数

か
ら

パ
ー

ト
に

指
⽰

が
出

さ
れ

、
内

容
に

ブ
レ

が
⽣

じ
る

場
合

が
あ

っ
た

。
・

2作
⽬

か
ら

、
班

⻑
に

指
⽰

系
統

を
統

⼀
し

、
パ

ー
ト

へ
の

指
⽰

内
容

を
⼀

本
化

し
た

。

3
作

業
マ

ニ
ュ

ア
ル

の
導

⼊

・
新

し
い

パ
ー

ト
へ

の
教

育
、

指
導

は
社

員
か

ら
マ

ン
ツ

ー
マ

ン
で

す
べ

て
⾏

っ
て

い
た

。

・
社

員
の

勉
強

も
兼

ね
て

、
作

業
の

⽬
的

、
作

業
フ

ロ
ー

図
、

作
業

⼿
順

や
作

業
ポ

イ
ン

ト
（

画
像

）
、

確
認

事
項

や
安

全
注

意
事

項
を

、
作

業
ご

と
に

ま
と

め
、

指
導

に
利

⽤
し

て
い

る
。

⽣
産

管
理

・
作

業
管

理
に

関
す

る
改

善
例

（
改

善
概

要
）

4.
8 

次
世

代
施

設
園

芸
⾼

知
県

拠
点

(5
)

４
．

事
例

編

作
業

⼿
順

書
例

（
ト

ラ
ス

ク
リ

ッ
プ

付
け

・
摘

花
作

業
）

4.
8 

次
世

代
施

設
園

芸
⾼

知
県

拠
点

(6
)

４
．

事
例

編

①
ト

ラ
ス

付
け

・
摘

花
準

備

②
ア

ル
コ

ー
ル

消
毒

③
ト

ラ
ス

付
け

・
摘

花
開

始

④
ト

ラ
ス

付
け

・
摘

花
の

仕
⽅

⽬
的

：
ト

マ
ト

が
⼤

き
く

な
り

、
そ

の
重

さ
で

花
茎

が
折

れ
な

い
よ

う
ト

ラ
ス

ク
リ

ッ
プ

を
花

茎
の

元
に

付
け

、
摘

花
を

し
ま

す
。

・
・

・
・

・
電

動
台

⾞
に

空
コ

ン
テ

ナ
1個

と
ト

ラ
ス

ク
リ

ッ
プ

を
⽤

意
。

・
⽬

標
1レ

ー
ン

30
分

・
摘

花
数

は
班

⻑
指

⽰
に

従
う

こ
と

。

・
薄

ゴ
ム

⼿
袋

を
着

⽤
し

、
作

業
前

に
ア

ル
コ

ー
ル

消
毒

。
・

奥
ま

で
⾏

き
、

反
対

側
の

作
業

に
移

る
時

も
消

毒
す

る
。

・
左

⼿
に

ト
ラ

ス
ク

リ
ッ

プ
を

5個
く

ら
い

持
ち

、
右

⼿
で

花
茎

の
元

に
ク

リ
ッ

プ
を

付
け

る
。

・
花

茎
を

折
ら

な
い

こ
と

。
・

花
が

ま
だ

⼩
さ

い
場

合
に

は
、

無
理

に
ク

リ
ッ

プ
を

付
け

な
い

こ
と

。

※
他

に
も

画
像

に
よ

る
⼿

順
説

明
が

あ
る

。

4.
8 

次
世

代
施

設
園

芸
⾼

知
県

拠
点

(7
)

４
．

事
例

編
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2.
4h

aフ
ェ

ン
ロ

ー
型

ガ
ラ

ス
ハ

ウ
ス

・
パ

プ
リ

カ
栽

培
・

周
年

連
続

出
荷

で
の

事
例 2.
4h

aの
⼤

規
模

フ
ェ

ン
ロ

ー
型

ハ
ウ

ス
を

2ブ
ロ

ッ
ク

に
分

け
、

2つ
の

作
型

を
ず

ら
し

て
栽

培
し

、
周

年
の

連
続

出
荷

を
⾏

う
。

⼈
⼯

光
型

の
⼀

次
育

苗
施

設
と

、
プ

ー
ル

ベ
ン

チ
に

よ
る

2次
育

苗
施

設
を

活
⽤

し
、

切
れ

⽬
な

い
計

画
的

な
⽣

産
が

可
能

で
あ

る
。

以
下

に
事

例
を

紹
介

す
る

。

所
在

地
⼤

分
県

九
重

町
社

員
数

５
名

（
栽

培
３

名
、

営
業

２
名

）

事
業

者
（

株
）

タ
カ

ヒ
コ

ア
グ

ロ
ビ

ジ
ネ

ス
（

農
場

名
：

愛
彩

フ
ァ

ー
ム

九
重

）
パ

ー
ト

数
３

０
名

（
ト

マ
ト

ハ
ウ

ス
含

む
、

３
５

名
シ

フ
ト

制
、

常
時

３
０

名
が

作
業

）

品
⽬

パ
プ

リ
カ

（
⾚

、
⻩

、
橙

他
）

栽
培

開
始

平
成

28
年

5⽉
定

植

出
荷

先
量

販
店

、
仲

卸
、

道
の

駅
等

ハ
ウ

ス
約

2.
91

ha
（

2.
42

ha
 パ

プ
リ

カ
栽

培
棟

、
0.

32
ha

 育
苗

棟
、

0.
17

ha
集

出
荷

場
）

栽
培

⽅
式

ヤ
シ

ガ
ラ

ス
ラ

ブ
＋

RW
キ

ュ
ー

ブ
に

よ
る

年
1作

型
×

2作
型

（
経

営
概

要
）

平
成

31
年

3⽉
現

在

（
作

型
）

収
穫

1⽉
2⽉

3⽉
4⽉

5⽉
6⽉

11
⽉

12
⽉

パ
プ

リ
カ

パ
プ

リ
カ

7⽉
8⽉

9⽉
10

⽉

育
苗

定
植

収
穫

収
穫

育
苗

定
植

収
穫

4.
9 

次
世

代
施

設
園

芸
⼤

分
拠

点
(1

)
４

．
事

例
編

組
織

体
制

概
要

•
ハ

ウ
ス

作
業

（
東

ハ
ウ

ス
と

⻄
ハ

ウ
ス

）
、

選
果

出
荷

に
⼤

き
く

分
か

れ
る

。
•

ハ
ウ

ス
作

業
は

、
各

ハ
ウ

ス
で

エ
リ

ア
分

け
に

よ
る

担
当

制
で

、
各

⾃
⾼

所
作

業
⾞

に
よ

る
収

穫
と

管
理

作
業

を
⾏

う
。

専
務

取
締

役

代
表

取
締

役

※
他

に
ト

マ
ト

ハ
ウ

ス
(2

0a
）

担
当

の
パ

ー
ト

が
い

る
。

（
労

働
安

全
衛

生
管

理
責

任
者

、
栽

培
管

理
責

任
者

）

（
パ

プ
リ

カ
、

ト
マ

ト
担

当
社

員
）

（
選

果
営

業
担

当
社

員
）

農
場

⻑

・
Aチ

ー
ム

・
Bチ

ー
ム

・
C

チ
ー

ム
・
D

チ
ー

ム

⽣
産

管
理

部
パ

ー
ト

パ
ー

ト
・
Eチ

ー
ム

・
Fチ

ー
ム

・
G

チ
ー

ム
・
H

チ
ー

ム

企
画

営
業

部
パ

ー
ト

（
選

荷
出

荷
作

業
と

出
荷

事
務

）

⻄
ハ

ウ
ス

（
1.

2h
a）

収
穫

、
栽

培
管

理

東
ハ

ウ
ス

（
1.

2h
a）

収
穫

、
栽

培
管

理

4.
9 

次
世

代
施

設
園

芸
⼤

分
拠

点
(2

)
４

．
事

例
編

作
業

管
理

体
制

概
要

•
全

体
の

作
業

計
画

は
、

主
要

作
業

（
収

穫
、

菜
か

き
誘

引
、

清
掃

）
の

標
準

時
間

に
応

じ
決

定
さ

れ
る

。
前

作
と

並
⾏

し
て

⾏
わ

れ
る

育
苗

作
業

（
は

種
、

移
植

）
や

作
替

作
業

（
器

材
、

株
の

撤
去

、
清

掃
、

消
毒

防
除

、
定

植
）

は
⽬

標
作

業
時

間
に

応
じ

計
画

が
決

定
さ

れ
る

。
•

⽇
々

の
作

業
内

容
は

、
朝

礼
時

に
ホ

ワ
イ

ト
ボ

ー
ド

等
を

利
⽤

し
伝

達
さ

れ
、

作
業

進
捗

状
況

は
、

ハ
ウ

ス
内

の
作

業
マ

ッ
プ

に
記

⼊
さ

れ
、

社
員

に
よ

る
集

計
が

⾏
わ

れ
る

。

作
業

指
⽰

(グ
ル

ー
プ

)

・
ハ

ウ
ス

別
、

グ
ル

ー
プ

別
の

指
⽰

作
業

マ
ッ

プ
(ハ

ウ
ス

)
・

ハ
ウ

ス
の

畝
図

に
作

業
者

名
、

作
業

箇
所

、
時

間
記

録
。

年
間

作
業

計
画

作
業

実
施

農
場

⻑
、

グ
ロ

ア
ー

グ
ロ

ア
ー

パ
ー

ト
（

各
グ

ル
ー

プ
）

作
業

集
計

表
（

グ
ル

ー
プ

）
・

作
業

進
捗

状
況

の
集

計
・

個
⼈

別
作

業
時

間
の

集
計

等

標
準

作
業

時
間

の
算

定
、

修
正

⽉
間

〜
週

刊
作

業
予

定
算

定

P
D

C
A

会
議

4.
9 

次
世

代
施

設
園

芸
⼤

分
拠

点
(3

)
４

．
事

例
編

作
業

管
理

帳
票

例

ほ
場

マ
ッ

プ
※

他
に

作
業

予
定

表
、

作
業

指
示

書
、

作
業

集
計

表
な

ど
、

要
確

認
。

4.
9 

次
世

代
施

設
園

芸
⼤

分
拠

点
(4

)
４

．
事

例
編
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作
業

指
⽰

例

エ
リ

ア
リ

ー
ダ

ー
（

社
員

）
パ

ー
ト

作
業

指
⽰

・
作

業
開

始
位

置
・

作
業

⽬
標

（
作

業
範

囲
、

作
業

時
間

等
）

・
作

業
⼿

順

⽉
間

・
週

間
作

業
計

画
（

収
穫

、
誘

引
、

摘
果

等
）

実
作 業

ほ
場

マ
ッ

プ
（

作
業

種
別

、
作

業
時

間
記

録
）

作
業

時
間

集
計

（
作

業
別

、
個

⼈
別

）

毎 ⽇ の 指 ⽰ 毎 ⽇ の 記 録

パ
ー

ト
勤

務
シ

フ
ト

表
（

１
カ

⽉
単

位
）

シ
フ

ト
調

整

4.
9 

次
世

代
施

設
園

芸
⼤

分
拠

点
(5

)
４

．
事

例
編

（
改

善
概

要
）

No
.

対
策

Be
fo

re
Af

te
r

１
標

準
作

業
マ

ニ
ュ

ア
ル

作
替

時
の

作
業

指
⽰

を
⼝

答
で

⾏
い

、
計

画
的

な
管

理
も

さ
れ

て
い

な
か

っ
た

。

作
替

時
の

各
作

業
に

つ
い

て
、

作
業

内
容

と
⽬

標
作

業
時

間
を

記
し

た
マ

ニ
ュ

ア
ル

を
作

成
し

、
作

業
計

画
の

策
定

と
教

育
に

利
⽤

す
る

。

２
作

業
時

間
早

⾒
表

パ
ー

ト
の

作
業

能
⼒

の
掌

握
が

さ
れ

ず
、

作
業

計
画

策
定

の
ベ

ー
ス

と
な

る
数

値
も

な
か

っ
た

。

パ
ー

ト
の

習
熟

度
（

平
均

値
と

ス
ペ

シ
ャ

リ
ス

ト
）

に
応

じ
た

標
準

的
な

作
業

時
間

を
整

備
し

、
計

画
策

定
や

⽬
標

設
定

に
利

⽤
す

る
。

3
作

業
エ

リ
ア

区
分

選
果

運
搬

等
の

作
業

エ
リ

ア
が

区
分

け
さ

れ
ず

、
作

業
導

線
が

定
ま

ら
な

い
ほ

か
、

安
全

衛
⽣

管
理

の
ル

ー
ル

化
が

難
し

か
っ

た
。

エ
リ

ア
ル

ー
ル

を
設

け
、

危
険

エ
リ

ア
（

原
則

⽴
ち

⼊
り

禁
⽌

）
、

衛
⽣

エ
リ

ア
（

出
荷

調
整

を
⾏

い
汚

染
物

を
持

ち
込

ま
な

い
）

等
を

設
け

区
分

を
定

め
た

。

⽣
産

管
理

・
⽣

産
管

理
に

関
す

る
改

善
例

4.
9 

次
世

代
施

設
園

芸
⼤

分
拠

点
(6

)
４

．
事

例
編

4.
9 

次
世

代
施

設
園

芸
⼤

分
拠

点
(7

)
４

．
事

例
編

低
コ

ス
ト

耐
候

性
ハ

ウ
ス

に
よ

る
ピ

ー
マ

ン
、

キ
ュ

ウ
リ

⽣
産

で
の

事
例

宮
崎

県
と

い
う

温
暖

な
地

域
に

お
い

て
、

低
コ

ス
ト

耐
候

性
（

丸
屋

根
連

棟
）

ハ
ウ

ス
群

（
約

50
a×

7棟
、

約
30

a×
2棟

）
を

利
⽤

し
て

、
ピ

ー
マ

ン
と

キ
ュ

ウ
リ

を
⽣

産
し

て
い

る
。

定
植

⽇
お

よ
び

品
⽬

の
異

な
る

作
物

を
複

数
の

ハ
ウ

ス
を

利
⽤

し
て

栽
培

す
る

た
め

に
、

そ
れ

ぞ
れ

の
ハ

ウ
ス

で
作

業
が

異
な

る
。

と
く

に
、

キ
ュ

ウ
リ

は
、

⽣
育

ス
ピ

ー
ド

が
速

い
こ

と
か

ら
、

精
度

の
⾼

い
作

業
計

画
お

よ
び

適
切

な
作

業
指

⽰
が

肝
要

と
な

っ
て

い
る

。

所
在

地
宮

崎
県

国
富

町
社

員
数

５
名

事
業

者
ジ

ェ
イ

エ
イ

フ
ァ

ー
ム

み
や

ざ
き

中
央

パ
ー

ト
数

３
３

名
（

年
間

雇
⽤

者
５

名
、

外
国

⼈
技

能
実

習
⽣

18
名

を
含

む
）

品
⽬

ピ
ー

マ
ン

お
よ

び
キ

ュ
ウ

リ
栽

培
開

始
平

成
27

年
1⽉

定
植

開
始

出
荷

先
ピ

ー
マ

ン
：

共
選

、
キ

ュ
ウ

リ
：

契
約

ハ
ウ

ス
約

4.
1h

a（
低

コ
ス

ト
耐

候
性

（
丸

屋
根

連
棟

）
ハ

ウ
ス

群
）

栽
培

⽅
式

ピ
ー

マ
ン

：
⼟

耕
で

の
年

1作
型

栽
培

キ
ュ

ウ
リ

：
⼟

耕
で

の
年

1作
型

栽
培

（
経

営
概

要
）

4.
10

 次
世

代
施

設
園

芸
宮

崎
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)
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．
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組
織

体
制

概
要

•
所

⻑
の

も
と

、
社

員
３

名
が

分
担

し
て

農
場

を
管

理
し

て
い

る
。

•
各

グ
ル

ー
プ

に
グ

ル
ー

プ
リ

ー
ダ

ー
と

し
て

フ
ル

タ
イ

ム
雇

⽤
の

年
間

雇
⽤

者
を

配
置

し
て

い
る

。
ま

た
、

各
棟

の
ハ

ウ
ス

作
業

を
チ

ェ
ッ

ク
す

る
役

割
も

担
っ

て
い

る
。

4.
10

 次
世

代
施

設
園

芸
宮

崎
県

拠
点

(2
)

４
．

事
例

編

所
⻑

社
員

３
名

社
員

（
合

計
４

名
）

き
ゅ

う
り

班
18

0a
年

雇
2名

パ
ー

ト
10

名
実

習
⽣

6名
合

計
18

名

年
雇

・
パ

ー
ト

・
実

習
⽣

（
33

名
）

※
⼈

数
は

平
成

31
年

3⽉
現

在
の

も
の

。

ピ
ー

マ
ン

班
23

0a
年

雇
3名

実
習

⽣
12

名
合

計
15

名

(社
員

役
割

分
担

)
・

資
材

発
注

・
労

務
管

理
・

次
⽉

出
勤

計
画

作
成

・
出

荷
数

量
記

録
・

実
習

⽣
⽇

誌
確

認
・

⾞
両

点
検

・
伝

票
整

理
・

業
務

⽇
誌

記
録

・
ペ

レ
ッ

ト
、

灯
油

残
量

確
認

・
⽉

毎
作

業
計

画
作

成
・

ハ
ウ

ス
環

境
設

定
、

確
認

・
暖

房
機

掃
除

・
機

器
の

メ
ン

テ
ナ

ン
ス

、
修

理

作
業

進
捗

状
況

を
⾒

て
⼈

員
を

調
整

作
業

管
理

体
制

概
要

•
全

体
作

業
計

画
は

、
前

作
の

実
績

に
も

と
づ

い
て

策
定

。
週

間
計

画
は

、
班

⻑
が

作
成

。

•
班

⻑
は

、
所

⻑
の

指
⽰

に
も

と
づ

き
、

ホ
ワ

イ
ト

ボ
ー

ド
で

作
業

指
⽰

を
出

す
。

•
作

業
進

捗
は

、
班

⻑
が

調
整

。
所

⻑
は

全
体

を
調

整
し

、
PD

CA
サ

イ
ク

ル
を

回
し

て
い

る
。

作
業

指
⽰

（
ホ

ワ
イ

ト
ボ

ー
ド

）
・

⽇
別

、
グ

ル
ー

プ
別

の
指

⽰
・

責
任

者
が

作
成

圃
場

マ
ッ

プ

・
ハ

ウ
ス

の
畝

図
に

、
作

業
箇

所
、

作
業

時
間

、
収

穫
数

を
記

録
。

作
業

計
画

・
エ

リ
ア

別
、

⽇
別

の
作

業
内

容
と

⼈
⼯

の
計

画
表

。

作
業

実
施

・
年

間
雇

⽤
者

は
、

グ
ル

ー
プ

内
の

作
業

状
況

を
確

認
。

責
任

者
に

よ
り

、
最

終
チ

ェ
ッ

ク

所
⻑

・
班

⻑
班

⻑
パ

ー
ト

（
各

グ
ル

ー
プ

）

業
務

⽇
誌

・
⽇

時
、

作
業

箇
所

、
作

業
内

容
、

作
業

時
間

を
記

録
。

作
業

順
序

要
員

の
改

訂

P
D

C
A

62
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崎
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(3
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作
業

計
画

表
例

•
各

ハ
ウ

ス
ご

と
に

作
業

の
計

画
と

実
績

が
記

し
て

あ
る

。

•
必

要
な

⼈
⼯

数
が

そ
れ

ぞ
れ

の
作

業
項

⽬
で

記
載

さ
れ

て
い

る
。

•
9棟

の
ハ

ウ
ス

で
異

な
る

作
業

が
同

時
並

⾏
的

に
実

施
さ

れ
る

。
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 次
世

代
施

設
園

芸
宮

崎
県

拠
点

(4
)

４
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事
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業
務

⽇
誌

例
•

作
業

内
容

と
収

量
、

病
害

⾍
な

ど
の

情
報

を
報

告
す

る
フ

ォ
ー

マ
ッ

ト
に

な
っ

て
い

る
。

•
業

務
⽇

誌
は

、
班

⻑
が

毎
⽇

作
成

す
る

。

•
機

器
の

稼
働

状
態

を
チ

ェ
ッ

ク
す

る
項

⽬
も

設
け

て
い

る
。

曜
日

最
高

1
4

℃

最
低

1
℃

39
名

中
名

名

応
援

出
欠

（社
員

・
年

雇
）
・・

1
2名

1
2

(パ
ー

ト
）
・
・・

・
・・

14
名

1
4

(実
習

生
）
・・

・・
・
・8

名
8

（派
遣

）
・・

・・
・
・・

・
5名

5

【
収

量
報

告
】

計
3
9

名

ㇾ
C

o
2

ㇾ
温

度
・
湿

度

ㇾ
C

o
2

ㇾ
温

度
・
湿

度

ㇾ
C

o
2

ㇾ
温

度
・
湿

度

ㇾ
C

o
2

ㇾ
温

度
・
湿

度

ㇾ
C

o
2

ㇾ
温

度
・
湿

度

ㇾ
C

o
2

ㇾ
温

度
・
湿

度

ㇾ
C

o
2

ㇾ
温

度
・
湿

度

日
水

曇
り

㊞

遅
刻

出
勤

人
数

次
世

代
施

設
園

芸
団

地
　

業
務

日
誌

日
　

付
天

気
外

気
温

記
入

者
鈴

木
　

一
郎

平
成

29
年

〇
月

〇

早
退

欠
勤

号
棟

面
積

収
　

　
穫

　
　

量
Ｕ

Ｅ
Ｃ

Ｓ
チ

ェ
ッ

ク
人

数
備

考
（
作

業
内

容
な

ど
）

本
日

収
量

今
日

ま
で

の
累

計
月

末
目

標
（累

計
）

収
獲

2
5
0

ｋ
ｇ

22
,0

0
0

ｋ
ｇ

4
1
,0

0
0

ｋ
ｇ

1
5
0

4
0
0

ｋ
ｇ

25
,4

0
0

ｋ
ｇ

4
2
,0

0
0

ｋ
ｇ

5

収
獲

4
5
0

3
0
0

ｋ
ｇ

24
,3

0
0

ｋ
ｇ

4
5
,0

0
0

ｋ
ｇ

収
獲

3
3
0

2
0
0

ｋ
ｇ

15
,2

0
0

ｋ
ｇ

2
6
,0

0
0

ｋ
ｇ

2

6
5
5

2
5
0

ｋ
ｇ

22
,2

5
0

ｋ
ｇ

4
3
,0

0
0

ｋ
ｇ

5
収

獲

5
5
0

ｋ
ｇ

20
,0

0
0

ｋ
ｇ

3
8
,0

0
0

ｋ
ｇ

7
5
5

ｋ
ｇ

22
,0

0
0

ｋ
ｇ

4
2
,0

0
0

ｋ
ｇ
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No
.

対
策

Be
fo

re
（

対
策

前
）

Af
te

r（
対

策
後

）

1
グ

ル
ー

プ
リ

ー
ダ

の
割

り
当

て

・
班

⻑
か

ら
の

指
⽰

が
現

場
の

パ
ー

ト
従

業
員

に
う

ま
く

伝
わ

ら
な

い
場

合
が

あ
っ

た
。

ま
た

、
指

⽰
と

は
異

な
る

作
業

が
実

施
さ

れ
て

し
ま

う
場

合
が

あ
っ

た
。

・
グ

ル
ー

プ
リ

ー
ダ

と
し

て
年

間
雇

⽤
者

を
割

り
当

て
る

こ
と

に
よ

り
、

班
⻑

の
指

⽰
を

わ
か

り
や

す
く

解
説

す
る

役
割

を
担

え
る

者
が

現
場

に
い

る
よ

う
に

な
っ

た
。

こ
の

こ
と

で
、

現
場

の
パ

ー
ト

従
業

員
に

的
確

に
伝

わ
る

よ
う

に
な

っ
た

。
ま

た
、

進
捗

の
遅

れ
へ

の
早

期
対

処
も

可
能

に
な

っ
た

。

2
品

⽬
単

位
の

グ
ル

ー
プ

体
制

の
導

⼊

・
ハ

ウ
ス

単
位

の
作

業
グ

ル
ー

プ
を

構
成

し
た

が
、

担
当

業
務

が
固

定
化

し
た

り
、

グ
ル

ー
プ

間
の

連
携

が
薄

れ
る

な
ど

の
問

題
が

あ
っ

た
。

・
グ

ル
ー

プ
ご

と
の

連
携

を
強

化
す

る
よ

う
、

ハ
ウ

ス
単

位
か

ら
品

⽬
単

位
の

グ
ル

ー
プ

を
導

⼊
し

た
。

・
時

期
等

に
よ

る
作

業
量

と
労

⼒
配

分
の

平
準

化
も

は
か

っ
て

い
る

。

3
作

業
の

安
定

化
・

パ
ー

ト
従

業
員

の
技

能
の

ば
ら

つ
き

に
よ

り
、

作
業

に
ム

ラ
が

⽣
じ

て
い

た
。

・
営

農
指

導
員

に
よ

る
講

習
会

の
実

施
に

よ
り

、
パ

ー
ト

従
業

員
の

技
能

は
向

上
し

て
き

た
。

ま
た

、
作

業
の

質
も

安
定

し
て

き
た

。

⽣
産

管
理

・
作

業
管

理
に

関
す

る
改

善
例

（
改

善
概

要
）
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５．資料編 

◇大規模施設園芸における環境、生育、作業、収穫出荷等の情報を総合的に集計、分析、管理し、生産性
の向上に役立てる。以下に、データの種類や内容、各種の指標や手法、管理手法について、参考として記
す。 
 
5.1 計測データの種類 
◇計測して栽培管理、環境管理、作業管理等に活かすためのデータの種類について、以下に記す。 
 
◇気象データ 

No. データ項目 単位 No. データ項目 単位 
（屋外気象） （屋内気象） 

1 気温 ℃ 6 気温 ℃ 
2 日射量 W/㎡ 7 相対湿度 % 
3 室外積算日射量 MJ/㎡ 8 飽差 g/㎥ 
4 風速 m/s 9 CO2濃度 ppm 
5 風向  10 植物体温度 ℃ 

   11 光合成有効放射(PAR) μmol/㎡/s 
 
◇培地・培養液データ 

No. データ項目 単位 No. データ項目 単位 
（潅水データ） （培地データ） 

1 給液回数 回 11 培地内 EC dS/m 
2 給液量 ml/株 12 培地内 pH  
3 積算日射量当給液量 ml/J 13 水分率 % 
4 給液 EC（設定値） dS/m 14 培地温度 ℃ 
5 給液 EC dS/m 15 培地重量（水分量） g 
6 給液 pH     
7 排液 EC dS/m    
8 排液 pH     
9 排液量 ml/株    

10 排液率 %    
 
◇作業データ 

No. データ項目 単位 No. データ項目 単位 
（収穫作業） （管理作業） 

1 収穫時間 秒/株 4 誘引時間（含クリップ脱着） 秒/株 
2 収穫量（コンテナ数） 個 5 わき芽とり・摘果時間 秒/株 

（選果作業） 6 葉かき時間 秒/株 
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3 選果時間（コンテナ当たり） 秒/個 7 果房支持器具脱着時間 秒/株 
   8 生育調査時間 秒/株 
   9 防除時間 秒/株 
   10 清掃時間 秒/株 
   （その他） 
   11 段取り時間 秒/株 
   12 片づけ時間 秒/株 

 
◇生育調査データ(1) 

No. データ項目 単位 No. データ項目 単位 
（トマト） （パプリカ） 

1 茎伸長量 mm 10 茎伸長量 mm 
2 茎径 mm 11 茎径 mm 
3 生長点～開花花房間距離 mm 12 生長点～開花ノード距離 mm 
4 開花段数 段 13 開花段数 段 
5 収穫段数 段 14 収穫段数 段 
6 新規着果数 個 15 新規着果数 個 
7 収穫果数 個 16 収穫果数 個 
8 葉長 mm 17 開花数 個 
9 葉幅 mm 18 葉長 mm 

   19 葉幅 mm 
 
◇生育調査データ(2) 

No. データ項目 単位 No. データ項目 単位 
（トマト：低段密植栽培） 

1 草丈 mm 7 開花日（1 段花房）  
2 葉数 枚 8 花蕾数（1 段花房）  
3 葉長 mm 9 開花日（2 段花房）  
4 花梗長 mm 10 花蕾数（2 段花房）  
5 茎径 mm 11 開花日（3 段花房）  
6 生長点～開花花房間 mm 12 花蕾数（3 段花房）  

 
◇収穫・選果出荷データ 

No. データ項目 単位 No. データ項目 単位 
1 総収量（A品） kg 8 可販果収量（合計） kg /㎡ 
2 総収量（B 品） kg 9 可販果収量（累計） kg /㎡ 
3 総収量（C品） kg 10 平均果重 g 
4 総収量（D品） kg 11 平均糖度  
5 総収量（その他） kg    
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6 総収量（合計） kg /㎡    
7 総収量（累計） kg /㎡    

 
5.2 生育・収量予測ツール 
◇収量予測のため収量に関係する構成要素を分解して考え、収量増の戦略に役立てるためのツールを記
す。 
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5.3  環境制御指標 
◇適切な環境条件（温湿度、日射量、CO2 濃度の範囲）の考え方について記す。 
 

 
菅野圭一, 東出忠桐「日本における多作物・多品種大型温室の改善計画の策定(2017)」 

 
◇平均値（日平均、週平均値と目標範囲との比較） 

 
菅野圭一, 東出忠桐「日本における多作物・多品種大型温室の改善計画の策定(2017)」 
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5.4 生育バランス指標 
◇果菜類栽培での栄養生長と生殖成長における生育バランスを管理するための指標について、参考に記
す。 
 
◇生育バランスシート 
トマト等の果菜類生育調査データをもとに、樹勢の強弱（縦軸）と、栄養成長と生殖成長のバランス（横

軸）のチャートを作成し、中心に目標範囲を定め、生育管理の指標とする。 

 

有賀美緒※「大玉トマト 50t 採りにおける栽培標準化の取組 1 生育調査と労務管理」、施設と園芸(2016 年秋号)  
※イノチオホールディングス㈱ 
 
◇生育バランスを示す具体的な指標例 
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有賀美緒※「大玉トマト 50t 採りにおける栽培標準化の取組 1 生育調査と労務管理」、施設と園芸(2016 年秋号)  
※イノチオホールディングス㈱ 

 
◇温度設定による生育バランスの管理例 

 
吉田征司「ロックウール栽培における管理技術② 気候管理は環境測定から」、施設と園芸(2014 年夏号) 

 
◇作業管理による生育バランスの管理例 

 栄養生長に向ける 生殖成長に向ける 

誘引 
低頻度 高頻度 

テープ誘引 巻きつけ誘引 

葉かき 
低頻度 高頻度 

枚数を少なく 枚数を多く 
芽かき 低頻度 高頻度 

 
 樹勢を強くする 樹勢を弱くする 

収穫 
高頻度 低頻度 

基準の色を薄く 基準の色を濃く 

摘花（果実） 
高頻度 低頻度 
数を多く 数を少なく 

 

全農生産資材部園芸資材課「トマトの長期多段栽培における作業管理」、グリーンレポート(2016 年 1 月号) 
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◇水分管理による生育バランスの管理例 
 栄養生長に向ける 生殖成長に向ける 

水分量 高く 低く 
EC 低く 高く 

吉田征司・加島洋亨「太陽光型植物工場の事例(1)トマト」、施設園芸・植物工場ハンドブック 

 
 栄養生長に向ける 生殖成長に向ける 

日水分 DIF※ 低く 高く 
日中水分 DIF※※ 低く 高く 

※1日の最高水分率と最低水分率の差 
※※排液開始から潅水停止までの時間帯の最高水分率と最低水分率の差 

小坂雄一※「大玉トマト 50t 採りにおける栽培標準化の取組 3 地下部環境管理-潅水管理」、施設と園芸(2016 年秋号)  

※イノチオホールディングス㈱ 
 
◇花房別収量 
生育バランスを保つことで、花房別収量の変動を抑える。総収量や作業量の安定化につながる。 

 
岩崎泰永、平成 29 年度東海地域マッチングフォーラム「CO2 施用技術の現状と今後(2017)」 
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